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第1葦 課題の設定

第1節 貿易摩擦激化の構造

世界経済は,各国間の生産力格差拡大を反映した貿易収支不均衡の進展の中で,かつて

ないほどの貿易摩擦に直面している｡その結果,国内外を問わず様々な利害対耽が表面化

しており,そのなかでも農業に対する批判は激しきを増しつつあり,ついにアメリカ合衆

国(以下アメリカ)の清米業者による米の輸入自由化要求がだきれる事態にまでたちいた

っている｡

日米貿易摩擦のシンボルとされた牛肉,かんきつ類の白由化問題は, 1 984年4月に

輸入枠を拡大することで一応の決着を見た｡しかしこれがあくまで一時的な決着であって,

最終的なものでないことば周知のことである｡合意内容自休,協定から4年後の88年ま

での増加枠を定めたものにすぎず,再び牛肉,かんきつ類をめぐる日米交渉が8 7年4月

に開始きれることになっている｡

しかし日米間の交渉はすでに始まったと見てもよい｡すでにアメリカは, 86年7月1

5日に輸入制限農岸物1 2品目についてのガット提訴に踏み切っている｡前回の交渉にお

いても,牛肉,かんきつ粁の交渉と並行して1 3品目(今阿は1 3品目のうち｢一時貯蔵

オレンジ等｣はかんきつ類の協議にまわきれたため, 1 2品目となっている｡ )の自由化

要求がなきれ,決着の10ケ月前の83年7月に同様にガット提訴がきれている｡ 1 3品

目についての前回の合意は2ケ年の期限であったので, 86年3月には切れており,その

意味では今回の提訴も一応スジの通ったことである｡しかし1 2品目の日本のアメtノカか

らの輸入額は,アメt.)カからの農産物軸人全体のわずか1%程度Ut;しかならず, 1 2品目

の中には自由化した場合価格,品質のすぐれている他国産に代替きれ,かえってアメリカ

に不利になるものも含まれている｡こうしたことから完全自由化要求がどこまでアメー)-ヵ

の真意であるのか測りかねるといった声も開かれる｡つまりこの提訴自体アメリカ国内で

高まる保讃主義への1つのポーズであるとともに,牛肉かん薄つ類竿を含めた今後の交渉

で最大限の譲歩を得るための日本に対するゆきぶり攻撃のlつであるとの見方もできる｡

農務物の完全自由化を日本に要求しているアメリカ日体が,かなりの品目について輸入

制限を行っているという事実は,最近ようやく知れわたるようになってきた｡残存輸入制

限品目こそ精製糖のみであるが,乳矧VrTや今回の1 2品目の1つであるピーナ､ソ､ソなどを

ウエーバー条項に其づいて輔人制限している他,国内の食肉輸入法によって牛肉などを実
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質的に輸入税制しているのである｡きらにその間鎖件を批判きれる日本がすでに農産物純

輸入額で世界第1柿であり,穀物自給率も先進国中最低の付帯にあること,また日米貿易

インバランスは現在の農産物輸入拾得の2倍に達しており,農産物輸入拡大で解消できる

ものではないといった反論にもうなずける点が多い｡

しかし貿易摩擦当事国双方の意見のどちらが正しいかを議論することで,問題は解決し

ない｡まずECを含めた先進国間の貿易摩擦が恒常化,構造化し,しかも激しさを増して

きている事実に注目したい｡

先進国間の貿易紛争は農産物に限らず,工業製品のうち先端産業製品を含めた広範岡な

ものにわたっている｡この要問を詳述する余地ばないが簡単に要約すれば,各国縦済間の

矛盾の調韓弁として,戦後その圧倒的な力によって機能し続けてきたアメリカの凋落が,

各国間の摩襟を顕在化きせたと言えよう｡

第1次大戦前の金本位制下では各国間の貿易不均衡は金の流出入とそれに続くデフレ,

インウレといった国内経済の犠牲のとで自動的に調零されるしくみが市布した｡すなわち

金本位制自体が国際均衡を達成するために,失業者の増大といった国内均衡を犠牲にする

作用を内蔵していたのである｡そして大戦間期から徐々に形成きれ,第2次大戦後完成し

た国家独占資本主義は,国内締済の矛盾の激化,煤発を回避することを第一義とし,各国

通貨と金とのリンクをはずすことでスペンディングポリシーを採用した｡しかしこれが可

能となったのはドルの強き,つまりアメリカの圧倒的な軽産力水準と金保有高が後ろだて

にあったからにほかならない｡なぜならドルのみは金とリンクきれており,最終的に各同

通貨も金と結び付いていたからである｡ともかく国内均衡を達成するために国際均衡を犠

牲にする体制が戦後と言える｡そして国際不均衡が再び世界戦争といった形で爆発しない

ですんだのは,アメリカがその矛盾を吸収する力を供えていたからにほかならない｡

しかし70年代にはいり,アメリカの政治締済力の減退がアメリカー同による世界解析

の調半を不可能にし,ついに金ドル交換停.心こいたった｡国際不均衡を常に生みだサ体質

をそのままにしながら,それを調零する後ろだてを失ったのである.現存に於いてもその

後の変動相場制への移行といったことがありながらも,井本的な構造は変わっていない｡

戦後丙ドイ､ソ,日本といった先進諸国の台頭はめぎましいものがあるが,それらは依然ア

メリカに代替するほどにはいたっておらず,世界経済はアメリカという調牢弁を失ったま

ま先進各国の群雄割拠時代に突入した｡しかもこの群雄割拠ば覇者を軽んではならないも

のである｡国内均衡を保ちつつも,世界戦争をも回避しなくてはならず,各国が競争と対
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立を続けながらも,お互いの隼存のためにお葺いが譲歩を余儀なくきれる構造になってい

る｡そしてこの譲歩が国内詐済に与える影響を最小限にとどめようとすれば,ますます国

際間のあつれきを増す結果となる｡最近の先進国間の経済摩擦の激化乙まこのようなことを

背景としていると考えられよう｡

第2節 貿易摩擦激化と農産物輸出国

こうした先進国間の対立的協調の進展の中で,しわよせを被っていると考えられるもの

が,一方では先進国内取こおける弱い部分であり,他邦ま先進T.業大同以外の国々,とく

に伝統的な農業輪L+.国である｡先進国内部にあっては,国際均衡を破らないために甜来の

国内均衡を保つための政策,つまり社会政策としての面を色濃くもっている亮業政策の令

面見直しに向かう可能性もはらんでいる｡そしてその最大のものが農業保諜政策であろう｡

農業にたいする保護が,国内均衡を達成するうえでマイナーなものであるとの判断がなさ

れるのならば,農業政策の全面的改定につき進む可台旨件も否定できない｡最近とみに高ま

っている農業過保讃論にたいしても,岸業としての農業の必要件とと垂)(こ,社会政策とtJ

ての農業保讃の重要件を明確にできない限り,保護政策は早幌変更を強いられるのではな

いか｡

一方伝統的農産物輪.+.国に注目すると,オーストラリアとタイの置かれた状況はあまり

にも異なるが,先進国間の貿易紛争の蒔で不利恭を報いられているという点でその利軍ミま

一致している｡ 1 986年8月にオーストラリアの北部都市ケア-ンズにおいて,農岸物

輸出国間僚会議が開かれ,農薄物市場への奇人に対する障嘩の撤廃,農業補助金の大幅削

減,及び農岸物輪.+.補助金制度の最終肘散廃を求める音言がなきれた｡会議に参加したの

はオーストラリアb)他に伝統的な農産物矧ii同であるアルゼンチン,ブラジル,カナダ,

ニュージーランド,インドネシア,フィl.トソピン,タイなど14ケ国であったが,同9月

に開かれる予定であったガット閣僚会議串悦みつつ,多角的貿易交渉において農荷物胃.P)

問題が優先的に取り上げられるよう結束を強めることが確認きれた｡きらに1 4ケ国の利

害追求のため,ガット閣僚会議前にウルグアイで再び会議キ持つことを手はl)めに,定期

的に会合を行うこともあわせて合意きれている｡

これらの国々を結束きせる結果となったのは,両棲的にはアメリカやF,Cの補助金付薄

輸出によって,自国の従来からの市場が奪われつつあるとの危機感であることば問遭いが

ない｡アメリカはカーター大統領時代のソ連への穀物禁輸政策以降, f3 5年までのドル高

の影響もあり輸出シェアを減らしていたが, 1 930年来と言われる農業不況に南面して
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いる｡こうした状況を打開するために,まずF,Cの共通農業政策にもとづく補助金付き輸

出に対抗して, 8月にソ連へ385万㌧に上る小麦と,中国へ1 5万トンの粗糖を補助金付

きで輸出することを決定した｡これに対して, ECも即座に同じくソ連に95万トンの小麦,

ライ麦を,補助金付きで輸出するという対抗措置をとった｡アメリカとECの農産物輸出

をめぐる対立は, 70年代から続いたスパゲティ- ･レモン戦争が有名だ｡レモンの輸入

一に端を発し,ついにアメリカがスパゲティ-の輸入関税を大幅に引き上げるなど報復合戦

のエスカレートが続いたこの｢戦争｣は,先ごろ一応の決着を見たが,再び穀物で再開さ

れる雲行きとなってきた｡

アメリカ, EC間の補助金付き輸出合戦のなかで,オーストラリアのボブ･ホーク首相

は伝統的な農産物輸出国の利害を代表してこれを非難し, ｢アメtノカ, ECやそのほかの

西側主要工業国の輸出助成,輸入制限政策によって,穀物,畜産,砂糖市場のひずみによ

る世界的な損失は, 1 980年の価格にして年間360億米Fllにのぽる｡こうした損失に

よって発展途上国の貧しい農家の桑田が益々助長きれる結果となっている(注1) ｡ ｣と

語っている｡このことば,オーストラリアが自らを第3世界の国々の立場に立っているこ

とをアピールすることで,農産物輪tL+.についてアメt)カ, EC,日本などの西側先進諸国

に対抗する勢力を結集しようとしていることの表明とも受け取れる｡もともと競争関係に

ある諸国であるだけに,その結束については今後の推移にまたなければならないが, ｢公

TEな農業貿易実施国開僚会議｣との名称が示すように,まず公正な競争関係をつくり糾ず

るという点では一致していると言えよう｡

農産物輸出国間僚会議はアメtノカ, E Cの補助金付き輸出に高い関心を寄せたが,同時

に先進諸国の輸入卸限政策にたいしてもいらだちを隠していない｡日豪貿易問題に限定し

ても,やはり同年8月に来日したド-キンス貿易相は日豪貿易の不均衡の存在を強調し,

その早急な詞牢を日本政府にもとめた｡具体的にばオーストラリアにおける日本製品のシ

ェアが順調に伸びているのに反し,オーストラリアからの輸出品の日本市場におけるシェ

アが最近減退していることを問題視している｡例えば過去5年の間に,オーストラリア市

場における産業用横械の日本のシェアは1 4. 7'%から22. 1%,自動車に李っては6

1. 4%から73. 9%にじ弄しているにもかかわらず,日本における鉄鋼石のシェアは

43. 2%から40. 5%へ,牛肉では69. 3%から53. 5%へとそれぞれ減らして

おり,小麦,羊毛などでも同様な傾向が見られると指摘している(注2)
｡そしてその原

則ま産業構造の調軽と経済の開放化について,'過去オーストラリアが行ってきた努力ほど
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には日本が行勤しなかったことによるとしている｡その当否は別にして,日本市場におけ

るオーストラリアのシェア減少と円本の輸入制限政策を結びつける議論は決して少なくな

い｡しかもそれが,日米貿易摩擦との関係でとらえられている点で特徴的である｡以下,

伝統的農産物輪.+.国の代表としてオーストラリアを取りとちヂ,この点について見ていきた

い｡

例えば牛肉についてオーストラリアは, 70年代初めには90%に達する圧倒的なシェ

アを日本市場において占めてきたが,指摘きれるように近年アメリカに代替きれる割合が

増加してきている｡例えば表1-1に示すように, 1978年においてもはば76%を占

めていたオーストラリアのシェアは, 85年には60%を割り5()%台にまで低下してい

る｡金額ベースではオーストラリア産牛肉の方が低価格なので,そのシェアはより低くな

る｡その反面,アメリカは10%台から急速にシェアを伸ばし,現存では約30%までに

達している｡きらに,輸入自由化品目の内臓に分類きれ,実際は焼き肉用として.I-lJ.阿って

いる横隔膜の肉が推定で約5万トン以トアメリカから輸入きれており,これを含めるとアメ

リカとオーストラリアのシェアはばぼ半々になっている事態も,オーストラリアをいらだ

たせる要田になっている(注3) ｡

横隔膜はともかくとして,輸入割り当て枠の中で,オーストラリアがそのシェアを減ら

している原河を牛肉の形態別訓令で探ってみると,まずオーストラリア雇がほとんどを占

めるチルドビーフ･エージドビーフの減少と,アメリカ産がばとんどを占めるいわゆる高

級牛肉のシェアL･.昇という相反する傾向が見てとれる｡チルドビーフとは冷蔵牛肉のこI:

で,一般の冷凍輸入牛肉に比べ熟成度が高く,美味とぎれている｡またエージドビーフは,

チルドビーフを輸入後tこ冷凍処押して保存席を高めた卒)のである｡これらの牛肉がほぼ牧

草だけで肥育きれたグラスフェツドであるのに対して,高級牛郎ま穀物で1 00日以上肥

育きれた牛の肉で,アメリカの格付け某準のプライム及びチョイス,あるいはそれと同程

度以上のものとの定轟がきれている｡オーストラリアではほとんどがグラスフェツドであ

るので,この高級牛肉はばぼアメリカ席に占められている｡

このようにオーストラリア蕉牛肉がシェアを減らし,その分アメリカが増加きせている

ことに関して,オーストラリア,ニューサウスウエー)i,ズ大学(NSW大学)の入.ジョ

ージ博士はこう述べている｡ ｢日本の牛肉輸入政策には二面怖が存在する｡それは輸入割

り当て枠のなかでの無美別惟と,アメリカからの輔人を増加させようとする政策とである｡

この非公式な政策によって過去8年間オーストラT.)アは不利恭を被ってきた(注4) ｡ ｣
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表1-1 日本の牛肉輸入量の推移

年 度

1978

80

82

83

84

""_.

__8 _5_

輸 入 垂

__‥_
く卜>_) ___

107, 378

123, 638

138, 794

145, 576

149, 071

___1 !5__7｣.__7_.2
7

輪人畢に占める別命く%_)
_.

トラリア アメリカ

75. 5 16. 0

76. 2 19. 4

70. 5 25. 7

66. 2 26. 4

64. 0 28. 3

58, 9

_‥_2_9_.
∩

(注) I.年度は7-6月｡

2.チルドビーフには,エージドビーフを含む｡

(資料)農林水産省食肉発卵課賛料｡たり作成｡
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つまり輸入制限があるものの,割り当て枠のなかでば,各国の自由な競争が保証されてい

るというのが日本の公式見解であるが,実態はアメリカの圧力によってアメリカ産牛肉の

シェアが増すような非公式な政策がとられている,という批判である｡実際に畜産振興事

業団の入札において,価格の安いオーストラリア産牛肉が落札きれずに,アメリカ産が荷

札きれるように｢指導｣が行われているのでミまないか,という疑問や不満がオーストラリ

ア側から繰り返し出きれている｡･確かに高級牛肉が初めて輸入枠の中で定義付けられたの

紘,日米貿易摩壊が激化していた78年であり,その定義自体アメリカを意識したものと

言わざるをえないものである｡ 84年の牛肉交渉の際も,先行して交渉がもたれた日米交

渉の中で,まず高級牛肉の枠増加分を年間6千9 0 0トンずつと決めてから,総枠増加分を

上限としたそれとの差をオーストラリア側に提示したことにも,日米貿易摩擦のとばっち

りを受けたとの被害者意識を聴くし七いる｡オーストラリアにしてみれば,オーストラt)

ア産牛肉のメリットである価格の安きとチルドという品質面での優位性の両方を奪われた

形でのアメリカとの競争に,不公TF.感を募らせているということであろう｡ちなみにジョ

ージ博士が言及しているr8年間｣の起点乙ま牛肉に関する日米,日豪の2国間交渉が定式

化され,また高級牛肉が初めて登場した7 8年である｡

これに対する日本側の反論は,以下のJ:うなものである｡日本の牛肉輸入政策の基本は

あくまでも国産で不足する分を輸入することであり,また国内の牛肉価格の安定化に輸入

牛肉を活用することである｡したがって,保存件の両で劣っているチルドビーフは,価格

安定化のために使用しづらく,その輸入取りIl-,めも検討したこともあるが,オーストラ()

ア等の要請もあり枠を存続きせ,新たにエージドビーフの輸入も開始した｡また高級牛肉.

はなにもアメリカ産だけに限っているわけではなく,オーストラリアからの輸入について

もなんら差別的な接いをしていない｡現にアメリカも高級牛肉だけでなく,現在オースト

ラリアが仔倒的シェアを占める加工向けなどの牛肉についても,乳庚牛などで対応しよう

という意向もあり,オーストラリアも穀物肥育にもっと力をいれるべきではないか｡

確かにオーストラl)アが穀物肥育牛を増加させることで,そのシェア下滞に対処する途

は開かれている｡しかし現実的には,オーストラリア国内での取持を持たない穀物肥育牛

を肥育しても,円本の苛む部18.以外の部分の処群ができないといった間瀬もある｡また穀

物肥育自体についても,軌道に乗りかかった時に,日本の輸入停止措置によって壊滅的な

打撃を受けた過去の苦い終演もあり,おいそれとは再開できないといった平気のほうが職

い｡

-7-



日豪の貿易関係は6 0年代後半から急速に深まっていったが, 70年代に入ると連続し

て貿易紛争を経験した｡ 72年の鉄鉱石カットバック問題, 73年の第1次牛肉紛争, 7

7年の第2次牛肉紛争,砂糖紛争などで,漁業協定締結拒否や砂糖船の東京湾滞船といっ

た招待,実力行使まで引き起こしてしまった｡しかしこうした紛争の続発自体が,日豪の

経済関係の深化を物語っているとも言えよう｡すでにオーストラリアにとって日本は,最

大の貿易パートナーとなっている｡オーストラリアの輸出入において日本が占める割合は,

輸出では26%を占め第2位のアメリカの2倍以上のシェアであり,輸入でも22%と近

年アメリカを抜いて第1位に祈りでた｡一方日本にとってオーストラI)アは,輪LT.で1 0

位,輯人で第51S.であるが,鉄鉱石や石炭などの工業用原料の大供給国として,重要な地

位をしめている｡こうした相互依存度の高きは,貿易の双方の国内経済に及ばす影響もま

た大きい,ということを意味する.とりわけオーストラリアにとって日本ミま,日本にとっ

てのアメリカと同程度に巨大な存在であり,日本の一挙手一投足が与える影響は耳大であ

る｡例えば7 3年の石油ショックに続く日本の牛肉輸入停IL措帯は,穀物肥育牛締常に壊

滅的な打撃を与えただけでなく,牛肉産業全体に大きな影響を与え,その後のこの部門の

構造変化の一要因となった｡

日豪貿易収支は最近縮小傾向にあるものの,戦後一貫して日本の大幅入超を記録してい

ち(兼l-2)
｡したがって,日豪間には日米貿易で円本が抱えているような貿易収支の

インバランス問題はない｡きらに農産物の自由貿易を要求するオーストラリア剛本が,こ

と工業分野においては,高率の関税政策や,関税割り当て制度によって｢総花的｣と･i)育

われる国内産業保護政策を採っており,日由貿易の完全な実践者というわけではない｡国

内において卓),こうした製造業に対する保護政策が,農業部門で使用される輸入機械類等

の価格や労賃水準を高めたりすることで,農業の競争力を弱めているとして損害肝慣を求

めるペきだという議論も戦わきれるほどである｡しかしその農業部門においてきえ,価格

支持制度などがまったくなく,国際競争力をもっていると言えるのは牛肉程度に限られて

おり,乳製品でミま生産性の高い隣国ニュージー.ランドからの大電の流人を防ぐため,協定

による年間輸入車の取り決めを行っている｡

以卜のようにオーストラリアといえども,自由貿易に反する国内岸繋保護政策を令く採

用していないというわけではないが,オーストラリアの.i.張の背景には,膨大な締常赤字

や1 0%に近い失業率という現実がある｡きらに農業.i･β門において, F:Cやアメリカ等の

輸出補助金政策の影響で前年比で昨年は1 0%減,今年は8%滅と輸出が激減しているこ
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表1 -2 日本の対オーストラリア貿易の推移

_輪_出
展_ー】

__I8T5

144

313

589

1, 740

3, 389

5, 379

.ーノVー_,M"_ー.～..単位

H.輪p_【人_柿...-～
344

552

1, 508

4, 156

6, 981

7. 45_2

(資料)大蔵省｢貿易月表｣より作成｡
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とに対する危機感があると言えよう｡したがって,オーストラリアの主張を押解するには,

国内農業の状況と変化について見ておく必要がある｡

第3節 農業保讃の影響と構造変化

オーストラリアは農業国として知られているが,国内産業構成から見ると典型的な先進

国型になっている｡国内総生産(GOP)に占める部門別の割合では,農業部門eまわずか

5如こ過ぎないのに対して,第3次産業は70%'を越えている(表1 -3) ｡製造業は6

0年代以降コンスタントに20%程度の輸出割合を占めているが,前述したようにこの部

門は輸入代替的な中規模産業が主であり,競争力は低く大洋州諸国を中心に輸出をおこな

っている｡ 6 0年代後半から7 0年代にかけて,急速に輸.Lt!,を伸ばしてい､つたのは鉄鉱石,

石炭などの鉱業部門で,この資源輸出ブームはオーストラリアをラッキーカントリーと呼

ばせた｡一方農業部門は長くオーストラリアの輸出の大半をP.ってきたが, 60年代後半

から70年代にかけて鉱業部門とは逆にそのシェアを減らし続け, 82年にはついに40

%を割り鉱業部門を下回る比率になっている｡しかし依然として天然資源と報んで,尊要

な部門であることには変わりはない｡特にオーストラリアの場合,輸出依存度は1 5%程

度に上っており,日本などに比べその割合が高く,輸出の国内締済への貢献度から考える

と,農業部門の重要性t.i/J､きくない｡

農産物の品目別輸出割合の推移を時系列に追ってみると,羊毛やバターの減少と牛肉,

小麦などの伸びが特徴として摘める(蓑l-4)
｡羊毛はオーストラリア自体が,かつて

｢羊の背に乗った国｣と言われたほど, 1 9世紀以来文字通りオーストラT)ア経済を支え

てきた産業であった｡しかし戦後の化学繊維の普及の影響を受けて需要の停滞に両面し,

その寮費性を急速に減らしている｡羊毛以外の農産物は,イ･ギリスのF: C加既によって最

大の輸.i･J.市場を失ったが,羊毛は原材料として共通農業政策の枠外に帯かれ如こもかかわ

らず,需要減退によって7 0年代初めの価格暴落を機に,最低価格保証制度の導入に踏み

切らざるをえなくなった｡

一方バターなどの乳製品と牛肉はイギリス市場の喪失にあたって,ある意味では対照的

な方向を辿った｡牛肉は両大戦間斯に結ばれたオタワ協定以後,イギリスがオーストラリ

ア産牛肉を独占的に輸入していたが, 50年代に乙.t不足払いに基づく長期契約がイギt)ス

側の財政事情から許されなくなり,矧欠アメリカなどへ輪.'TT,草れるようになっていた｡そ

して73年のEC加照時には,イギリスのシェアはすでに1 00/o糾こ滞ちていた｡したが

ってイギリス市場喪失の影響は急激なものではなく,アメリカ,円本などへの輔,.il.多角化

-10-



蓑1 -3 国内捻生産と軸出に占める農業の割合

76,13

93,93

119,88

147,64

183,40

国内総生産に占める割合 輸出に対する割合

農林水産業 鉱業 製造業 第三次#.判 輸.Lr1.総柄]農林水斥慧 鉱業

…壷E一環29
,go宅

芳 Ⅹ

ll

5

7

6

4

5

2 26

4 21

4 19

4 19

5 18

5 18

(賃料) RAE,馳r蔓LE&o.n9mX,Vo].8,No.2,1986, p･l帥より引用｡

軍
.__軍70 9

46 2日

45 3]

45 31

37 39

37 41

2)

2(ち

24

24

24

22
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I

■■l
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表l-4 品目別翰出割合の推移

単位(%,百万蒙[')l)

193819 1948-9 1956-7

年

1966-7 1976-7 1984-.F

羊毛

小麦および小麦

砂糖

牛肉

バター

農産物軸出計

(輪出荷)

46.5 50.5 . 59.8

18.6 20.2 10.4

3.4 1.7 4.1

4.0 1.6 3.4

9.4 5.5 3.9

100.0 100.0 100.0

41.0 24.5

17.5 22.5

5.3 14.2

10.6 11.0

3.3 1.0

100.0 100.0

24.

23.

6.

13.

0.

100.

(23l.2) (697.5) (1,364.5) (1,925.5) (4,342.3) (8,739.3)

(資料) D. B.W i= iams編,由_ricuJj,_u捜.hnJhieJ_u_s_haJuiaJl_蜘y,Sydney Un iv. Press

1982, p.177

BAE,馳rjLFRn9馳,Vol.8,No.2,1986, p.193より作成｡
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がすでに進んでいたと言ってよい｡

これに対して乳製品は70年代までイギリス市場への依存度が高く,特にバターでは7

0年でも約80%をイギリスに輸出していた｡それが73年以降はばぼ軸出皆無ときれた

わけであるので,その影響がいかに大きかったかが推測できる｡乳製品においても輸出先

の多角化がはかられ,日本や中近東市場への奇人や東南アジアでは現地合弁乳製品工場の

設立などの努力がなきれた｡しかし世界的な供給過剰基調で国際価格が低迷を続ける中,

共通農業政策による生産過剰を補助金付き矧七で処押しようとするE Cや,生産惟q)高い

隣国ニュージーランドとの競争によって,必ずしもはかばかしい成果をあげられないでい

る｡

こうした輸出の低迷は,国内農業自体にも当然のことながら多大な影響をあたえている｡

例えば離農部門は厳しい環境の中で,最も激しい構造変化を締験した部門である｡輸.I.h市

場では過剰による価格低迷,国内にあってはマーガリンの影響によるバター消責の急減,

飲用牛乳の消費停滞などによって農家の収益怖は低下を続け, 6 0年代からは低所得問題

というオーストラリア農業のイメージからは想像できない事態にまで直面した｡この結果,

酪農場数は戦後4()年の間にl/8までに減少している｡ 6 0年代から7 0年代初めにかけ

て収益性の低い酪農から当時比較的有利な部門であった肉牛部門へ経常転扱がはかられた

が,それらの農場も73年の石油シヨ､ソクに続く価格暴蒋の影響を受けて,多くが締常的

危横に陥った｡その後,オーストラリア政府は農場合併の推進や離農者にたいする職業訓

練などを含む構造改善政策にとりくんでいるが,負債問題とあわせて低所得問題の解決に

成功しているとはいいがたい｡

オーストラt)ア農業はこれまで3度にわたって先進国,とくにイギリスの農業問題の影

響を受け,国内に農業間男をかかえこんできたことになる｡ 1度目は棉民からゴールドラ

ッシュ,戦後の退役軍人柿民計画までの英国の農村過剰人口の受け入れというかたちで,

2度目はEC加盟によるイギリス市場の喪失,そしてそれに続くECの補助金付津矧t..に

よる輪洲托迷という形で,つまり件界市場を媒介として,先進国の低所得問題などの構造

問題が第3同に輸.Lt3きれてきたのである｡そして海外へ投(i.tHきれた農業問題は笥:1同に

内面化きれ,結果的にはオーストラリアのブーメランのように貿易摩擦の激化や世界市場

価格の低蒋といった形で,再びより激化して投析出lノた国に帰ってくるという構造になっ

ている｡

本稿の目的は,先進国の国内均衡を達成するために大戦間期以降採用きれてきた社会政
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策としての産業保護政策とりわけ農業保護政策が,世界市場を媒介として第3国に農業問

題を輸出しているという仮説にたち,小農問題としての農業問題から最も遠い存布である

とおもわれていたオーストラリア農業,とりわけ牛肉産業と酪農業を対象に,オーストラ

リアに掛ナる農業問題の存在形態,その発車の過程,それにたいする農民,政柄の対応を

見ることにある｡そのことによって,ますます緊密化する国際間係の中における農業保護

政策のありかたを探るための一助としたい｡

注1)オーストラリア大使館広報部,%.塵通信オーストラリ7BVol･19,No･17,

19日6,p.1

2)同上,Vol.19,No.16,1986,pp.i-4

3) A.Parsons, Th_早_Japa.n_es_e_Beef Market:
"Th_e_
lmpl ication_s"of the Trade in

DiAPh.raBm
I,BeefJ

Economics Informal,ion Paper NO.12,Aus七ral ian Meat and

Livestock Corporation,1983, p.3

4 ) A.George,ねpg.neIS旦_.B_e吐__I,mpQrt...P9.1"i_Q._痩.Vi,.印,e.d..From._._an A_ustrAtLan_

.Pj?__r3B9diyet
,Presented

Paper to the Food & Agricultural Pol icy

Research lnst,itute,1.9f36 p.I
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第2章 畜産業の自然的,歴史的背景

第1節 自然的背景

農業の展開にとって自然的要因は,それが資本代替的であるという意味において決定的

要因ではないが,基本的な規定賛同であるとは言えよう｡特に発展の初期の段階にあって

は,より重要な規定要因となる｡

オーストラリアの面積は768万2千平方㌔でアラスカを除くアメリカとほぼ同じであ

り,ソ連を除くヨーロッパの約1. 5倍の広さである｡しかしオーストラリアは,仰の2

地域と比べ際立った自然的特徴を有している｡すなわちオーストラリア大陸は非常に平坦

であり,かつ気候はより乾燥している｡例えば大陸全体の平均標高はわずか300編にす

ぎず, 500甑以下が全体の9別近くを占めている｡最大の山脈は,クイ-ズランド州(

以下Qld州)からタスマニア州(以下Tas.州)に至る大分水山脈(Gr ea t

Dividing Range)であるが,その中にあるオーストラリア最高峰のコジウ

スコ山(Ko s ciu s ko)の標高も2千225甑にすぎない｡

このような海抜の低きと,島大陸であるという特徴によって,オーストラリアにおいて

は他の大陸で見られるような帝端な気濫の変化は見られない｡特に人口の大部分が付す;.ill

海部で乙,t気温は概して穏やかであり,極端な寒冷や降雪は南東山岳部でわずかに見られる

のみである｡怖かに同七の3 9%を占める南回帰紋以北の熱帯地方の内陸部でば更に4 r)

o

Cに達することば普通のことではあるが,気退剛本はオーストラリア農業にとっての制

約賛同とは言いがたい｡

土地利用上,最も重要な国子は降雨である｡オーストラリアは世界で最も乾燥した大陸

であり,全面積の6 3%が砂漠と半乾燥柵帯によって覆われている｡年平均降雨葛は4･I;

0ミリで,南アメリカの34%く1千350ミリ)
,ヨーロッパの79%(580ミリ)

,
50

0ミt)以下の面積割合は67%でアジアと#.んで最大となっている(蓑2-1) ｡ 車)つと

もQ I dタ棚分梅部やT a s.州西方の一部のように年間降雨皐2千50Oミ1)に達する地域

も存在するが,逆に大陸中央部では,わずか1 50ミリにすぎない｡ 250ミリ以下の地域で

きえ全面積の39%におよんでいるのである(阿2-1) ｡

しかし降雨尋の絶対値のみをもってしては,柄物の鞍育の某准として不充分である｡ま

ず第1に,降雨貴の変動の大きさに注目する必要がある｡オーストラリアは降雨貴の変動

の大きさという点で,世界の平均晴をはるかに卜阿っている｡わずかに大陸南部の狭い地
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表2 - 1 大陸別降雨竜と蒸散割合

アフリカ

北アメリカ

南アメリカ

アジア

ヨーロッパ

オ丁ストラリア

年平均降雨貴

__.__(きり) ___ _

66()

660

1, 350

610

580

= _46∩

I,__帆_._.降雨養別面積割合ーi%)
-.y_…

号lo()0ミリ
_500
-｣()()0ミ.1 <5()0ミリ

28 18 54.

18 30 52

76 8 16

15 18 67

52
_48

1 1 22 67

(資料) B.R.Davidson,蜘ropeT即しF_arming in Austr年1.i旦, F.1sevier, 19引, p.7 より

引用｡
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囲2-1年平均降雨圭
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i

[=] -200ミ.'li完囲
800-1,000

∈∃ 200-400 団一1,000-2,000
4001ROO 田 2,000-

(資料) ABS,Y～e_a.L8g_klu3_TnalLa_19_6B,p. 15より引用｡
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帯で,地中海沿岸部と同程度の安定性を見せるのみである｡このことば,辛勝が多発しや

すいことを意味しており,実際過去1 00年間に約1 0同にのぼる大軍魅を#.験している｡

早魅が農畜産業に与える影響は激甚で,例えば最近の1 982-3年早魅では,小麦の

生産竜は半減してしまった｡しかもこれは号作であった西オーストラリア州(以下WA州)

やTas.州を含めてのことであって,最大の被害を被ったヴィクトリア州(以下Vi c.

州)の生産竜は対前年比1 6%にすぎなかった｡また畜産業も同様に早魅によって多大の

影響を受けるが,これは家畜の莞死といった直接的な被害の他に,出荷頭数の急増による

販売価格の下落といった間接的な影響も重大である｡

降雨車の変動の大ききは,こうした軍魅を一方の棒に,他方では大洪水をももたらす｡

特に北部地域では要の雨期に,台風の伴う大雨による洪水が,農畜産業に多大の被胃を与

えるのである｡

オーストラリアの降雨のバターンは,地域的に大きく2つに分けることができる｡すな

わち,大陸南半部の冬両地帯と北半部の夏雨地帯とにである｡大陸南部では,丙から束へ

横断する低気圧と高気圧の影響で冬期降雨が主である｡経度から言えば,南部は地中海か

ら北アフリカにあたり,湿潤な冬期と,高温,乾燥の夏期となる｡

一方北半部は,北西モンスーンと南素質易風の影響で夏雨地帯となる｡両地域の中間に

1i7.帯するQ I.d州南部とニューサウスウェールズ州(以下NSW州)北部ミま両者の影響に

よって年間を通じ降雨があるが,同時に降雨貴の変動も激しい｡

前述のように,降雨萄は海岸から速ぎかるにしたがって減少する傾向があるが,土中水

分という点から言えば同程度の降雨貴でも気温の高い北部では蒸発によって失われる水分

も多くなる｡

このように,植物の生育における基準として第2に考慮すべき点は,蒸散割合である｡

オーストラt)アは,他の大陸に比べ降雨尋が少ないばかりか,蒸発によって失われる訓告

も高く,有効水分竜はより少ない｡例えば,年降雨車が58()ミリとオーストラリア(46

0ミt))に次いで少ないヨ一口､ソバでは,蒸発によって失われる割合ミま6 00/oであるのに対

し,オーストラリアのそれは87%に達する｡

このように降雨尋の絶対傾から判断する以L･.に,柄物Jt育にとってオーストラリアの日

然条件は厳しいと言える｡蒸発垂を考成した有効水分貴から柿物生育可能月数を判り汁け

と, 1年間に5ケ月以卜の可能月数のある面積は,西ヨーロッパで75%,アメリカでは

73%に対して,オーストラリアではわずか22%にすぎない(注1) ｡
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一般に1年性の高収貴牧草や小麦,大麦などの1年性作物の栽培には, 5ケ月以上の牲

育可能期間が必要であり,永年惟の牧草や作物にば9ケ月以上が不可欠である｡オースト

ラリアで生育可能月数9ケ月を担える地域は,全体の9% (6千800万㌶)でしかない｡

全体の78%は, 5ケ月以下の地域(6億300万㌶)で,生産性の低い日然草地が大部

分を占めている｡

オ丁ストラリアの農業地帯は土地利用状況から,多雨地帯,小考･羊地帯,牧畜地帯に

大きく3区分きれるが,それらはばぼ柄物生育月数の長きに応じているく岡2-2) ｡つ

まり多雨地帯は,植物生育期間が7ケ月以上の地域で主として酪農,肉牛,羊の肥育,さ

とうきび栽培などがなされている｡この地域では,乳牛のほぼ全部,肉牛,羊のl/3 ■が飼

育きれているが,農用地全体に占める割合から言えばわずか9%にすぎない｡このことか

らわかるように,この地域ではもっとも集約的な農業が行われているのである｡

小麦･羊地帯は,生育期間5-7ケ月で小麦,大麦,ソルガムなどの輪作と,肉牛,辛

の放牧を雑合わせた,いわゆる混合農業が行われている｡この幼帝が令農用蛾に占める訓

令は1 1%であるが,小麦単産のほとんどと,羊の50%,牛の20%を飼育している｡

一方牧畜地帯は,鞍育期間5ケ月末満という苛軒な気候のため,ほぼ自然草地に依存し

た粗放的大規模放畜経常が主体で,北部の放牛専門地帯と,南部の放羊牛糠帯とに細分き

れる｡北部と南部はばぼ南同帰線を境としており,北部は今農用地の24%,南部は55

%と両者で全体のほぼ80%を占めるが,土地年産性は他の2地帯に比べ著しく拭い｡こ

の地帯の特徴は農場規模の大ききで,仰の叫帯が家族農場が半休であるのに対し,雇用労

働を背景とした企業農場のシェアが高くなっている｡

綻常的に見ると,気候の.卜ではより多くの安定した降雨に恵まれ,十叫卑岸作の高い多

雨地帯に低所得農場が多く見られ,気候の厳しい牧畜地帯に高所得層が多いというのは,

皮肉な点である｡と同時にこのことば,農慧締常における鞍岸惟や所得の水準が必ずしi)

気候などの自然的条件によって規定づけられるものではないことを物語っている｡

第2節 府史的背景

Ⅰ.畜産業の成立期

オーストラリアに初めて牛が導入きれたのは, 1 78f3年の第1同植民舶によってガ､っ

たが,それはアブt)カの希雫峰から運ばれた7頭の肉用牛(ゼブ-秤)であった(措2) ｡

その後,乳牛も導入きれたが,斉業として最初に成任したの乙まシドニーの南,イラワラ

(Ⅰ.II a●tva r ra)地方のキアマ(Ki ama)路くで,時期的には1f32()年代であ
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囲2-2 農業地帯区分

･⊂]牧盲地帯
∈≡小麦･草地苦

匹∃多雨地帯

(資料) BAヒ, The Austral ian

より引用｡

Grazing暮ndustry Survey 1973-74 ,
1976, p. Jl
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ったときれている(注3)｡ 40年代までにはメルボルン(Melbou rn e)アデレ

ード(Adelaid e)ホバート(Hoba r t)近辺で離農が開始され,現在最大の

酪農州になっているV i c.州では1 86 1年に1 9万7千頭の乳牛が飼育きれるまでに

なっている｡ 1 9世紀終わりまでには,ほぼ現存の酪農地域で幣農が開始きれている｡

前節で述べたように酪農は降雨養が多く,オーストラリアの中では気候的に恵まれてい

る多雨地帯に成q.したが,との地帯はもともとユーカリ･が密に生い茂っている森林地帯で

あり,開墾には嗣難をきわめた｡例えば, 1エーカー(約40有)の土地を開墾するのに

1人の男で5週間かかった(注4)
｡これは1 00エーカーの開墾に1 0年かかることを

意味する｡また労働力を雇って開墾する場合は,オーストラリアの労働力事情から非常に

高いものについた｡当時の賃金はl週間で15シリングからlポンド(20シリング=t

ポンド)で,浮木地帯の開墾では伐採に1-2ポンド,収集し燃やすのに4ポンド,合計

lエーカーの関空に6ポンドを賛した(注5) ｡

当時開墾きれた6エーカーの,t地で肉用牛の解析牛1頭とその子牛が飼育できたが,そ

れから得ることができた収益は冷蔵船が開発きれイギリスへの食肉輪..･Hが可能となった1

880年代でも3ポンドにすぎなかった｡つまりエーカー当たり年0. 5ポンドである｡

それに比べると離農の収益はより高いものであったが,市場が狭いため頭数規模には日ず

と限界があった｡さらに市場が狭い上に需要が硬市的であったため,牧草が豊富な雨期に

はその地方の需要をオーバーしてしまうこともしばしばで,それは価格の大幅な変動をも

たらした｡例えば春先,バターの農場渡し価格はlポンドわずか4ペンス(1 2ペンス=

lシリング)であったのに対し,不定期には2シリング6ペンスつまり7倍以ヒにL昇し

た｡当時は需要を拡大きせるほど効果的な輸出はまだ期待できなかった｡それば農場での

生産物の品質格差が大きく,また境づけきれていなければ長期の保存に耐えられなかった

からである｡

このようにオーストラリアの経済を長く支えてきた羊毛斉業がその初期から明輝にイギ

リス市場を意識し,発展してきたのに対し,離農は桝方需要を満たすための内需型荷票と

して発達してきた｡しかし1 880年代にあいっいでなきれた新技術の導入によってオー

ストラリア酪農茸は飛辞的な前進を遂げた｡まずクリーム分離器が1 f38 1年にデンマー

クとスウェーデンから帝人きれ,乳製品特産の集中化が進んだ(注6)
｡続いて83年に

は冷蔵庫が導入きれ, 1 8 3 0年代から散発的に行われてきたバターの輸出が増加した｡

しかしそれでも品質の保持のために棚喉(Doric Acid)の添加が必要ときれた｡バターの
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品質改善にば生乳の品質向Lが不可欠であるが,それを可能にしたのは乳脂肪率を検定す

るパブコ､ソクテスト(Babcock Test)の採用であった｡検定器は1 892年にオーストラ

リアに入ってきたが,これで乳脂肪分の検定が正確になり,それが乳価に反映することで

牛群の改良が進んだ｡また9 5年以降,低温殺常法の採用が保存剤の必要苛をきらに少な

くした｡

これらの新技術の導入によりバターは工場で製造できるようになり,地域農民による協

同耕合方式の工場を中心に次々と設q.されていった｡また一方,鉄道の建設が乳製品の市

場拡大と安定化に大いに貢献した｡ 1891年には南ジブスランド(So u th

G i pp s I and)繰が開通し,幣農中心地と積L'1-lし増との押離の制約が取り払われ,

冷蔵船の導入と相まって輸出が増加した｡きらにオーストラリアは輪州こついて,気候的

な有利恨も持っていた｡つまりスプリング7ラ､ソシュで草帥の年産怖があがるf3月から1

1月にかけての乳製品の輪.'iiが,イギリスの冬期欠乏期を補完する問係になるからである

(注7)｡

静農の中心地であったVi c.州では1890年に1ポンド当たり9. 5シリングで4

00ト,,J, 9 1年には1 0. 5シリングで1千トンのバターが輪.Li-I.きれるまでとなった｡ 7()

年代初めにイギリスに輪L+.きれf?)†タ-が品質劣化のため車軸周のグリースとしてしか売

却で襲なかったことキ考えると大きな発居である. 90年代にはチーズの牛荷車)キれ,漢

たコンデンスミルクの最初の輪,'P,もこの頃行われているo しかしそれでヰ)当時のバター.Ji:.

芹尊ば約2万トンで,矧f!.ば2千トン得度であったので約1 0%にすぎない｡同時.W,羊毛㍑

99%が輪.iiにまわきれていた(拝8)ことに比べれば,依然として内需を主体とした岸

業であったと言えよう｡

肉牛黄葉幸一前歴と同様に,幸一つばら国内需要に答える≠-のとして成.寸した｡牛【朴b当時

は培裁か市詰にするしか貯蔵二郁夫がなカ)-･〕たこと≠),輪.Ill.できないことの原開l:な1-._'てい

た｡初めて肉芳預カぐイギリスへ輪,.P.されたのは1.‡‡79年になってからのことである｡しか

しそれ≠)アルゼンチンとの競争によって,
nmn質の-:,ffiるオーストラ!,)ア岸は低級品としてiS.

置づけられることを甘受せぎるをえなかった｡オーストラリアが牛肉の矧Hにおいて,南

アメリカと同等の付帯を獲得するに乙ま,椅蔵牛肉の問発とオタワ協芹というイギリス毒朝芹

ブロック圏の成#する1 93∩年代をまたなければならない｡

2.世界農荷物市場の成g.とイギリス締前岡

章別モオーストラリア締済の特徴をなしている件界市場に対する従属的作格が形成ざれわ
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のは, 1 9世紀後半から第1次大戦前までの世界農産物市場の成立と同じ時期である｡

この時期にイギリスを中心とする国際分業秩序の中に親み入れられていったのであり,そ

して同時に先進国農業間讃たる小農問題を国内にかかえこんでいったのであった｡現代オ

ーストラリア農業が直面し,解決を迫られている課題はまきにこの時斯にその原形を形成

したと言えるだろう｡

F農産物世界市場は'1-9世紀の中ごろから形成きれ始めた｣ (注9)
｡これ以前の時期

においては,輸送手段の未発達さ故に遠隔地間の商業にのりうる商品は,運賃負軒力の高

いこしょうなどの香料,描,綿,毛織物などの奪停品に限られていた｡膏悌晶や特産物に

替わり,穀物などの必需品が貿易の主流になり世界市場を形成するには,交通革命と呼ば

れる飛躍的な交通手段の発達が必要であった｡鉄道と汽船の発達は運賃を著しく低下きせ,

例えば｢ 1 870年代から世紀末までにアメリカのかきばる商品の輪.'fi運賃は半減し,小

麦の大西洋横断運賃とま3分の1になった｡きらにアメリカの内陸鉄道運賃の下藤と相まっ

て,シカゴ-リバプール間のクォーター当たり小麦運賃は70年代前半の1 79ペンスか

ら90年代後半の70ペンスに下がった｡ ･ ･

･73-96年の間のオーストラリアから

の羊毛運賃は半分に｣ (注l ())もなっている｡

穀物貿易のみならず,この交演革命とともに前述したような冷凍技術の発達によって畜

産物貿易は飛揮的に拡大し,貿易の宅涜はそれまでのヨーロッパ内からアメリカ,アルゼ

ン千ン,オーストラリアなど新大陸諸国とイギリスとへと移っていった｡

交通革命による世界市場の拡大は,多くの同々を世界的商品交換のうちに引きこんだ｡

榊球的規模での国際分業秩序の形成である｡つまり.=の時期を世.労農岸物市場の成_～,q何と

する意味は,単に地坪的に貿易範岡が世界的になったということではなく,商品交枚卑媒

介として,世界の各国経済が世界経済の網の目に雑み込まれた統一体として再編きれたと

いう意味においてである｡

オーストラリアもまたこの時期にイギリス帝国を中軸とする経済圏に深くビルトインさ

れることになる｡オーストラリアがイギリスにとって同人流刑地としてでなく締済的な意

味を持つことになったのは,言うまでもなく羊毛産業の発展に負っている｡牧羊繋が移植

きれてから約30年後の1 820年代には有力な羊毛苑地となり,特に24年にイギリス

の関所が引き下げられてからは,急速な発展を遂げた(注1 1) ｡

50年代には,スペインやドイ､ソあるいは南アフリカ,インドなど他のイギリス帝国内

諸国を凌駕して,イギリスの羊毛輸入車の半分以上をオーストラリアー国で折うまでにな
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っている(蓑2-2) ｡絶対置から言っても,イギリスヘの輸出車は,
1820年の10

万ポンドから80年の3憶ポンドヘと実に3千倍にまで達しているoそしてこれはオース

トラリアからの羊毛輸出のほとんど全量がイギリスへ輸出されたことを意味している｡

70, 80年代以降は,肉,バター,小麦などの瑞出品も加わり, 80年代にはすでに国

民総生産(GNP)に対する輸出の寄与率は,固定価格(1 959-60年基準)で戦緒

斯とほぼ等しい段階までに到達している｡

きらに9 0年代から第1次世界大戦に至る時期は,大恐慌期から第2次世界大戦までの

時期とならんで, GNPに対する商品輸.Li!j割合が20%をオーバーしており,史上で最も

輸出依存度の高い時期できえある｡しかも大戦間期が農産物価格低落の影響で名目価格で

は1 0%台に後退するのに対し,前者は名目価格でも20%台となっており,むしろこの

時期が名実ともに最も商品輸出に依存した時期であると言える｡つまり1 890年代には

輪.tTIは所得の代表的決定要因となり,少なくとも2 0世紀の初めの2 0年間は引き続きそ

うであった(注12)｡

輸出依存度は一般に工業化が進み,国内締済の比責が高まるにつれて低下する傾向にあ

ると言われ,その点からも国内緯済が未発達であったこの時期がイギリスヘの依存が最も

高かったということば首肯できる｡ただし外国への依存度は単に商品輸出をメルクマール

とするだけで乙ま不十分で,曽木持貿を考標しなければならない｡特にイギリスは世紀末以

降いわゆる金利帝国主義として帝国内を中心とする資本輪,rP,によって, Ti},評価符を諸外国

に対する貸し付けとして累積していったのであるから,この点は無視しえない｡

オーストラリアに対しても｢現行や十地会社や投資会社や鉱山業がイギリス資本の流人

領域をなし.J (注1 3) 75年以降は鉄道投資も開始された｡ 70年においてすでにイギ

リスの対オーストラリア投資ば7千400万ポンドとイギリスの対外投資符の約1割に達

している｡ちなみに1 8‡-0年代において垂)オーストラリアの年平均輪ttJ.絵簡(鉱産物等

を含む)i,t5千600万蓉[')i (約2千800万ポンド)であったから,輪,'P.額の約2年半

分にあたる投資がな草れていたことになる｡しかしここでは資本投資については,専市的

統合における資本投資の重要件を碍認するにとどめておくこととする｡

一方輸.LtJ,の品目別構成を見ると, 1 8 8 0年代では羊毛が5/LL%と単品で半分以卜を占

め,圧倒的な付置にあることがわかる｡単品で次に重要な物乙.t金で, I 7. 6%に達して

いるが,これ亡ま50年代のゴールドラ､ソシュ以降鉱山業の勃興と人口流人の急増というオ

ーストラリアの経済社会に激烈なインパクトを与克た要素であった｡一方小委,肉,冊農
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蓑2-2 イギリスの羊毛輸入に占めるオーストラリアの割合

年次_

1820

25

30

35

40

45

I

50

55

60

65

70

75

_ーー山_I._,8__O.

_輪人語畢 _

9. 8

43. 8

32. 3

42. 2

49. 4

76. 8

74. 3

99. 3

148. 4

212. 2

263. 3

365. 1

463.__5
_

.-.__単位(
1

オーストラリア

∩. 1

0. 3

2. 0

4. 2

9. 7

24. 2

39. 0

49. 0

49. 1

59. 2

109. 7

238. 6

‥_._M".__3_0.

0 ,
.6

し旦五ポ_.ン_ド.)

別命く%)

10. 2

0. 7

6. 2

10. 0

19. 6

31. 5

52. 5

49. 3

33. 1

27. 9

41. 7

65. 4

64. 9

(資料)横井克巳 『国際締済論』 東大出版会1965 p. 59より作成｡
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製品は,この時期には合計で6. 6%といまだマイナーな地将にとどまっている｡しかし

90年代に入ると羊毛が構成割合を減らした反面,小麦,肉,バターなどは鉱産物ととも

にそのウエイトを高めてくる｡羊毛輸Ii!.は9 0年恐慌とそれに続く苧魅の影響で,構成比

だけでなく絶対得でもこの間大幅に減退した｡羊頭数で見ても1 890年までに1倍頭を

超えていたが, I 0年後の1 90()年には7千万頭そこそこまでに落ち込んでしまってい

る｡

一方乳牛頭数は9 0年代から2 0世紀の最初の1 0年間に急速な増加を記録した｡この

20年間に99万3千頭から206万4千頭へと2倍以上になっている｡これは前章で述

べた8 0年以降のパブコツクテスト等略農に関する新技術の導入や冷蔵船,鉄道など運送

手段の発展などを某礎としていたが,きらに世紀末恐慌の影響による乳価の俄滞をZt岸竜

の増加で所得水準を維持しようとした農民の供給反応の結果も大きかったと説明きれてい

る(注14)｡

頭数の増加に伴い,輸出割合もこの間急速に拡大していった｡バターの輪出割合では9

1年の10%から1901年34%, 1 1年48%, 31年52%と急速に依存度を高め

ており,生乳生産黄金体に占める輪出費(鞍乳検算)の割合で見ても約3 0%にまで達し

ている｡

ともかく世紀末恐慌から20世紀の20年代までは,世界市場の稀舟を軸にオーストラ

リアがイギリス帝国を照主とする専両分業体制に耕み込まれた時期であったと言える｡そ

して同時に幣農もまたその体制にビルトインきれていったのである｡

しかし,オーストラリアの対英依存が決定的となったのは, 1 932年に締折きれたオ

タワ協定以降のことである｡この協定によってイギリスは,イギリス自治領と柿民地との

輸Iii人を優先,優遇し,域外の諸岡からの鴨人にたいしては関税障壁牟もうけることで綿

済ブロック圏を形成していった(注1 5) ｡ ｢オタワ協定は,激しい世界恐慌のきなかで,

一方で乙ま曽木輸出地域としての帝国自治領の締済的安定を同復させ,そこでの投''B.と利子

･配当の還流とを稀保し,あわせて帝国日治領の設定した工業製品の関税を撤廃きせ,工

業製品の市場を確保しようとするイギリス本国政府の意向と,他方でとまその農産物の辛頚

輸出先であるイギリス市場を排仰的に碍保しようとする日治領諸国,柿民地の政府,横間

の強い要求とのもとに,締結された｡ ｣ (注1 6)しかしこうした目的払?i,ずしも充分に

達成したとは言えず,輪,+,人の伸びは停滞的なものにとどまっている｡その一方で世界鮮

済はプロ､ソク化が進み,ついに叶界戦争に突入することになるのである｡オタワ協定の効
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黒ば,貿易の拡大の方向よりも,イギリスの輸入を外国から帝国内請珂に向けたことにす

ぎなかった｡オーストラリアも牛肉の対英輸出のアルゼンチンからの代替などで輪t.t!.をま

しているが,域外輪.+.の不振によって過剰在庫を抱えたまま,対英依存度のみが高まって

いくという結果になった｡

注 1 )降雨貴/蒸発貴〈0.75 >0.4の場合,植物の生育が可台旨となる｡

2) R.H.Hayman & J.C.Radcl iffe, ''The nai'ry tndus七ry'',

G.A一exander and 0.B.U= I iams編, Theー_担s+I,_9_仁aし_-I触tr_i.e$9_fAu_stra†
i年,

Sydney Univ. Press, 1975, p.177

3)イラワラ地方ではオーストラリア初の乳用挿^ustral fan =1auarra Short,horn

が改良育挿された｡

4) B.R.Davidson,
.Eu_r_Qp_e臥._Farmin,q....i且.如stralね,EIsevier,198l

, p.207

5) S.Uadham and R.K.Wilson, Lan_d Uti=s如i,pn in A_ustral_ja" Me一bourne I)niv.

P｢ess, 1964, p.20

6) G.Alexander and 0.8.Ui=iams, Op,Cit., p.171

7) S.Uadham and R.K.Uilson, Op,Cit., p.133

8) A.G.l▲.Shaw, ''=isl,ory and Development, of Ausl,ral ian如ricull,ure

〟
,

D.B.U= I iams編,_Agr_i.c.tit..turein_.The Austral ian月cpnQmy_, Sydney Univ.

Press, 1982, p.27

9)常磐政治 『農業恐慌の研究』 日本評論社196･6年 p･. 14･4

10)持田恵三 ｢世界農荷物市場の形成j 『農慧絵令研究』 Vo t3Jl･ N(). 1

1980 p. 99

11)岩崎八男 『オーストラリアの締汲円 アジア締済研究所1967
.p.R

1 2) E.A.Boehn, Twent,卓et,hCenl,ury Economic neve7opmenl, in Austra7 ia.., 1.f)71

谷内達訳『オーストラリアの詐済発展』アジア締折研究所1 974

p. 82

13)揚井克巳 『国際掛斉言釦 東大,ttT.版会,1965 p. 75

1 4) N･T･Drance and H･R.Fdwards,The Austra=.an Dairy_I.ndustry_, ド.1J.Cheshire,

1960, p.33

15)小林茂 『イギリスの農業と農政_n 成文常1973 p. i56
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1 6)'渡辺寛'｢世界農業問題｣ 加藤栄一他編著 『帝国主義の研究』 青木書店

1975 p. 272
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第3章 戦後における畜産生産構造の変化

第l節 本章の課題

周知のように,オーストラリアの肉牛,牛肉産業は, 1 973年後半のオイルショック

を契機とする牛肉価格の大暴落によって,多大な損害を受けたが,従来ややもするとその

原因を日本やE Cなど牛肉輸入国による牛肉の輸入制限措置にのみ求めがちであったと思

われる｡勿論オーストラリアの肉牛,牛肉産業が世界市場に大きく依存している以tL.,こ

れらの措置が与えた影響は決定的なものと言わねばならない｡しかし1 960年代後半か

ら70年代初めにかけて,オーストラリアの肉牛頭数は未曾有の急増を遂げており,こう

した急増が価格暴滞の背景をなしていたと考えられる｡また本章で明らかになるように,

肉牛頭数急増の大きな賛同として酪農業から肉牛生産への転摸があり,さらにその源には

当時の酪農業が直面していた低所得問題がある｡

本章の第1の目的は,オーストラリア史ヒでも例を見ない6()年代から70年代初めに

かけての飛躍的な肉牛頭数の増加要因を追及することを通し, 6 0年代において顕在化し

た国内農業牡鹿構造の変化を明らかにすることである｡

第2節 肉牛飼養頭数の変化

オーストラリアにおける乳牛を含めた牛飼養頭数は,同3- 1のように1 0年前後のサ

イクルを描きながらも,一貫してと昇傾向を示している｡そのなかでヰ)6()年代後半から

70年代にかけてのサイクルは,その期間の長きと,増加率の高きとで際立った特徴を有

している｡飼竜頭数が2千万頭に達したのは1 960年代末であるから,柄民以来約1 8

0年かかったことになるが, 3千万頭台になるのに要した期間は, 1 0年にも満たない｡

このことからも, 6∩年代後半から70年代にかけての頭数の急増ぶりが珂解できよう｡

この時期の増加率の高きに匹敵するのは, 1 900年初めから1 0年代半ばに至る時期ぐ

らいである｡しかしこれも1 900年代初めに起こった大草魅のために激減した飼養頭数

の回復ということで, 60年代末からの頭数急増とは若干の内辞の相違が見られる｡実際

に1'f3 9 0年代半ばにはすでに1千万頭を超えた時期があったのである｡

きらに乳牛を除いた肉牛頭数の変化にのみ注目すると, 6()年代から70年代に李る増

加率の大ききが一層鮮明になる｡なぜならば乳牛頭数(ま前述したように, 1 9 57年の5

1 2万頭をピークにその後減少に転じ, 70年代後半に乙.t300万頚台にまで滞ち込んで

しまっているからである｡
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図3- 1年及び肉牛飼養頭数の推移

20,000

1900 1910 1920 1930 ユ940 1950 1960 1970 1980(年)

く注)各年次とも3月3 1日現在の頭数｡

(資料) ASS,出幽虚,各年版より作成｡
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以上のように, 60年代からの頭数増はオーストラリア史上でも類を見ないものであっ

たが,その変化もすこし詳細に見ると地域による差異がみいだきれる｡つまりオーストラ

リアの農業生産は,性格の異なった3つの農業的帯で行われており,農業地帯ごとに肉牛

頭数の変化の仕方も違っているのである(阿2-2参照) ｡

1 9 5 0年代以降の農業地帯別に見た肉牛頭数の推移をまとめると以下の通りである｡
こ｢

①50-60年代半ばまでの頭数増加を担ったのは,多雨地帯および小麦･羊地帯で,牧

畜地帯ではむしろ停滞気味であった. ③6 0年代末からは,牧畜地帯での増加がめぎまし

いが,価格暴蒋の賓年に当たる1 974年まででは,増加率で小麦･羊地帯に,増加頭数

に対する寄与率という而からは多雨地帯におよばない｡ ③価格暴滞後1 973-74年(

オーストラリアの年度は7←6月)をピークとして,小麦･羊地帯および多雨地帯では頭

数の減少が見られるのに対して牧畜帥帯ではその後も増え続け, 1 97 6-77年になっ

て初めて減少に転じた(阿3-2) ｡

このように地帯によって頭数の推移が異なるのは,前述したように主として地帯の生産

構造の相連に由来している｡多雨地帯は,柿物生育期問が7ケ月以卜の地域で,主として

酪農,肉牛,羊の肥育,きとうきび栽培などがきれており,小麦･草地帯でば,輯育期間

5-7ケ月の条件の下,小麦,大麦,ソルガムなどの輪作と,肉牛,羊の放牧を耕み令わ

せた,いわゆる混合農業が行われている｡一方牧畜地帯ば,生育期間5ケ月末満という苛

軒な気候から∈剖ま日然草地に依存した粗放的大規模牧畜締常が辛体で,北部の牧牛専門的

帯と,南部の牧羊地帯とに細分きれる(注1 )
｡こうした押遣点を念頭において以下地帯

ごとの頭数の変化の状況を見ていきたい｡

農業地帯別統計は,牧羊業地帯(The Sheep Industry Survey 1954-)を除いて時系列

的に繋備きれていない｡つまりこの統計では,牧羊慧帥帯の外部にある多雨蛾苛の鴨居蛾

帯や,牧畜地帯の肉用牛専門飼養地帯など牧羊の行われていない地域の肉用牛の状況につ

いては知ることができない｡ The Reef Cat,tle lndustry Surveyは1 9i;2-f33年から

報告きれているが, 1 973-74年に南柏告斉が合併きれThe Australian GrazinfT,

Indus;try Surveyになるまで農業的苛別には和浩きれていない｡こうtノf,.なかで唯一便る

統計は D.Coutts,B.Fernonによる推測値でしかない(注2)
｡しかしこれも1

954-

6 9年までの数倍であり,それ以降(ま Bureau of Agricultural Economics (農業鮮済局,

以下BAE )に問い合わせて得ることのできた1 975-77年までのものに限られてしま

う｡こうした制約を前提としたとで,地帯別飼養頭数の推移を追っていくことにする｡
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国3- 2 農業地帯別肉牛飼養頭数の推移

.(千頚)

(注) 各年次とも3月3 Ⅰ日現在の頭数｡

(資料) !954-1969年, D.Coutts and a.Fernon,''prospects for Austra7 ian Beef'',

Q鎚,1971,No.I,

1975-77年, BAEへのインタビューによる数値｡それ以外の年次は

董者の推測による数値｡
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まず急速な頭数増加が起きる前の5 0-6 0年代半ばまでの状況を地帯別に概観してみ

よう｡地帯別頭数のわかっている1 954年以降から60年代半ばまでをとっても,飼養

頭数は2つのサイクルを描きながらも一貫して増加傾向を示している｡ 1つ目のサイクル

は1957年をLl｣とし, 59年を谷, 2つ日己ま64年をLll, 66年を谷としている｡山と

山との間の増加率は16. 3%,谷と谷とで乙ま16. 1%である｡

オーストラt)アの農業においては,自然的変動特に早薦等が年産に与える影響もま非常に

大きく,この間肉牛価格がその他の農産物価格に比べ相対的に良好であったことをかん要

すれば,頭数変化の大きな賛同として早髄をあげることにあやまりはないであろう｡実際

に各頭数サイク)しのピーク付近は常に早魅期にあたっている｡しかし地帯毎に見ると芋魅

による被害程度は異なっており,牧畜的帯,小麦･羊蛾帯で己まその得度がはな己まだしいの

に対して,多雨地帯で乙ょその影響が少ない｡

1 954-6 1年, I 962-69年のそれぞれの期間の地帯別飼養頭数の増加率は,

上記のことを反映して牧畜地帯では挿めて低く,全国平均1 5. 7%, 25. 7%に対し

て6. 9%, I(). 5%にすぎない(蓑3-I).これに対レト麦･羊地帯,多雨地帯で

はそれぞれ23. 4%, 22. 1%,および20. 2%, 38. 3%と概して高い伸び率

を記録している｡またこの期間中の増加頭数に対する各帥帯の寄与率を求めて見ると,多

雨帥帯のそれが54. 7%, 68. 2%と拝倒的であり,牧畜地帯,小麦･羊蛾帯uそれ

ぞれ16. 8%, 13. 4･%と28. 5%, 18. 3%にすぎない(蓑3-2)｡ 19f3

1年, 1 969年は早魅の影響から回復したと思われる年である｡ I 954-69年まで

の各地帯別増加率は牧畜地帯で1 5. 1%,多雨叫帯で79. 2%であり,牧畜蛾帯の5

0-6 0年代における停滞状況が明輝に読みとれる｡

牧畜叫轟における日黙約条件の変動が肉牛ヰ岸に与える影響の大津きは再三指摘キれて

いる｡とくに日然草地に依拠した北部の牧牛専門紳帯(北部牧畜地帯)では,鞍岸に対す

る影響が非常に大きく, Rex Patl,ersonは,オーストラリア北部における肉牛頭数の変化

は,価格変動,kりもむしろ降雨貴の変化によって説明きれるとしている(注3) ｡たとえ

ば, 1 9 54-69年の間に頭数が前年度に比べて減少したのは,多雨叫帯では2何のみ

であるのに対し,牧畜地帯では5何にのぽっており,それらの年次は早魅紺にあたってい
l

る｡

北部における亭魅期の頭数減少は,肉牛の牧場での幣死の仰に,芋魅の被軍を最小限に

抑えるために行われる綿常卜の判断も影響している｡平均的な降雨竜の年であっても,要
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表3- 1農業地帯別肉牛頭数の増加率

年度 牧畜地帯 ノ

1954-1961 6.9

l962-1969 lO.5

1969-l976 168.3

l969-1974 loo.4

1954-1974 130.7

(資料)囲3-2と同じ｡

23.4

22.1

85.0

1()6.5

23日.0

多雨地帯

20.2

3日.3

62.5

74.6

2】3.0

蓑3 - 2 農業地帯別肉牛頭数の増加寄与率

1954-1961

1962- 1969

1969- 1976

1969- 1974

1954- 1976

16.8

13.4

49.9

32.9

39.9

(資料)阿3-2と同じ｡
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28.5

1,8.3

17.9

24.8

19.4

54.7

68.2

32.2

42.4

40.7

肉牛頭数増加数

(T.弱)

1,687

3,324

15,920

】.4,421

2】
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期(乾期)に家畜体貴の減少が見られるという北部では,早魅期においては牧畜業者は価

格下落を結果することを承知で.i!.荷頭数を増し,放牧牛頭数を減らし辛魅に耐える｡また

被害を最小に抑えるために南部へ州を越えた移送が行われる｡この州間移送は平常時にお

いても行われるが,草庵期に乙まその頭数が急増を見せる(注4-)
｡たとえば1

955-6

5年までの1 0年間に年平均34万頭の移送(この頭数はNSW州の当時の頭数の1 5%

に当たった)が見られたが,､草庵期に当たる1955-56年には, Ql d州からNSW

州へ45万5千頭, 1956-57年では47万1千800頭の移送が見られた(注5) ｡

I 955-56年についてその肉牛の挿類を見ると,此育素牛が44%,肥育牛3 1%,

子牛2 2%,挿牡牛,繁雑牛が3%となっており,全体の40%が直接南部の屠場に送ら

れたので,南部の頭数増加に関係tJたのは, 60%ということになる(注6) ｡

ちなみにこの移送の要田として気候条件の他に南北の価格差もあらヂられる｡例えばホー

ムブッシュ(Homebus h, Sydney)とキヤノンヒ.ル(Cann(つnhill,

B r i s bane)両市場間の価格差は, 1953年の1頭当たり3ポンドから1955

年には8ポンドに開いているし, 1956年の鼎育去勢牛の価格は,レークスクリーク(

Lakes Cr eek, Qld州)で30ポンド(1級品質)だったのに対して,ホーム

ブッシュで乙ま4-3ポンドであった(注7)
｡このように牧畜地帯での頭数停滞は南北の価

格差にもよるが,価格差は.ヒ記の北-ptL酌こおける軍魅への対応によって一層拡大きれるt･い

う側面もあり,喜田は草庵であると言えるだろう｡

小麦･羊地帯,多雨地帯における50-60年代にかけての増加賛同を探る前に, 70

年代に入ってからの増加率の状現を耶据する必繋があろう｡7 0年代に入ると6'()年代と

は逆に牧畜地帯における増加がめざましい｡その増加率は多雨地帯,小麦･羊地帯のそれ

をはるかにじ阿っている｡しかし基礎となっている数伸ば, 19r;9年と197(-;年の2

年次にすぎず,その間の推移を見ること乙(tできない｡そこで便青的に The Australian

Grazing fndustry Surveyより1 973-74･年期の各叫帯の飼養頭数を推計すると,蘇

々牧畜地帯946万3千頭(30. 8%)小麦･羊地帯694万頚(22. 6%)多雨柵

帯1430万2千頭(46. 6%)となり, 1969-74年斯までの増加率乙ま多雨帥帯

を凌ぐものの小麦･羊地帯よりは少なく,また増加数に対する各紳帯の寄与率は32. 9

%, 24･ 8%, 42･ q･%と牧畜帥帯で確かに急増しているものの,多雨地帯削･.阿る

ほどではない｡したがって1 969-76年斯に牧畜地帯の寄与率が高いのは, 1 974

年以降もこの地帯では頭数増加が続いたのに対し,仰の2叫帯においては1 97:】-7/t
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年を境に減少に転じたことによる(注8) ｡

価格の下落は1 9 7 3年後半から起きたわけであるが,当初生産者の対応は出荷停IL,

削減などであった｡このことばと殺数が73-74年にかけて激減したことにうかがえる｡

1 972-73年に143万8千トン(枝肉重責)の記録に達した牛肉年産黄ば1 973-

74年にミま1 3 2万2千トンにまで落ち込んでしまっている｡年産者が市況の阿復を待って

.出荷調繋を行っ◆たため,本来と殺きれるぺき1
50万頭が牧場に保留きれており,過肥が

問屋引ヒしてきたという稚輯もきれている(注9)
｡しかしその後上述したように小麦･羊

地帯,多雨地帯で乙朗可養頭数の訴繋が急速に進んだ｡牛肉生産革も1 9 74-7 5年に乙ま

72-73年をt･.阿る1 54万7千トンにのばり,それ以降も加速度的に増加している｡

これは明らかに前記2地帯での出荷頭数の急増に負っていると言えよう｡これに対して牧

畜地帯では他2地帯のような急護な頭数の減少が起こらず, 1 97G-77年に入って初

めて減少を見せている｡このような価格変動に対する地帯によ･る経常的対応の達し.､は,蘇

地帯の生産構造の相達に起丙すると考えられる｡

北部牧畜地帯にあるノーザンデー.=､リー(No ∫ t 也 e rn Te ∫ ∫ i t()ry,

以下NT)およびキンバレー(Kimbe r 1 ey, WA脚)では,肉牛Jt轟音の範常タ

イプは,無頼-肥育(各々33%, 46%, 1968-9-1970-1年) (注10)

繁弼一育成(36%, 7%)で主要な部分キ占めており,肥育のみは2%, 0%と∈まとん

ど行われていない｡しかヰ)繁姉-肥育経常のかなりの部分が同一人所有の仰の牧場への肥

育目的の移送キ含んでおり,繁姉-育成段階までを扱う牧場が実際にはより多く串占める

.と考えられる｡ちなみに,残りの割合はその他及び特定のタイ7'に分類できない混合タイ

プの締常である｡これに対して南部の小麦･羊帥帯あるいは多雨地帯では既習群常の比重

がずっと高い｡例えばV i c.州において,小麦･羊蛾帯に併置する北西地域(Northern

Wesl,ern Disl,rict,以下N.W.坤域)と多雨帥帯の東南帥域(Southern Eastern District,

以下S.E.地域)の肉牛鮮常のタイ7'ば繁姉-EPJ育2 9O/o, 1 2O/o,繋姉-子牛肥育3 5O/o,

47%,肥育 9%, 6%であり,繁姉-育成く)W,育素1-･鞍岸)己まわずかに2%, 3%に

すぎない(注11)｡

またタイ7'としては素牛購入-肥育,#.常に分析きれていない経常でも,肥育素牛の購入

一児青ば一般にひろく行われている｡ 196f!-G9年-1
970-7 1年3年平均で両

地域の1農場当たり平均頭数は, N.U.地域98頭, S.E.地域1 48頭であったが(Survey

のサン7'ル農場は最低50頭飼養を某準としている｡ )
,_この間1年lに平均して各々2

1
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頭づつを肥育素牛として購入している｡同時期と殺用に,+.荷した頭数は42頚, 6 1頭で

ある｡このように肥育素牛を購入に頼る割合が高ければ,頭数の詞智幸)再見であろう｡ま

た子牛肥育の多きも資本回転率の高きをもたらし,それだけ小回りのきく締常を意味する

だろうし,飼養方式から見ても種付けなどで飼養規模をコントロールすることも可能であ

る｡

これに対して北部では,自然放牧の状態であるので挿付け訴繋によるコントロールなど

は同報である｡またそれにもましてこの時期に出荷率が下がったのは,価格の下滞幅が大

きすぎたため出荷費用が市場価格を上回ってしまうということが大きな原田でもあった(

注1 2)
｡北部牧畜蛾帯では広大な牧場に点在する出荷に適した牛を選び集め,それを市

場まで運搬するには非常な労働と費用を要する｡こうした費用をかけても販売収入がその

費用を慣わないのなら,出荷を見合わせるのは当然と言える｡この結果王tJ.荷頭数の減少-

牧場での保持がその後の鮮続的な頭数増加をもたらし,飼養頭数の削減のために長時間要

した原因となった｡

市況の若干の回復に伴い飼養頭数の調牢も漸次進んだが,南部に対して北訂βでは出荷時

年齢が高いということも,頭数調繋を容易ならぎるものとしている｡実際に南部では.lil,荷

時年齢2才以下が圧倒的に多いのに対し,キンバレーやN Tで乙.t4才以上の割合が大部分

を占めている.これはキンバレーなどでは,特休尋40!!キt,に達するのに3年を要する卜､

に,きらに45-90キn増体するために乙ま2年間を必要とするためである(注13)
｡し

かしながらこうした締常的特徴を勘害した場合,牧畜地帯で頭数削減が急速に進まなか-･)

たからといえ,経常の悪化が仰の2地帯に比べ特にひどかったということに乙まならない｡

確かに価格下滞の影響は南部の河内向け帝葛の牛より幸),す;しろ北部を中心とした輸.'JIf.柿

けの肉牛に大きかったことや,出荷の見合わせ,.LP,荷予定牛の牧場での保留が過放牧の問

a.I.Sを起こし,それを原閃としたエロ-ジョンが発卑したといったことばあった(拝1 4･) ｡

しかし概して早僻頻発帥域に1.S.置する牧畜地帯の輯岸者乙ま,通常季節的,年次的変動t)ス

クに対応する能力を身につけており,また素牛を購入に依存していないという咋胃や負債

をあまり負っていなかったことなどから,所得の急減に耐えることができた｡基本的には

この地帯の締常の大規模特によるところが大きいのはもちろんである｡むしろこうした婦

軒な日黙約,経済的条件が,大規模特産者のみが生き残れるという状況を作り.'1iしている

ともいえよう｡ 1 973-7･･1･年のThe Australian Grazin.g, Indusl,ry Surveyによれば,

牧畜地帯の賛岸総額は他2地帯の己まぽ2倍に当たる3 :1万2千賓[')tである｡これは:Hn垂)
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含めてのことであるが,他2地帯の単柿当たり-七地価格の高き故に土地相当資産符は,牧

畜地帯の面積の広さにかかわらずきほどかわらない｡飼養頭数規模から言っても牧畜地帯

では1農場平均922頭と,小麦･羊地帯の1 38頭,多雨地帯の249頭をはるかに凌

駕している｡

むしろ価格急落の影響をもっとも受けたのは,肉牛高価格時に羊を手放し肉牛を購入し

良(そしてその多くは負債によった)牧羊業者からの,あるいは酪農からの新規参入者,

特に小規模肉牛専門業着であった｡この部門間移行の状況とま後述するところであるが, 1

966年から1 97 1年の問にl万2千の小規模牧羊業者が牧羊業から離脱し,その多く

が肉牛部門へ移行したと見られる｡ 1 969年から1 971年までに200エーカー以下

の小規模農場で肉牛を20- 1 00頭飼養する農場宅ま4･4%増加し, 1万/L･千以.r溝数え

た(注15)｡

以上のように5 0-60年代においては葺に多雨地帯,小麦･羊地帯によって頭数増加

がP.われ,牧畜地帯での停滞が顎著であった｡ 6 0年代末からは,牧畜姉帯での増加率が

めざましいが, 74年まででは増加率で小麦･羊地帯に,増加頭数に対する寄与率では多

雨地帯に及ばない｡つまり肉牛頭数の急増は従来オーストラリアにおける肉牛ヰ.岸の中心

地として考えられていた牧需紳帯と鵡んで,あるい乙.tむしろそれ以上に比較的小規模な小

麦･羊地帯,多雨地帯で起き,そしてまた1 974年の価格暴滞にもっとも苛冊な影響を

受けたのもこの地帯であった｡もちろんこのことば牧畜柵帯の*.産着の受けたダメージを

過少評価する卒)のではないが,オーストラt)ア牧牛業の核としては従来看過されがちであ

った小麦･羊紳帯,多雨柵帯にオーストラリア農業のかかえる問E:.Sが隠されていると指摘

することば許きれよう｡

第3節 牛肉需要の構造

まず1 9 6 0年代から7 0年代半ばにかけてみられた肉牛頭数の急増要田を需要而から

搾って見ることにしたい｡牛肉牲荷電は1953-54･年から1977-78年までに約

3偶の増加を見ている(71万5千600トンから21 8万4千トン)
｡頭数∈ま1975-7

6年をピークとして減少したが,牛岸苛u価格是清の市後に低下を見せた後汁l,荷電の増加

とと如こ急増し, 1 978-79年に葦って初めて減少に転じた｡したがってそれまでの

最高情であった1972-73年レベルと比較しても1977-78年のほうが,約7()

万トン多く生産きれている｡

73年以降のこうした動きはともかくとして,年産黄の急増をもたらした需要而での要
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国はなんであったのだろうか｡まずオーストラリアにおける1人当たり食肉消巽革の抑移

を追うことによって,国内需要の動向を把罪してみたい｡オーストラリア乙まアルゼンチン

ニュージーランドなどと鵡んで1人当たり食郎肖責黄ば世界で最も高い水準にある｡食肉

の中でも牛肉消費の割合が高く, 4-6判を占めている(蓑3-3) ｡第2次世界大戦か

ら1 9Jlf‡年6月までは食肉は割り当て制(配給制)であったため,戦争直後の水準は戦

前に比べ2割方低かったが,その後徐々に戦前)k準に近づいていった｡給食肉消費考古ま乙1.7

ぼ年間1 00-1 1 0㌔を維持しているが,肉の挿類に関しては時系列的な変化が見られ

る｡この変化は, 50年代末からの牛肉消汚の減退,羊肉,豚肉の許干の増加, 60年代

初めから始まるマトンの減少とぅムの引き続きの増加, 60年代後半からの薙肉の急増と

まとめることがで幸よう｡

それでは牛肉生産車の急増にもかかわらず,国内消費黄の減退をもたらした安岡はなに

か｡この間l人当たり牛肉消費竜の減少のみならず,総消費電卓)人口の30%増にもかか

わらず停滞状況にある｡結論を先取りして言えば, 1 95f3年以降の牛肉消f!_草城少の両

棲的な契機は1 952年にイギリスとオーストラリアの問で結ばれた1 5年食肉協定の一

部改定にある｡ 1 958年10月までオーストラリアの牛存する牛肉の全車をイギリスに

輸出することになっていたが, L記のR以降3等級加T.向けの牛肉に限ってアメリカに輪

,+.することが認められたのであった｡当時アメリカにおいて乙まハンバーグ田などの安価な

牛肉の需要が増大しており,それにこfl.える孝)のとして改訂が行われた｡その為輪.-i'.斥力

の増大が価格を+,昇させ,消費を減退させた(注1 6)
｡その小売り価格の上昇率は約2

5%で羊肉,特にラムの代替品としての需宰の増大が見られた(措1 7) ｡

需苧の変化賛同を探る為に乙.i価格及び所得の弾性値を卒)とめるのが有効であるが,これ

についてのいくつかの研究をもとに,牛肉需常勤何の賛同について考えて見たい｡ (;.U.

Taylorの研究によれば1 9 5 0年代の牛郎肖讃草と価格との両対数式は C=3.3E;3-().962P

R〈2=.77であるo需雫の価格聯件晒は-0.962であり,価格の勅割こよって需要変化の7 7

%が説明きれることになる.きらに彼は精度を高めるため,羊肉価格の変動を鞄写した式

をもとめているがそれ己ま C=7.29-20-0.R52即b+0.002Jt5Ps(Cは消若草, Pb :牛肉の実姉格,

Ps :ラムとマトンのロインチョップの加章平均安価格の指数)でR〈2=0.78にすぎない.し

たがって牛肉消汚は羊肉価格の変化にはばとんど影習されないといってよい｡また諾帝の

所得効果についてはほとんど相関がないとしている｡したがって牛肉消質草の動向は.i7.～′

して牛肉価格白身の変化に影響きれると言うことに-なる(注1 f3) ｡
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表3-3 1人当たり年間食肉消費畢の推移

マトン

27.2

20.9

17.4

22.3

28.7

20.9

19.7

7.7

かん詰め

1.I

1.5

1.5

I.9

2.()

2.4

2.1

ベーコン,ハム

4.6

5.壬1

3.8

3.4

3.I

3.4

4.6

4.8

(賃料) D.B.U川iams編,触ricu]ture in.the ^ustral i.an Economy,Sydney Univ･ Press

1967, p.268

BAE,.Stat阜阜ti.c..alH旦ndb,ook of the卜Ieat Industry,1975,

^BS,Year_...Book̂ustral i年1979.,より作成
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4.9

4.4

4.4

4.4

6.2

1】.4

14.朽

判S. (辛.-)

中計
)06.4

9!). 1

=):ラ.2

I()4.!弓

I(‖.2

99.2
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122.7 I
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他の研究を見ると,価格弾性値については50年代では,
-1.3(注1 9) , 60年代に

ついてもー0.96 (注20) , -2.06(注21) ,等であり,また所得費性情についてもま0.13

-0.15 (注22) ,
0.20 (注23)とTaylor説を裏づけているといってよいだろう｡

一般に牛肉消費水準の高い国ぐににあっては所得苛性倍は概して低く,日本のようにそ

の数値が高い例と対照をなしている(注24)
｡ともかくオーストラリアにおける牛郎汚

費竜の減退は価格上昇をその主要な要田としていると言えるだろう｡それでは生産車の増

大の中にあってこのような価格上昇を生んだ原因は何であったのだろうか｡我々は前述し

たように輸出圧力の増大をその押由にあげることができるだろう｡

オーストラリアの牛肉,肉牛産業tま当初羊毛産業とは異なり,もっぱら国内需要に答え

るものとして成立した｡当時食肉の貯蔵技術が未発達であり,せいぜい塩蔵か缶詰めによ

るしかなかったことも輸出にとっての略路となっていた｡ 1 879年になって初めてオー

ストラリアからロンドンヘ4･ 0トンの冷凍牛肉と羊肉が輪.1i!1きれ,世界市場への道がひらけ

良(注25)
｡しかし当時は南アメリカ,特にアルゼンチンがイギリスへの主要な牛肉輸

出地域であり, 1 9 1 4年までにイギリス食肉貿易に対する碍同たる卿S.を獲得していた｡

というのもオーストラリアの食肉が冷凍であるのに対し,イギリスまでの航海日数の短い

南米ものもま冷蔵状態であったのでイギリスの消費者の逮好を勝ちとっていたからであった｡

オーストラリアからの輸出もかなりの黄にのばったが,一般に低級品であり価格の低ざが

常に問題となっていた｡しかし1 934･年になってオーストラリアからも冷蔵状態で輸.'!,J,

できるようになり,南米との競争において対等な位置につくことができた｡

また1 932年にはイギリスとの間にオタワ協定が結ばれ,これが軸L.P.促進に大津く寄

与した｡この協定は井本的にはイギリスヘの輸出割り当て制であるが,南米の対英貿易を

制限する意味を持った｡これ以前の対英牛肉輸出萄は,輸.tH竜全体の6 0%以下であった

が,以降は92%以上になった｡またマトン,ラム,豚肉にいたってとま98%がイギリス

向けとなった｡その後輸入国の自給率向i-.政策によって輸.tlJ.竜は減少したが,戦後前述し

たように1 952年にイギリスとの間に結ばれた協定によって輸出が促進きれた(注26)

｡しかし国内消費竜に対する輸出竜(枝肉尊重)の比率を時系列に追ってみると,戦後か

ら1957-58年までは0. ll-0. 34の範囲にある(蓑3-4)｡確かに195

8-59年には0. 57と急L弄しているが(実際輔.I_H苛も1 5万7千700トンから3()

万300トンに倍増している｡ )
,国内消費車のほうが依然多い｡しかし60年代に入りそ

の比率はなおも上昇しつづけ, 1969-70年に至ってついに1. 02と矧七竜,国内
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衰3-4 牛肉の生産と輸出

壁.柿(. トL.J)

年度 牛肉生産責(A) 輪[+I黄(B) 国内消費竜(C) B/C

1949-5() 616.2 95.4 454.1 0.21

54-55 731.5 139.6 480.2 0.29

59-60 763.9 266.0 453.6 0.59

64-65 1,026.3 464.6 507.2 0.92

69-70 I,0)_0.5 488.7 4別.】 1.02

72-73 1,437.9 87ト.7 5王3.5 I_.7()

74-75
ーー___～ll_l547,9_"_

611.4 881.3 0_._69

(注) 1.枝肉重電｡

2.かん詰め仕向および在庫を除外してあるので, A=B+Cとはならない｡

(資料) BAE,Sl,ati_sti_c_al_始ndbook9f l,he Meat Industry.,1975より作成｡
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消費竜が同程度になり, 1973-74年まで国内消費竜を凌駕しつづける｡ 1 972-

73年でば輸出貴は国内消費貴の1. 7倍に達した｡このようにオーストラリア肉牛産業

が完全な軸依存体質になるのは6 0年代後半から7 0年代に入ってからのことである｡ 1

946-47年から1 972-73年までに生産車で約1 00万トンの増加が見られたが,

その8削が軸出に負っている｡したがって国際市場での強い需要が肉牛産業の拡大を支え

たといえるが,それは同時に産業自体の体質を世界市場の動向に直接影響きれるものへと

変えた｡

戦後,世界的に見ても経済活動の上昇とともに牛肉生産車の増加が見られ, 1 950年

から70年初めにかけて年率3%の生産増加が記録されている｡特にアメリカ,カナダ,

ブラジル,ソ連,日本,ニュージーランドなどでその伸び率が高い｡オーストラリアは生

産竜の伸び率では世界平均(2. 9%)得度で特に高い方ではないが,
.(ソ連

5･ 9%,

日本 5. 5%,アメリカ,カナダ,ニュージーランド 3. 0%)他の諸国の多くが牲

産増大をと体重畢の増加に負っているのに対して(例えばアメt)カでは平均と体蔓の4･4L

%の上昇が生産車増大の75%を担った｡ )
,オーストラリアでは生産車の増大の92%

をと殺頭数によっているという速いが見られる｡したがってこの間オーストラリアに掛ナ

る頭数増加は世界的に見て最も高いものの一つである｡

また世界牛岸考に占める割合もアメリカ,ソ連などに比べると非常に低いものにすぎな

いが,世界貿易養に占める割合(1971-73年,平均で26. 2%)
,輪IP,依存度(

今年岸の57%)の高さなどは際競っており,したがって岸茸の不安定恨も高くなってい

る(注27)
｡その不安定性は一大輪入国への依存度の高きによって一層増す｡つまり1

957-58年以前はイギt)ス向けが拝倒的に多く7-8割を占めていたが, 1 958-

59年以降はアメリカが完全に以前のイギリスととってかわり,一国で全体の5-i!刑を

占めるに育ったことである(蓑3-5). 1950-53年(3年平均)から1969-

72年の間に約28万8千90∩トン(花肉尊貴)の輸出増加を見たが,その8剤がアメリ

カヘの増加によって杓われている｡イギリスの後退はF:Cへの加照に影響きれているが,

アメリカからの需要増大によって年産が増加したと言っても過言でない｡このようにオー

ストラリアの牛肉,肉牛産業は6 0年代以降急速に発屈していったが,その内実ば矧H拡

大それもほぼアメリカへの依存によったもので,その体質乙ま需賛而から言えば挿めて不安

定なものであったと言わなければならない｡政府車)この点を認識し牛肉輪.It'.同の多)7;化政

策をとっていたが,アメリカへの輸出割り当て柿が利棉化し問題になったこと乙.t周知のと
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表3-5 牛肉の輪出先別報出生の推移

単位く千トン)

(資料) BA仁
, S-ta･tisi血LH_aln_d,bg9_kLQ}_

_th出短如__I_nd.us_try_
, 1975より作成｡
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ころである｡

第4節 主要農産物価格の推移

海外を主とする強い需要にきさえられて,牛肉,肉牛価格は5 0年代後半から若干の変

動を含みながらも上昇を続けた｡それに対し長くオーストラリア農業の主力であった羊毛

は, 50-60年代を通じ価格は低落を続け, 1 970-7 1年には底値の64.68ヤノ*..

を記録し,政府による価格介入政策を余儀なくきせた.この羊毛価格下滞の要開は,長期

的には合成織維の影響ときれている(注2 8)
｡また小麦･草地帯で羊毛と並んで農家経

済を支えている小麦は,価格保証制度によって比較的安定した推移を辿っているものの,

1 9 6 9-7 0年以降は出荷割り当て制度の導入によって生産貴の増大乙.t制限されたもの

となっている｡

したがって牛肉価格は声0-7 0年代初めに至るまで,他の農産物に比べ相対的に良好

であった｡このことば各部門ごとに求めた｢農民支払い価格｣と｢受け取り価格｣の指数

の推移によっていっそう明確にされる(阿3-3) ｡ 1960-61年から1962-6

3年の3年平均をベースとした指数によると,農民の支払い価格指数は受け取り価格指数

に比べその上昇率が高く,支払い価格に対する受け取り価格の割合乙ま6 0年代においてそ

の割令が農民にとって不利になっている中で,唯一牛肉部門のみが基準年次を卜阿る訓缶

を示している｡したがってこの間,牛肉部門のみが農民にとって相対的に有利な-LW門であ

ったのであり,このことが肉牛頭数の増大の牢固をなしてい方ミといえよう｡

第5節 肉牛生産構造の変化

前記のような有利な価格状況下にあって,生産者はいかなる形で頭数増加を達成してい

ったかを以下見ていくこととする｡

農場総数自体は, 5 0年代以降ほぼ一定して25万で推移しているのに対し,肉牛飼養

農場数は70年代初めまでに8万から1 5万へ倍増している｡この結果1 955-5f3年

では肉牛飼希農場の全農場に占める割合はl/3であったのが, 1 974･-75年でu2/3

までとなった｡

飼養農場数の地帯別動向は統計上の制約によって明確ではないが,州別統計によって類

推することができる｡普及率の点から見れば令州が多雨地帯に屈するT a s.州での増加

が著しく, 1 974-75年には8割に達している｡その反面50頭以上飼養農家刑･介で

は約4割と合同平均を下阿っており,ここでは小規模層キ中心とtJた肉牛締常の増加が押

測きれる｡全州が小麦･羊地帯,多雨地帯に屈しているV i c.州でも普及率が今岡を,卜
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阿3 -3 主要農産物の生産者受け取り価格,支払い価格比率の推移

1960-61 1964-63- 196S-69 197Z-73

(注) 1.比率=受け取り価格/支払い価格

2. 1960-61年-1962-63年平均価格を基準とした｡

(資料) C.a.Johnson & G.M.Uhi七e,''current Adjustment Prob一ems in the

Austral ian Beef Cat七Ie lndustry'',虹鮎_A.iJE.,1977,No.1,.p.50より引用｡
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回る数値であるのに対し, 50頭以上規模層の冨Ij合は低い｡これに対しQ I d州は1 95

5-5 6年では相対的に低い普及率と極端に高い5 0頭以上規模割合を示しているが,そ

れが漸次普及率の高まりとともに50頭以ヒ層の割合が減少してい尊, 74:-75年にな

って50年代の割合に復するという経緯を辿っている｡これは推測でしかないが, Q 1 d

州は北部牧畜地帯の中心であり,内陸部では伝統的に大規模粗放牧牛締常がおこなわれて

いることから, 1 955-56年時点では普及率は低いが(内陸･#の牧牛業者の数は,沿

結滞の農場数に比べ圧倒的に少ない｡ )規模的には大きく,その後小規模な肉牛締常が小

麦･羊地帯や多雨地帯を中心に多数参入したため普及率が上昇する一方,規模の指標では

/トきくなったと言えるのではないか｡

N SW州は3つの農業地帯全てを含む州(牧畜地帯は南部牧畜地帯に屈し,牧羊業が中

心である｡ )であるが普及率はもともと高く,したがって増加率も今回平均を下回ってい

る｡この州の肉牛飼養の動向を農業地域別統計を用いて検討して見たい(表3-6)
｡農

業地域と農業地帯は完全には一致しないが,乙部ま以下のように言える｡ Coasta一 ^reaと

Tab一eland Areaは多雨地帯, S一ope Area は小麦･羊地帯, Plain Areaは牧畜地帯にそれ

ぞれ対応する｡統計の制約のため年次ば1 96f3-69年と1 973-74･年の2年次の

みしか揃っていないが,それだけで垂)肉牛飼養を車体としている経常の激増(5千690

農場から1万2千353農場)羊･鞭類締常,斡農の減少という傾向はは･つきりつかめる｡

その中でCoastal Areaは肉牛飼養農場の増加率こそ低いが,肉牛飼養が主体の練常(料収

入の5邦以Lが肉牛締常からの収入)の訓令が4-割と群を抜いて多い｡これは幣農農場熱

が急激に減少していること,及び帝農辞常から肉牛締常への転按乙まわりと窄易に行われる

ことを勘案すれば,酔磨からの奇人がかなりの部分を占めていると推測キれる｡

Table7and Areaでも肉牛飼養部門が3刑を占め,総じて多雨坤帯でtま肉牛飼養部門の貴

賓惟が高い｡またSlope Areaでも肉牛辞常部門の増加率が高く,肉牛耶門が車体の締常訓

令も4%から1 8%へと増加している｡これに対してP7ain Areaでは増加率剛本は著しく

高いが,範対数はわずかで依然として牧羊が中心的存在である｡しかしこのこと払むずし

も牧牛がP7ain Areaで盛んでないということを意味しない｡ 1 975年3月の柵域別肉牛

飼養農場数を見ると, Western Plainできえ晋及率は他に比べ低いヰ)のの5割以卜にな1-)

ており, 50頭以上飼養規模層はもっと多くなっている｡したがってP7ain Areaにおいて

も牧羊と結合された形での牧牛がこの時斯かなり一般的であったと言えよう｡その仰の叫

域ではTable Area,S一ope Areaで約3/4と高い普及率を見せている｡ Coasta一 Areaでそれ
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蓑3-6 タイプ別農場数の推移

経営部門

羊飼養および

熊頬栽培

羊飼養

穀類栽培

肉牛緑営

果樹栽培

専門経常農場数

3,Rll1 6,41:司 粥3 2,61;
:

(20.1X)
;

(38.6Ⅹ)
;

(10.1X)
; (28.8Ⅹ)

8,560 丘,79了

(45.12;) (28.9X).
i

2,304 l
,959

642 5耶

(12.1Ⅹ).(1l.絹)
,(6.6Ⅹ)

(6.0Ⅹ)

(...x言o-i(.7ヲ昌芸;

(至{.t{Ⅹ;7l
…,15'}

(1三8.:……ヨ(l三6o:6.去ヨ(log.:7.芸'3(logo::…ヨ(I(1,7o:三7xヨ(.(1:6:三…ヨ(1(,7,:I:';31(,0?,:6:x4,i(‖,-Z:'(',…ヨ(I(,o1.'(',≡;(注) 1.専門経常とは,粗収入の半分以上を1つの締常部門から得ている締常｡

2.羊飼養 および穀類栽培経常とは, 2部門からの押収人が令休の;･壬/4以卜を,r7-め,

かつ1部門の収入が帥部門の4･i汽未満である締常｡

3.酪農経常には,酪農と豚飼養部門を令わせて剛宮人の半分以Lを占める締常を･丹む｡

(資料) ABS NSU Office, Rura一 lndus･tries
,7.970,1975より作成｡

NSW州缶計

三…:'写去…㌻i三言o:亨蒼l

CO

ぜ

I



が低いのは近郊農業(野菜,果樹)経常及び未使用農場(約5千)の多きがその原田の一

端を担っていると思われる｡したがって以上のことから飼養頭数の増加は規模拡大もきる

ことながら,
･4寺に小麦･草地帯,多雨地帯では大草の肉牛経常への新規参入によってなさ

れたと推測きれよう｡

言うまでもなく牧羊業は長くオーストラリア農業の主体であり,その重要性は依然とし

て高い｡それに比べれば肉牛部門の重要性が増したのは最近のことに屈する｡これまで見

てきたように肉牛頭数増大のかなりの部分が牧羊業者の牧牛経常への転挽,あるいは牧羊

農場における肉牛飼養頭数の増大によって担われたと推測される｡例えば1 967-6 8

年から1 970-7 1年の時期に肉牛頭数は1/3の増加を見たが,牧羊業者によって飼養

きれていた頭数は2/3増加したので1 970-7 1年には全体の/15%の肉牛が牧羊慧者

の農場によって飼養されていたこと.になる(注29) ｡

1 969年から1 973年のわずか4年の問に肉牛飼養農場数は約2万増加した(蓑3

-7) ｡一方牧羊業者数は逆に1万5千の減少を見ている｡この間1
969年時点では肉

牛も羊も飼養していなかった5千の農場が新たに肉牛部門に参入しているので(これらの

数はあくまで静態的なもので実数ではないが,ある程度の傾向は示していると思われる｡ )

牧羊業者が新如こ肉牛部門に参入した数は約1万5千に及ぶ｡このうちどのくらいの教が

牧羊業をやめ肉牛部門へ転検したかば,牧羊経常をともなわない牧牛業者数は2万農場増

加したので,先の新規華人者5千を引いた約1万5千農場が牧羊苦からの転枚ということ

になる｡したがって牧羊業を中.I卜したほとんどの農場が牧牛経常へ転換したと推定きれる｡

実際に肉牛飼養部門を伴った牧羊業者の増加数は7 0 10農場符にすぎない｡したが､って新･

たに牧羊業者で肉牛部門に完全に転検したか,経常の一部に取り入れた数は約1万5千7

0()農場となり,この間の肉牛飼養を伴わない牧羊苦の減少と一致する｡ちなみに,肉/ド

部門を伴った牧羊業者は1 969年から1 972年にかけては約4千の増加を見ているが,

7 2年から7 3年にはそのほとんどの部分が牧牛業に転授したか,あるいはその他の部門

に転按または農業日体を中止したかしたため,ほとんど増加が見られなくなっている｡こ

のように牧羊茸による肉牛部門への奇人が牧牛業者数増大の大きな部分キ占めており,千

の形態も完全な転按というケースがばとんどと推測きれる｡

それで乙まこの転枚は辛にどの階層を中心として起こったのだろうか｡まず肉JT'･飼養キ伴

う牧羊業者の動向を見る｡肉牛飼養農場数全体に占める割合は1 969年から1 973年

にかけて約7%減少し, 52. 4%から45. 8%へと全体の半分牟切っているが,規模
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表3-7 農場数の推移1969年-197;.3年

年 次

1969年(1)

1973年(2)

(2)-(1)

A R C n Tく

牧牛場数 うち肉牛のみうち肉牛+羊牧羊場数 うち羊のみ

130,009 61
,894

印,.1.15 109,805 4.1
,690

150,486 Rl
,642

6日,R44 94,915 26,()71

20,477 19,748 729 -14,890 -)5,6】9

(注) A=B+C, D=C+E, G=A+D+F

(資料) ASS,l.ivestock__Sl,ati.stic葛,l!)70, 197咋より作成｡

F

肉牛,辛

非飼養農場敬一

吊2,5印

67,697

-】4,871

(ll

農場数台

254,2

?.44,2

-10,0

.E;7十l
C

LL3

I



拡大の南では著しいものがある｡肉牛飼養200頭以上層が1 969年の5. 3%に対し,

73年では9. 2%に増加しており50頭未満層の31. 7%から18. 6%への大幅減

とは好対照をなしている｡これに対して羊飼養を伴わない肉牛飼養農場数は別命こそ4 7.

6%から54･. 3%へと増大したものの,規模拡大のテンポはより緩やかで小頭数飼養農

場もかなりの割合にのばる｡例えば50頭未満層では,絶対数でこそ約5千50()農場増

加しているものq),割合では28･ 8%から28･ 6%へとほとんど変化していない｡ま

た50-199頭では12. 5%から16. 8%へと増大している｡このタイプの農場は

4･年間に約2万増加したが,このうち5千500農場は50頭未満居, 9千農場は1 99

頭以下層のものである｡したがって牧羊業を続けながら肉牛飼養を行った農場は規模拡大

がかなり進んだが,肉牛飼養部門へ牧羊業やその仰の部門から転均した農場は幸として1:,Pu

模の小きいものであったと予想きれる｡例えば1 969年3月から1 972年3月の間に

1万3千663の肉牛飼養農場の増加を見たが,その内54%は400エーカー(1 6()

㌶)未満の小規模農場が占めており, 1千 エーカー未満層まで含めると全体の72%に

およぶ(蓑3-8)
｡肉牛飼希農場絵数に占める400エーカー未満層の構成比'i),

1 9

69年-72年の過程で4 1%から42%へとわずかながら増大きせており,小規模農場

の肉牛部門への参入が多かったことを物語っている｡このことば同時に,参入農場の大部

分が多雨地帯か小麦･羊地帯に屈していたことを押測きせる｡なぜならば,牧需柵帯は粗

放的締常がおこなわれているので農場T:.F.標章)大きく,例えばThe ∧ustral i且n Grazing

Survey 1973-4によると平均3万8千376㌶と小委･羊地帯の1千1 3 1㌶,多雨坤碍

の1千58首長と隔統した規模となっているからである｡

また飼養頭数規模の而からも増加した7千/1 07の400エーカー未満農場の73%に

当たる5千4･27農場は, 1 0()頭未満肉牛飼希層となってi)'り,この而からも小規模で

ある.この5千427という数ほ肉牛飼養農場増加数1万3千663の約40%を占めて

いる｡これらの新規華人農場は低価格で羊を手放し,高価格で肉牛を買ったことになり,

73年の価格暴滞の影響を最も受けた居であったといえる(注30) ｡

これまでの分析は青に哲料の制約のため6 9年以降の動向萩中心に追って:;･写f,.｡ lノかtJ

この時期こそが肉牛のドラスチックな増加の中心をなしていたという認識も一方であって

のことである｡例えば肉牛飼養農場数は1 955年から1 969年までは年平均:!T･掛買

程度の増加であるのに対し, 1 969年-72年にかけて乙.t6千-7千と急速に増加して

おり,特に70年, 7 1年は年平均f3千農場の幣という勢いである｡ 70年代初めかJ)7
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蓑3
-

8 農場規模別肉牛飼養農場数の推移

ミ 場 面ー_横

l - 399エーカー

400 -- 999

1,000 - I,999

2,000 - 4,999

メ,000 -

合
_..〉__-__.計__p～-_.._I

1.969年(A)

56,681 (4柑)

30,7抑(22苫)

21,661 (16Ⅹ)

16,19】 (】2Ⅹ)

12,726 ( 9苫)

13日,047 (100Ⅹ)

I 97:2年__(B)

64,08R (42Ⅹ)

33,216 (22Ⅹ)

23,224 (15%)

17,681 (12Ⅹ)

13,50し_し9_%)

151,710 (1Q_哨)
_

(注) 各年とも3月31日現存の数値｡

(資料) ARS,.Ljv.est9Ck_S_I_,atistics_,各年版より作成o
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7,407 (5哨

2,42日(18hO')
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3年の価格暴落までの矩期間に加速度化きれた牧牛業への転換があったと予想される｡

このことをより明確にするために,それ以前の時期にきかのぽって羊と肉牛飼養の関係

を見ておこう｡一般に羊と肉牛とは強い縮合関係を持っているといわれている｡両部門の

存在が経常の収益性,安全度を増すということであるが,技術的にも緬羊放牧場における

牧草の管押にとって牛の存在が必要であるということがある｡つまり羊の食べのこした徒

長した牧草や,羊が食べないTussock類を肉牛が飼料として清用することによって牧草の

管押が行えるわけである(注3 I)
｡実際にいくつかの調香においてはたとえ肉/卜飼養日

体が利益を生まなくても,牛の放牧を続けるという結果すら出ている(注32) ｡

1 9 54年から5 7年にかけて行われたK.0.Campbellらの調香によれば,調香対象農場

の60-70%が羊と肉牛部門を補完関係ありとし,残りのほとんども補合間係ありとし

ている｡しかしこの時点では農民は肉牛部門をリスクが大きいと見ており,例えば素牛の

購入肥育は矩期的な訴繋に都合がよく,また草地賛辞の而でも緊雛牛や若令牛よりも肥育

素牛のほうが役にたつが,締常L.A.のリスクが高いということでさけているという結果がで

ている｡また調査農場の半数はリスクが少なければより多くの肉牛を飼養する意志をもっ

ていた｡この嗣奄ではこの時点で牧羊喝での肉牛放牧は肉牛部門の利益面での賛同よりも

牧草賛辞という面が第一義であると結論づけている｡実際にこの時期にはいまだ牧羊苦か

ら牧牛業への顕著な転棟,あるいもま牧羊農場での肉牛飼養の増大己ま見られない｡才;しろ例

えばNSW州では5 0年代に肉牛の増加以上に羊が増加したため,肉牛の羊に対する頭数

比己ま低減傾向にあった(注33) ｡

牧羊農場への肉牛導入にあたって己ま決定的に異なった2つの段階が存存する｡つまり羊

の飼養頭数をなんら減少させることなく肉牛キ導入できる範開[:,羊の頭数萩城らすこと

によって初めて導入できる段階とにである｡例えば降雨黄20-25インチのWA州の地

域で己ま100頭の羊につき成牛2頭まで羊になんの影響をあたえることなく飼養できると

いい, Vi
c.州では8頭であるといわれる(注34) ｡したがって第2段階への移行に

は肉牛部門の長期的な市場見通しの明るきが必要である｡一一般に肉牛飼養(ま軍部門に対し

代替的であると言われるが,実際に乙ま多くの制約がある｡肉牛導入のためにば給水施設,

フェンシング,ヤードなどの補職といった追加'/a.本を必賛とするので,羊から肉牛への転

換tま長期的な見通しに.*.って行われる必雫がある｡

前述したように羊と肉牛の頭数比もま5 0-6 0年代前半まで乙ま低減傾向卑見せており,

60年代末から急激に肉牛の比重が高くなっている(蓑3-9)
｡この比率は必ずしも同
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表3 - 9 N SW州における肉牛と羊の頭数比の推移

(千頭)

肉牛頭数(A)

2, 115

2, 196

2, 563

3, 439

4, 726

168

ー_.羊頭数_.(B1_仙_.__
53, 298

59, 200

71, 000

72, 396

72, 284

037

(A/B)_×1()0

4. 0

3. 7

3. 6

4.日

6. 5

13. ‡!

(柱) 各年次とも3月31日現存の数倍｡

(資料) BAF:,.S七ati_s.I,ical Hand_book ofーthe.I.Me.?ilndu.s_t仁.y,1975より作成｡
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-農場における羊と肉牛の頭数割合を.TEしく表していないかもしれないが,例えばNSW

州の全ての農業地域において,数倍自体は大きな開きがあるものの同様な碍勢を辿ってい

るので, 60年代末からの肉牛比重の高まりという傾向があったとすることばできるだろ

う｡

また羊と肉牛部門の生産の交弄弾力性慣の癖究によっても,1 947-48年から1 9

6 4 - 6 5年までは羊と′ト妻生産の間には競争関係が存在するが,羊と肉牛埠.#.の間にミま

ほとんどなかったときれている(注35)
｡また別の研究によれば1

926-27年から

1 9 64･-6 5年までの間の羊毛の供給に掛ナる変化は,羊毛と小麦の価格および改良草

地の両横によってほぼ説明きれるとしている(注36)
｡したがって1 960年代後半ま

での期間においては羊と肉牛との間の代替関係は己まば存存しなかったと言えよう｡この後

の特賞郎こついては同様な調香研究はないが, r)avidsonによれば羊毛と牛肉の価格比が1 9

52-53年では5. 72, 58-59年で2. 30であったのが, 1967T68年で

1. 61, 70-71年では1. 05と牛肉に拝刑的に有利となっていることをよりどこ

ろとして, 6 0年代後半から∈まそれ以前の時期に比べ両部門の関係はより競争的になって

いったと推定している(注37) ｡

以上の研究と照らし合わせて見ても,羊部門から肉牛部門への転按及び牧羊羊での即T:

飼養の急増は, 60年代末から70年代初めの非常に樗期間に起こったとW.測与れ,こう

した動きが肉牛飼養の急激な増加をもたらした幸田の一つとすることができよう｡そして

これらの動きは肉牛価格のL昇を契機とする投機が一部をしめていたと予想されるものの,

大部分は羊毛価格の悪化による締常悪化を肉牛飼養によってのりきろうとした零細農民暦

が多数をしめていた所に,単なる価格変化に伴う供給の変動をこえた間E:B一様連関題が内

包きれていると言えよう｡この間讃一括連関題を分析する前に肉牛飼養増大のヰ)う･一方の

賛同となったと見られる幣農家の動薄を見ておこう｡

幣農業をめぐる環境は前述したように戦後悪化の一途を辿っている｡これは珂3-3の

価格の費用比率を見てもわかる｡市場絹勢∈ま英国のF: C加照もあって笥;3同向けにチーズ

の輪,+.が伸びている伸ば,令体として悪化している｡また国内消其の而からでも,例えば

バターの消費がマーガリンの影響もあり減少するなど停滞している｡こうした巾で乳/卜軒

数も1 957年の5 1 2万頚をピークに減少を続け, I 973年に乙.t398万頭までにな

っている｡もっとも1頭当たり搾乳萄が増加しているので,軽荷電の滞ち込みはそれミ･.TEど

でもない｡酪農場数も1 960年に6万l千845農場あった20頚以上飼養暦が1 97
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2年には3万7千6 0 7農場までに大幅な減少を見せている｡

酪農家が肉牛頭数の増大に寄与する形としてはもちろん解農から肉牛飼養への転扱が考

えられるが,そのほかに乳虎牛,乳梯子牛の供給の形もある｡オーストラリアでui云統的

に不用の子牛や乳廃牛の出荷を通じて牛肉斉業に貢献してきた｡これらの肉は主として缶

詰,ソーセージ用や食品店向けとして使われてきた(注38)
｡それが60年代ごろから

肉牛価格が良好になってくると乳用雌牛に肉用雄牛をかけあわせ,打挿をつくりそれを肥

育するという方法が惑んになってきた｡肉牛市場において乳用種と雑挿では価格格差が存

在することもこの方法をひろめる要田となっている｡こうした酪農家によっておこなわれ

る補合的な肉牛年産についての公式な統計は存在しないが,事例研究によると1 9 f; 2-

3年にはWA州の酪農家のうち66%がこのような形での肉牛飼養を行っていた｡これら

の農家では雑挿の形での家畜の出荷が.+.荷家畜統領の5 0%以1二をしめており,全体とし

て肉牛および雑挿のt七荷は酪農家からの家畜の出荷のl/3に達すると推測している(注3

9)｡

このような形態も含め一般的に言って帝農家からの肉牛としての,I,七荷責乙ま増加を辿って

いるが,子牛と殺頭数の減少もこの動きに寄与している｡例えば1 964-65年には1

90万頭の子牛がと殺きれたが, 1 97 1
-72年に乙(tそれが1

1 0万頚にまで減少した｡

この減少分の多くが子牛の肥育素牛としての利用によるものと推測きれ,これによって乳

用挿からの肉の生産は1 963-64年の1 0万2千トンから1 968年の22万8千トンに

まで増加したと見られている(注40)
｡酪農にとって子牛ば別席物であり,またオース

トラリアではクリームの形で.+.荷をする照農家が多かったので彼らにとってスキムミルク

をつかっての養豚業が広く行われて薄たが,子牛黙雷の晋及とともに養豚との統び付きは

薄くなっている｡またこれはクt)-ム形態での.'il荷から全乳形態.i_H.荷へと変化したことも

賛同の一つとなっている｡

しかしこうした幣農家による肉牛年産の増大が肉牛生産車の増大に寄与したと言っても,

絶対萄から言えばさほど多くはない｡
･推定によれば乳用挿での肉牛隼荷電が合体に占める

割合は60年代でせいぜい1 0-i 5%である.乳用挿の肥育が増加したと言って孝一乳用

挿日体が減少傾向にあるので肉牛司教の急増の中にあっては,その寄与･率は低くなってい

ると考えられる｡むしろ勲農から肉牛飼養への完全転按の場合の方が貴賓であると考えら

れる｡

1 960年から1972年までに減少した2万4千238農場のうち,どのくらいが新
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たに肉牛部門へ参入したかばわからないが事例研究によると1 970年から73年の問に

酪農をやめた(TF.確にはDairy Licenceをキャンセルまたは移譲した人) 1千209人(

延べ数)のうち44. 9%にあたる543人が農業部門に残り,非農業部門には240人,

19. 8%が移行した(注41)｡残りのうち20人(1. 6%)は失業中,引退264･

人(21. 8%)
,療養中142人(ll.

8%)となっている｡この農業部門に残った

人のうちどれほどが肉牛部門に参入したかの資料はないが,酪農が行われていた農場の現

在の利用形態についての項目はある｡これによると回答をよせた905農場のうち, 47

6農場が肉牛部門に使われているという｡これは全体の52. 6%にあたる｡他の利用形

態としては醇農(137農場, 1 5. 1%,これは経常者が前任者と遣う場合にあたる)

穀作102農場, 1 1. 4%が主なところである｡したがって幣農をやめてなお農業に残

った農民の多くが肉牛部門へ転換し,たと言えるだろう. (調奄地域は South-East a,ld ,

Moreton,Mary Borough,Downs Sl,atistical Divisions,これらでQ I d州の幣農地域の9

0%に相当する｡ )おそらく1969年から1973年の間に肉牛も羊も飼養していなか

った農場で,新たに肉牛部門へ参入した約5千農場のかなりの部分をこのような元軒農家

が占めたと思われる｡ちなみに1 969年から72年までに約8千500の略歴場数の減

少が見られた｡

同時期(1 969年-1 972年)における飼養頭数規模別農場数の動きを遇ってみる

と1 00頭を境としてそれ未満の層では約9千の減少,それ以卜でu約500の増加とな

っている｡前述したようにオーストラリアでは牧場において自家消:-g!_のために乳牛を飼養

することが一般的であったこともあって,飼養農場数は仰の吉β門に比べ多かったが厳しい

市場条件と商業的農業の発展の中で漸次懲農柵帯は地方部市周辺と子‡T芹地方に限定きれて

きている｡こうした動きには当然激しい規模拡大化が伴ったが,この調繋についていけな

い大部分の小規群居は冊農からの脱滞を余儀なくざれていった｡政府も限界照度場市好計

両(Margina一 Dairy Farms Reconstruction Scheme,以下M. n. F. R. S. )などに

よって,規模拡大と小規#･層の脱冊農を助長した｡先の事例で専一冊農をやめた農家の当時

の年収ミま3千[')t以下が合体の75. 6%キ占めている(2千ドル以下では63. 0%) ｡

このように牧羊業の場合と同様,酪農において垂)小規輯暦を中心とした肉牛･,W門への転

検があったと考えられる｡ただ幣農の場合ミま牧羊業のように6 0年代末における急激な屯

撫ではなく60年代を通して恒常的な動きがあったと推測きれる｡例えば20頭以上飼養

層の動向を見ると, I 96()年から7()年にかけてほぼ2千づつ減少していたと推測キれ
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るが, 70年代に入っても同程度かあるいは,それ以下の減少を見せている｡

このことばまた先の交差弾力惟の研究において,肉牛部門と酪農部門が高い代替性を示し

ていたことを見ても首肯できる(注42)
｡きらに酵農場のこうした動きは,酪農地帯の

属している多雨地帯において肉牛頭数の増加が5 0-6 0年代を通して他の地帯に比べれ

ば一様であったこととも対応していると言えよう｡

以.ヒ見てきたように, 6 0年代から7 0年代初めにかけての急激な肉牛頭数の増加は,

肉牛価格の上昇を背景とした頭数規模拡大や,牧羊業,酪農業からの肉牛飼養への転摸に

よるが,その底には牧羊繋,酪農業における小規模農民の間E･B一俵所得問題がかくきれて

いたと言えよう｡この点については,次章において分析することとする｡

注1 ) B.R.Davidson,''The Economic Structure of Ausl,ral ian Farms〃,0.B.Ui= 岳ams

縞,舶ric_ultu仁e inJhe一_Au_s_trali_.an_1∈6rl¢馳,Sydney Univ.Press,1970,

pp.37-56

2) D.Coutts 良 B.Fernon,''prospects for Austral ian Beef'',Q.R.A,"E.,J971,NO.1

p.27

3) R.Pat,terson,''The Influence of Rainfa]l on Beef Catt一e Number'',.a.R,A,,.E.

1957, No.1, p.128

4)一般に北部は繁殖育成地帯,南部は繁姉肥育地帯をなしているといえる｡

5) R.Patl,erson,"The Out,took for the ^ustral ian Beef Cat,七1c Indus七ry〃,

.Q,R_.A._E.I,
195日,No.4, p.172

6) J.U.MitcheH & F.H.Col=ns,''cat.tle M()vements Between肌D 良 N.S.U.'',

Q.,R,A,,_E.,1957,No.1,p.7日

7) A.G.Bennett,''Trend in Ausf,rat fan Cattle Numbers'',.a._a,_む旦.,1958,No.3.

p.145

8) 1974-75年から1975-76年にかけてBAEの資料で乙.i,多雨地帯

でも増加を見せているがThe. Austr.al. 垂an
,_era?.i叩l,nd_I)StrTyI.3.uryey.によると

1973-74年から1975-76年にかけて減少している｡ 1975-7

6年の数伯は両資料ともほぼ同じなので,傾向として1 973-74.年を境に

減少に転じたと言うこと乙まできるだろう｡

9) BAE, The...如sl,仁ali_an.BMeef=Catt,1e..lndusl,r_y.
,Occasional

Paper No.25,
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1975, p.3

I 0) B^E,The Northern Territory and" Kimber_也･ Region
_B_ee.f"Catt7e

ln(1ustr.v
,

Beef Research Report No.13,1974_
, p.6

1 1 ) B^F:,Th.e Vip_torian Beef__Cattle. Industry 1.9.6針6_9to 1970-71,

8eef Research Repo｢七日o.15,1974, p.6

1 2､).BAE,
_TWfraし如:Beefl如もk｣ーP_a_u軸,

Indus七ry Economic Monograph

No.13, p.4

1 3) ～.T.M.Teates & P.J.Schnid七,.馳ef_i;_aji圭虹P仁旦他出j.Qnl,Be七terwort.hs,

1974, p.113

1 4 ) BA仁,TheM良u_S_もra"1j_如しBepefjAttl_e_,Indu_St仁y,
Occasiona一 Paper No.25,

1975, p.36

15) Ibid., p.53

1 6) G.U.Tay7or,MBeef Consumption in Austra7 ja;a study of Quantity-Price

Relationships",Q.R.A..E..,No.3,196l, p.130

1 7) ド.H.Gruen 良 G.C.Mclaren,''changes in Food'',0.B.U=Iiams 編

良gTrij迦.し也rHe_jTl_theAりStr蔓Iian Ec10nOmy_,Sydney i)niv. Press,1970,pp.267-

271

1 8) G.U.Taylor,op.°it.,pp.13卜134

1 9) Van Per Meu7en,かDemand of Meat at the_ Re七aL7上eve7_",オーストラリア農繋

巌済学会NSW分会滞草寧阜, 1 963

l.U.Marcean,''Quarterly Estimates of the Demand and Price St,ructure for

Meat in N.S.V.'',良.ムA漣.,γol..ll,No.1,1967, p.35

2 0 ) F.H.Gruen,.Long-TBrmJ_Projects
⊥of如ricMI)I_turaしSl)PP虹and

Demand

Au3tral i?I,_"196旦__to.19.Rq,Vol.1,°ept.of Economics,Monash I)niv.
,19(汁,pp.tT).

36-6.41

2 1 ) C.Papadopou7as,AーPode卜of thel Au.s_t仁冬り年rL牡吐ーMar_蛭t,Ade7aideUniv. ,

1970, p.I

2 2 ) BAE,.HQu&1A-Me如J如sJ).qBi.iQ_rL__in ｣Sydn.ey, Beef Research Report No.3

1967,･p.3

BAE,.他uv$4eho_1.dMe?_しConsumpti.onj p Meしboリ｢nf!,.Beef Research Report
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No.8,1970, p.2

2 3) F.A.0.,触ricultur_al Commodity Project.ions_1970.-_19亨!0,Vo].2,197l, p.25】

24) G.U.Peeves & A.H.ttayman, ''Demand and Supp一y Forces in the Vorld Beef

Market'',虹旦エA～._E_.No.3, 1975, p.125

2 5) L.J.Peel,''History of the Australian Pastora一 Industries to 1960〃,

G.Al exsander 良0. B.U iI= ams編,.Th.隻_睡1,.Q.I_ai n_軸旦吐i_e_Sw.oしAL_)Str.a=a_,

1973, p.58

2 6 ) S.Madam 良 P.K.Uj lson,.I,,ar7d".U_I,i_.7i__.s.如io.n_.".j且_如旦.I,_LaJia,Met bourne Univ.

Press,1964,pp.156-15日

27) G.U.Reeves 良 A.H.Hayman,op.cit., p.124

2 8) F.H.Gruen,op.°it.,pp.6-36

2 9 ) BAE,I Th_e_TAu3t.Pal_i_冬nーSh_e.epIndu.st亡y S.u/_y_eHJ.19_67二騨血.-197qT71,1973, p.4

3 0) BAF:, The_J4_I),St亡al_ianー馳efC如tle lndus七仁y, Occasional Paper No.25,1975,

P.4

3 1) G.Alexsander 良 0.R.U=]iams, Op.Cit., p.149

3 2) K.0.Campbel I & W.ド.MusEO,rave,F:conomic Aspec.七s pf,_the ^ssorci_atjon_of

Beef､-.Cat,tle
Nui_th__Sheep

PrQ如crtj,on_in_Sour,h7.e.Past,ernrAustra_し主蔓,Univ.of

Sydney Research BuHetin No.3,1958, p.9

I.R.u= 1s 良 A.G.Lloyd,.Reef Cat,tl.e__Product,j,opLirLthe
_Ues_te_亡旦__Bi_strict

of_〉Victoria"軸.仁co.Report,No.3,Melbourne Univ. I.(.)f3日,p.3

33) L.W.Mc7ennan,''prob7em in Changing from Sheep to Catt一e in Southern

^us七ralia'',Q.R.A.E., 196l,No.I, p.2(;

34) L.W.Mclennan,Op.(7.it., p.29

3 5) ド.H.Gruen,Op.cit.,pp.6-38

3 6 ) BAFJ,A3_tu.dyQしt.～_eJ.I_.!PPly
_Re.7ationshi

p､, in_ the-A_ustral卓an_51heepand

tJool lnd.u.stry,197l,pp.76-7R

37) B.R.Davidson, ''The Relal.ionship bet,ueen the Price of U()ol and the

Relative Profitab=i七y of Sheep and Cat,tle Gra2inLq in ^usl,ralia and

its Possib一e Effect on the Put,ure Supp一ies of Uoo] and Beef'',.R.M.A.F:.

No.I,1973
, p.3
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3 8) U.E.Real,tie,A Survey of
_the
B_epf Catt一e Industry of._Austral ia,(:SIRO

Bulletin No.278

39) RAF:,lncr_eased Beef Produ_ction on Dai_仁y__Farms in UA, 1E)66, p.I

4 0 ) 8AF,,Economi.c Pr妻nciples t班__
_I_-r)creas_e.d._B.eef

Production fr.o_m,
,B_utter.Fat.

恥i_亡yI.晦_rwm写,Beef Research Report, No.9, 1972, p.23

4 I ) B^F:,Welfare and Resource
I Use Effects of Farm.Adjust,ment : A Study of

theLE左Qd_u_sp
,from__D旦i__亡y.i_Dg._i

n South-.ea_s｡t Queens )亭叩dL,Industry Econom ics

Monograph No.14,1975, p,13

42) ド.=.Gruen,Op.°it.,pp.6-3日

-61-



第4章 農業問題の発現形態としての低所得問題

第1節 本章の課題

先進資本主轟諸国が,農産物過剰問題や農業者の低所得問題,あるいは農業保護のため

の財政問題など深刻な農業問題に直面してきたなかで,オーストラリア農繁はその生産性

の高きによって例外的な地位を占めていると考えられてきた｡確かに農業者の所得が,非

農業部門に従事している人々のそれとはばきっ坑している同は,先進諸国の中で之まニュー

ジーランドとオーストラリア程度でしかない(表4=-1)
｡オーストラリア農業は,円本

における零細分散錯同制のような旧世界に共通して見られる席史的な十帥㈲度の頚木から

比較的自由であり,高い生産性を維持する条件に恵まれていると言えよう｡しかしオース

トラリア農業といえども,今ての部門で国際競争力を有しているわけではなく,肉牛部門

などを除き,価格支持政策などの政府による介入が行われているのが現状である｡本章で

は農業問題の一つの表現形態である低所得農場同調に焦点牟あて,鞍岸構造の変化の底に

存在した低所得問題の状況と特徴の分析を行っていきたい｡

第2節 低所得間謂論争の締綻

オーストラリアにおける農業部門の低所得問題をとりあげたのは, D.H.Mckay ｢オース

トラリアにおける小農問題｣ (注1)が最初であろう｡彼は1 962年に発表された

Gruen教授の輔常に伴いながら,農業総所得と農業平均所得のま軍勢を以下のようにまとめ

ている.

1.国民所得に占める農業所得の別命は,ここ数年比較的安定的に推移している｡

2.各農場(沌2)の平均所得は,おおよそ井農業部門の日常業者の所得と同水準であ

り,被雇用者所得を.卜阿る水準にある｡

3.居場所碍は,非農繋IW門所得が-一貫tJてL.昇傾向にあるのに対し,卜昇傾向にあり

ながらも変動をくりかえしている｡

4.年々の農業紋所碍,平均所得の密動幅はかなり大辛い｡

5.居場所得は,平均に対する分散が大きい｡ (阿4-1,阿412車照)

こうt.Jた分析をふまえた卜で,彼ばオーストラリアに才)'いてかなり深刻な低所得間瀬が存

在すると結論している｡

Mckay 8.tl氏所待農場として,相席業従事者の賃金などを考慮した上で2千濠[')t以下の所

得しかない農場と定義している｡彼は8^F:の調香に幕づいて(蓑4-2)
,調香節男のな
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蓑4- 1農業者の平均所得の他の職業における平均所得に対する比率

___. _単椛_(%)

アメリカ

カナダ

ンマーク

ニュージーランド

オーストラリア

アメリカ

カナダ

ンマーク

スウェーデン(基本農場)

巨
ドイ､ソ

ユージーランド

-ストラリア(男子)

ギリス_

第1期, 1950?57年

_

_..年次
比率

(1)他の自営業主との比較

7950 0.42

1952 0.78

】948-49 0.49-

195卜52 1.4()

】952-53 1.2】

(2)賃金･俸給取得者との比較

1950 0.3]

J952 】.30

1948-49 0.94

]957 0.56

1954-55 ().66

1955-56 1.95

1952-53 1.27

1954
___1.j),8

_第2即,
1!)61?β5年

年次
_比率

1962-63 0.50

1962-63 】.06

1962-63 1.04

1962-63 ().75

1961 0.50

】964-65 0.7日

】962-63 】.:‡6

1962-63 l.03

1963

(注) 定義l-･.に若干の芳畢があるため,清常な国際比熱ま行えない｡

(資料) G.Hallet,著,田代洋一訳 『農業政策の経済学.R 大明鷺】972年 p.15より

引用｡
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図4-1職業別平均所得の推移
.単位(千豪㌦)

1953_54 '5ヰ_56 t57ー58 '59-60 '61-ち?_ '63-6･暮 ●65-66 t67-68 '691TO '70-Tl

(資料) BAE,･･ The Austral ian Farm Situation : 197l-72'',旦!_R_.エ4_･_E.･1972,No･1,RIO

より引用｡
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囲4-2 職業別所得分布状況

サi
ll

10

9

8

丁

～

3

1 000 之000 3UOL) 40OtJ SOOO GOOO TOOO 300O t}OOO l

(資料) D.H.Mckay,'The Sma] I Farm Prob一em in Aus七ral iaけ,_ALiJIA遥.Vol.1l,No･2,1967

p.29より引用｡
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蓑4-2 部門別低所得農場数

牧羊業

牧畜地帯

小麦･羊地帯

多雨地帯

金地帯

小麦

酪農

加工乳部門

飲用乳部門

全産業

ポテト

しブドウ

†ナナ

かんきつ莞頁

しょう果頴

亡コ計h.__.____._ー_

I,000棄t')l

ー-._w_真一

875

4,343

6,098

ll.,3】6

1
,292

14,R5日

3,379

20,409

2,6】6

524

2,0】3

935

I _p.._.493

39,598

下農場

.割合(%)

36

23

33

32

】7

52

2日

75

_

19

_.2_1OIOQ__豪[')i

.実._敬

i,Ⅰ27

9,279

12,914

23,320

2,26】,

24,351

7,199

34,015

3,603

1
,45()

3,201

)
,677

70_J-3 1

下農場_～N."I._.

別命(%)

】4

19

36

25

7

59

49

55

44

47

83

50

9､2N_I

34

調査対象数

7,抑0

49,355

35,871

93, 106

32, 294

41
,273

】4,691

6】
,845

8,151

3,084

3,86】

-3,375

658

"206 137旦

(揺) 1.酪農の全産業には,加工乳,飲用乳部門のどちらにも居辛ない中間的.な)1_Tt',.唱車)

含む｡

2.肉牛,砂糖,家禽,勲果,柿,タバコ,野菜の各部門は,調香対象に含まれて

いない｡

(資料) D.=.Mckay, ''The Small Farm Prob一em in Aust,ral ia'',.A_._J_,A.E.Vol.2,No.2,

1967,
p.30より引用｡
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い部門も含め, 1 9 6 0年代初めには農場全体のl/3にあたる約8万の低所得農場が存在

したと推測している(農場所得の定義は,現金収入から現金支LT.および減価償却畏をひい

たもので,現金支I.i-.tこは綿常主報酬は含まないが,家族労働相酬は含まれる｡また利子支

払い額は含まない｡ )きらに4万5千農場,全体の1 8%の農場が所得1千蓉F)i以下居で

あると推定している｡

また部門別に低所得農場の存在状況を分析し,次のように述べている｡ ｢解農業におい

て低所得層の割合が多く, 3万Ll.千農場ともっとも大きい付帯を占めている｡とりわけ加

工用原料乳供給者の5 9%が2千豪[')l以下居で,飲用原料乳供給者の4 9%と比べ特に悪

い状況にある｡例えば, 1 950-53年期に2千rJl以下漕が合体の42%であったのに

対し, 1 960-63年期で依然として48%存在することを見てもわかる｡牧羊業にあ

ってば,低所得農場数の年々の変動が著しいが,もっとも恵まれた年できえl方2千の低

所得層が存存した｣ (注3) ｡

こうしたMckayの推定に対し,彼白身が予想したように,いくつかの反論がよせられた｡

B.R.Davidson乙ま居場所得では6 0 0葛㌔しの水準が都市労働者の其木賃金1千5 /I ()凄r)しに

相当すると主張している(注4)
｡これ乙ま農民,都市労働者の倖屑費,食料讃の遭い,農

民に対する税ヒの優遇将軍などを考環してのことである｡その結果navidsonは低所得農場

は全体の1 0%足らずしか存在せず, Mckayの20-3()%という推定は過大なものであ

ると批判している｡

またJ.B.Sl.andenは低所得層の割合を1 5-200/oと見積もっている｡ (注5) ｡ U.F.

Mus(g,raveらもMdくayの情牟過大であるとし, 1 9%という数伯を主張しJた(措6)
｡その

航跡として,家族労働相珊が費用と見なきれていること,家族数による謂繋がなきれてい

ないこと,農外所得が無視されていることをあげている｡家族労働確酬や農外所得は,小

規模農場や焦約的農場にたずざわっている農場にとっては車要な部分であるからであるo

たlノかに農場所得キどのように定燕するか(ま難しい閏謂キ乙まらんでいるo BNT.の調香和

牛青ば家族農業経常としての農場の鞍芹件を問石部こしており,農家の鞍析水準剛本を宙接

問穎にしているわけではない｡ヰ)tノ後者牟某準にするならば,当然農外所得や貰拡労働確

酬を含めた農場所得を問罪にすべきだ､ろう｡しかし,農外所得に関する今岡的な調喬はな

きれていない｡したがって, Mckayの定義壬ま71.会学的な意味での令嗣ではなく,農業部門

の年産性を表現する農業所得を某準とした低所得と坪解されるペきものと言えよう｡

ただ農家の実所得を高めている賛同とされる白菜消jf!.什向け,家賃,税卜の簡沸措帯,
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資本利得などについても,実際にどれほど影響を与えているのか議論の別れるところであ

る｡ Mckay自身も,アメリカの研究に基づき,それらの影響t.t減少してきており,オース

トラリアでは地域差はあるものの, ∈剥ぎ栴弄∈まないとしている(措7) ｡

これらのことを勘案するならば, Mckayの供所得層の割合に関する推定値も,社会学的

な意味でも実態と大きくかけはなれたものではないと言えるので己まないか｡

以上のように論争自体は,主に磨村における低所得問讃の存否i低所得層の散開をめぐ

って行われたわけで,低所得間瀬の淵源,暦史的子軍票についてはなきれなかった｡しかし

こうした問題を含みながらも,この論争は1 960年代の農業部門における低所得問題の

いくつかの局面を明らかにしたと言えよう｡

1.オーストラリア農業においては,総所得,平均所得7?.見る限り,非農業部門とほぼ

同水準であり,他の諸国で見られるような襟刻な農業間謂は存存しないように見える｡し

かし農場ごとの所得格弄が大･きく,かなり0)低所得層が存在する｡(注8) ｡

2.平均所得は,小麦,牧羊,肉牛部門の高所得居によって影響を受けており,幣農,

果樹部門に低所得層が集中している｡

3. 6 0年代に所得状況が改善されたのは小麦部門のみであった｡

5 0年代から6 0年代にかけて,先進資本辛轟諸国はあいっいで農業基本法を制定t.ノた

那,この日的は各同間に多少の美津キ含みながらも,某本的には)?F/:T.間のJt荷作掃芳一農

業における低所得問題の解決をねらいとした構造改発政策を軸としていると言克ようoオ

ーストラリアでは,こうしi7.農苦茶本心こ当たる法得ミま今日に雫るまで制定きれていない｡

こうした法律を持わない所にオ-ストラリア農業政策の特徴を見い,Liiすことができると言

えるのだが,この時期に農村再建政策に某づく構造改苛政等への転鞭が準備されわと言え

る｡低所得問謂論争が,この転按をうながしたlつの大きな賛同であったことは,疑いヰ)

ない事案であろう｡

第3節 70年代における低所得層の動向

7 0年代に入り,令嗣間男に関する本格的な調香研究横間として｢令嗣に関する調香委

員会｣ (The Comission of Inquiry int.o Poverl.y,別名 ヘンダーソン委員会)が設q.

された｡この委員会は農繋部門のみ牟対象としているわけではなく,またその視点卒)社会

学的な意味での貧閑にある｡しかしその調香紡黒ば, 7 0年代前半の農村における低所得

層の状況を概観するために有効である｡

I 975年に公表きれた報常幸によれば,質問ライン以下の非常に貴国な暦は,農民,
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日営業者,若年層を除く391万6000世帯のうちの10. 2%であった｡貧困ライン

とは政策的援助を必要とする層を耶据するために定義されたもので,このライン以下は｢

非常に貴国｣
,ラインの1

00%-120%の層は｢やや貧岡｣
,両者をあわせて貧困層

としている(柱9)
｡また貧閑の広がりは棺桶畏を調号した後の数倍に茶づけば,

｢非常

に貧困｣ 6.. 7%･, ｢やや貧困｣ 3. 0%,合計9. 7%になる(兼4-3)
｡一方農家

については, 24万800世帯中1 2. 8%の農場において所得が貧困ライン以下にある

と推定している(表4-4)
｡この場合の所得には,家族労働報酬や農外所得が含まれて

いる｡さらに所得が令嗣ライン以下で,同時に,自己曽木(net worth)が3万l千蓉[')t未

満の層は,全体の7. 8%存在したという(蓑4-5)
｡調奄年次である1973年は,

農務物価格水準も相対的に高く,早魅など襟刻な日照災軍も弱っていないことから,農民

にとって良好な年次においてさえ雇用労働者以上に農民の間に,貧困の存在が見られると

いうことが言えよう｡

このことば他の研究によっても実証きれている｡納所栢にもとづいたVincentの研究に

よると, 60年代終わりから70年代初めにかけて,農村における低所得層割合u20-

30%に達している(注1 0)
｡第2節でとりあげた60年代についての研究と供所得の

其準が異なるので,これキ≠)つて70年代において低所得間男が改膏されたか,あるいは

悪化しているのかは明らかではないが,少なくとも70年代初めにおいても,かなりの農

場が低所得問題牟かかえていたと言うことはできよう.

それでは,こうした低所得層の核をなしているのはいかなる部分であろうか｡ ｢貧困に

関する委員会｣の輔告によれば,低所得農場のうち日己半本が3万1千毒r)し未満の1方f3

千900農場の23%は, 60歳以上の農民が鮮常幸である農場であり, 37tyo乙ま準商業

的農場であった(拝1 1)
｡つまり老齢層によって締常きれる屠場と,準商繁茂喝が低所

得層の核をなしていると言えよう｡和浩で乙.tこれ以.卜詳細にこれらの農場について言及し

ていない｡ただこれらの農場が不充分な農業所得しか得ていないばかりか,農外所得車)L.'f

た帝めて少ないと指摘している(注1 2)
｡アメリカにおいても低所得)e場の54%まで

が, 65歳以卜の老人締常農場であー)たときれている(拝1 3)
｡しかし低所得層に老人

緑営農場が多いことは,低所得問題の原田というよりすごしろ結果であると言っ別まうが適

切であろう｡つまり｢農業者の高い平均年齢は,しばしば不満足な農業構造の市様な折果

である.jと考えられるからである(注14) ｡

また低所得層の特徴として, ｢貧岡に関する委員会.J和浩は,樗端な卿或的偏布の事実
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蓑4-3 低所得世帯の割合(非農業部門)

(注) 令嗣ラインの定義は, p.69を参照のこと｡

(資料) Commission of Inquiry into Poverty,.Poverty in,ー.Austr?Ii_a,1975, p.15より

引用｡

表4-4 低所得農場の割合

(汚)所得Aば,農場現金収入から現金貰汁牌引尊,農外所得を加えた領｡

所得別ま,所得Aから資本的支.'i]を引いた帝｡

現金支.'T,にば貰払い利子を含むが,締常幸および家族常闇川こ対する支払いもま冷まな

い｡

(S,料) 表4-3と同じ｡ Vot.2, p.102より弓偶｡
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表4･-5 日己S.本絹別低所得農場訓令

自己資本頼

(千豪[')l)

0--9. 9

1O-30. 9

31-70. 9

71--

一員困､

∩-.20%

‥実数
割合

4. 2 24

5. 9 34

3. 3 19

4. 0
.23

17. 4 100

_.,___.____..___ H_-__-._I_.単位_1千農堤II,Yo)

インに対する

.'iO-l
OO%

_真数
割合

2. 7 20

6. 1 45

2. 9 22

1. 7 13

13. 4

､1()0

(資料)蓑4-3と同じ｡ p.179より引用.
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6. 9 22

12. 0 39

6. 2 20
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を明らかにしている(注15)｡例えば

1) Q 1 d州における低所得離農場の割合は22%であるが,これはオーストラリア全

体の低所得酪農場の5 2%にあたる｡

2) NSW少朋ヒ部地域の俄所得酷農場の割合は7. 5%ほどであるが,同地域の肉牛飼

養農場の低所得層は3 0%にのぼっている｡これら肉牛飼養農場の多くは,酪農邪
l+

J JI

円から転換した農場である｡ちなみに, 30%の低所得肉牛飼養農場は,オースト

ラリア全体の低所得肉牛飼養農場の3 0%にあたる｡

3) Huon VaHeyでは, 1 4%の果樹生産者が貧岡ライン以下であり,きらに日己資本

が1万r3y')l以下の農場が1 0%存在した｡

4) NSW州北部地域のバナナ生産者2 0%が,所得と資産の点で問題がある｡

またこれらの単産のうち兼業労働に従事している者はいなかった｡これミま老齢など

の坪由によって,雇用横会が得られないためと思われる｡

以Lのように, 7 0年代前半においても農業部門に非農背部門を卜阿る低所得層が存在

しており,その多くが老人,準商業農場であった｡また特徴点として棒端な特定柵域,那

門への低所得層の偏在が指摘きれよう｡

第4節 低所得農場の諸形態と構造問題

これまで明らかにしてきたように,オーストラリア農業もかなり深刻な低所得問題をか

かえているように見えるわけだが,ここで抹還しなければならないのは,農場所得の年々

の変動が非常に大きいという事実である｡これはオーストラt)ア農業が,日然災軍や国際

的な市場価格の変動に影響されやすい体質を持っていることに帰関する｡大規模農場であ

ってヰ)軍熊や市場価格の暴滞によって,一時的に非常に低い所得しか得られないこともあ

る｡したがって一時点だけをとって低所得層の別命を云々すること乙漢,事頂のTF.I./Ll認識

に乙まつながらない｡

例えば納税爾に某づいた1 968年から7 2年までの低所得農場に関する研究によれば,

5年間のどの年次においても,.全体の20-29%の農場が低所得であった(注I f弓) (

表4-6)
｡きらに5年の期間中,一度でも所得の低かった農場の別命は4.3%に達し舟｡

しかし5年間を婦t)て所得の低かったの(ま4･. 1%にすぎず, 3年以l-A.低かった農場でも

1 6. 8%となっている｡逆に5年間のうち1度のみ貧開ライン以下であった農場が1 8.

3%存在した｡また5年間の累計所得の点で低かった瓢今は, 1 4･%であった｡きらに蓑

4-7に見るように,ある年次に貧岡ラインの80%以下にあった農場が,次の年に貧岡
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蓑4-6 州別低所得農場の年次的変動

. _ _ _ ‥
L"ii_i:1'.(:Y.)

‥S,1.__
WA T.･1S. JT-:_円

0 回

l 阿

2 回

;3 回

4 回

46.9 59.9

16.5 17.3

】4.4 9.9

9.4 6.0

5.4 4.6

45.1

18.3

13.3

I().6

7.3

54.f! 49.3 42.3

22.2 20.9 25.4

10.9 12.7 ‡5.5

5.4 12.7 2.8

4.6 1.5 5.6

53.1

18.3

ll.8

7.7

5.()

7.:‡

_2"._:3__
5.(;
‥

.1.1 :‡.O ぎi.5
_､4.
I

(注) 頻度とは, 5年間に,･t:-f!,･i'..?i所得が貧困ライン以下になる同数である｡

(資料) D.P.Vincen七,"Econom卓c Aspe(:T,s ofド;汀m Poverty''"A.I._J,A,.E.
,Vo!.20,N().2

i97t';

P.i.17より弓け召｡

表4-7 低所得農場の移動マトリックス

t年における貧困ライン

i_E対する農場所得の水準

<R()Ⅹ

80-99.9

1001119.9

120-129.9

130く

t + 1年8.這おける豊艶ラインに対すーる居場所得の

_<BO芳
80二99.9_

,_100-119,9"_A_20て129.9
13.0<

0.50 0.08 0.06 0.03 0.33

0.34 0.H 0.】1 0.06 0.38

0.23 0.11 ().12 0.06 0.49

0.20 0.09 0.11 0.06 0.49

0. 09 Op._Q.3
_0.
0年

_,..ー-j).._O2_肝【_._._--_〟._0ー.
82

(注) 1968-72年の数値によるもの｡

(資料)表4-6と同じ｡

-73-

水主



ラインの1 3 ()以ヒの所得を得る可能性も高く,農場所得の年次変動幅が大きいことがわ

かる｡このように1 4%の慢件的な低所得層の存在は小きいものではないが,一時的な低

所得もかなりを占めると言えよう｡

一般に慢性的な低所得は小規模農場に多いと考えられることから,大規模居T.罷られる

低所得は一時的なものである可能性も高い｡ 1 969-72年において, 6千74 1の牧

羊場が3千豪[',-以下の所得しか得ていなかったが,そのうち0)4千7 1 0農場は4万豪㌔L

以ヒの自己資本を有していた(注1 7)
｡この数怖からFracis

らは,本来の意味での低

所得層は6千741農場のうちのl/3程度と推定している(注18)
｡またV

j
c.州の

多雨地帯に属する2つの牧畜叫域の調奄結果によると,多くの農場が所得の面で非常に低

いが,自己資本が同様に少ない農場∈ま少数でしかない(注1 9) ｡ 以上のように低所得

農場の惟格も一時的なものと,傑作的なものとに拝介きれる｡この点をふまえて･r貧困に

関する調養委員会｣は低所得農場を3つのタイプに分けている(注20) ｡

タイプA :不充分な+.地,資本,労働力のために低所得しか得られない農場で,この

場合は価格や(日然環境など)生産条件が満足すべき年次であってきえも充

分な所得は確保できない｡

タイプB :炉期的な価格下滞や日然災害によって一時的な低所得におちいる農場o 4･

万苛[')l以Lの日己資本を所有する農場の多くはこのタイプに屈する.

タイプC :ある特定の部門に広く存在し,長期的,構造的な件質の低所得｡

前述したようにタイ7'Bの低所得ば一時的な卓)のであり,それに屈する農場は充分な笥

本を有しているので,一時的に問難な年次をのりこヌることができよう｡しかしこうしノた

タイ7.の農場も,鞍岸と価格条件の悪化の中で慣特約な低所得に陥る危険悼も高いと言良

る｡このタイ7'は牧羊場や北部の牧牛専門農場に興耳-).P勺に見られるが,前者の場糾ま6 0

年代終わりから7 0年代初めの価格低滞時に,多くの農場が低所得問謂に両面したこ?I:ら:.i

前述した通りである｡こうした農場の中に乙.i牧牛業へ転按をはかったものが多く見られた

が,. 74年の肉牛価格晃滞によって締済的なダメージを一層受ける結果となった(拝2 I)

｡牧牛場の中にもこの時の暴落によって破発したケースがかなりあったと言われている｡

こうした危険作を回避するために,価格,所得維持のため,政府介入希求める声i)稲く,

牧羊部門では,
.1
970年に支持価格制が導入ざれた｡牧牛,W門において尋)こうした政府

介入の必平作が論議きれたが,大規模農場が多く伝統的に政府介入をきらう体質が弓宅机1こ

とから,現存に至るまで市場への介入は行われていない｡しかし1 977年にはそれまで
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のミートボードを食肉畜産公社(Austral ian Meat and Live-Stock Corporation)に改,W

し,オーストラリア内外での食肉販売力の職化を阿った｡

一方タイ7'Aの低所得農場は,桐密植民計両(C一oser
Se七tlement Scheme)によって創

設きれた農場に多く見られ,タイ7.Cは幣農,果樹部門に多いとされている｡研究構民計

両は,両大戦間期および戦後にわたって主に退役軍人を対象に行われた退役軍人柿民計両

(uar servi'ce Land Se七tlement Scheme)として知られているが,もともとは1 850年

代のゴールドラッシュ以後の大農場分割運動に始まっている｡つまりゴールドラッシュに

よって国外から流人した労働者の就業の場として多数の小農甥が創設されたのである(拝

22)
｡これらタイ7'AとCの農場は重複している場合がかなりあると推察きれる｡研究

植民計両によって創設された農場は労物質的的な常農形態である幣農や果樹部門に多く屈

しているからである｡

酪農部門に多くの低所得農場がみられるという事実は,他の西欧諸国と共通しているが,

その押由の一つは労働集約的であることから小規模居でも再見に参入しえるという点にあ

ろう(注23)
｡表4-8,表4-9で明らかなように,酪農家の資芹状況ば仲部門に比

べて令っている｡特に十帥評価額を除いた喝令は, 1/2から1/3以下でしかないbこのこ

とが所得の低1.S件に結びついていると推測きれる｡

慢特約な農苦低所得の核と考えられる冊農繁らま,渦去2 ()年間のうちに板床的な変化顕

せまられた部門である｡英国のF:C加照に,kって主要な輸出先を失い,その卜周内市場に

おいてもマーガリンなどの代帯品の普及などで需要の停滞に両面している.政府uすでに

1 9 60年に,諮問委員会から市農業に対する構造改革の必要性を答申きれている(注2

4).実際に蓑4･-1 0のように特薦場数の減少は急激であり, 1 95r;年から79年の

間に約]/5までなってしまった｡特に小規模層の減少は激しく, 1 9所以下層では, I/14,

49頭以下居で尋)1/9となっている｡また分弼茶軸のL.昇も急で, 70年代に入ってから

は200頭層までに育っており,階層分化の激しきをうかがわせる｡

70年代からは連邦政柄による構造改再政苛も開始きれ, 1 9 70年には前述のように

5年間の計両で限界竹腰場再建計丙(Margina=ai ry Farms Reconstruction Scheme以

下M. D. F. R. S. )が施行きれた(注25)
｡これは小椋梯幣農場の売却斡旋卜そ

の購入のための低利融資(2年拐帯, 25年償還,年利6%)を骨子としており,農場併

合によって年産件の高い幣農場を卑み.I+.すことをねらいとしている｡ 1 97/1年7月まで

に1千1 36件の応募があり,うち576件が承認きれた｡これらの農場に対し,統何で
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表4-8 農業地帯別平均農場の財務･経常状況(南部乾燥地帯)

南部牧畜 小麦･羊 肉牛･羊 飲用原料乳 加工用原料

"_‥_ . ‥ ..__地帯1973-6
地帯197316 地帯197316 地帯)97卜4 地帯197ト4

農場面積(トカー) 58,244_ 2,728 1
,634

羊頭数 (頚) 5,105 I,690 2,000

肉牛頭数(頭) 332

乳牛頭数ー(頭)

総資産(除土地,豪らt) 150,359

総資産(含土地,豪T{11) 238,498

捻収入(豪Fll) 54, 1.44

総費用(牽['11) 34,334

農場純所得(J3y')I) 1.9,81.0

(膏['It).,"ー.__. 21
,212

93 173

374 3:34

118 1_1l

73,521. 70,762

】ー63,209 175,049

39,676 27,0糾

22,574 17,538

17, 1.02 9,54r)

18,681 1J,125

42,250 43,257

159,73】 10(),520

21.
,RO8

17,677

15,057 1】
,652

6,751 6,()25

8,234 7,508

(資料) B.R.r)avidson,European Far_minlq in Ausl,rat ia.,EIsevier,1.9日l.,pp.402-3より

作成｡
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表4-9 部門別低所得･俄白己資本農場数

凝嘗部門

酪 農

肉牛経常

羊飼養及び･あるい8.i

小麦栽培

集約農業(果樹･野菜)

その 他

不 明

一合 _
計

(注) 所得A, Bの定義は蓑4-4と同じ｡

(哲料)蓑4-3と同t;｡ Vol.2, p.103より引用.
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表4
- 1 0 掃義頭数規模別酪農場数の推移

年次 -19頭-49-99-199200- 乳牛飼養農場合計

農場数

1956 66,73926,42530,077_9,4448 l33,507252,84

1960 55,47122,44628,90910,l3490. 117,869252,24

1966 23,39914,85924,57212,899l,35 77,079252,16

1971 14,8888,10316,06113,6802,20 54,941249,49

1974 l1,1134,91811,18613,1622,731 43,110240,57

1976 8,8833,6258,91212,7463,lO 37,274219,22

1980 4,3912,3706,45110,2072,60 26,025190,93

1984 3,958l,9334,9589,7663,l5. 23,770178,7ll

(資料) BAE
,.S_垣土isiiialA蔓由鮎止Ll_地S_t凸,

1980

BAE
, D_aLry_iD_gip_d_9_a.也.P〔O_d.g_CJB

～A_u.S吐虹_LaJB7_Fc班,
I98 1より作成｡
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1490万豪ドル, 1件当たり2万5千800豪ド)i,の融資がなされた(蓑4-1 I) ｡

また1974年にはM. D. F. R. S.の役割を鮮承発展させるために幣農訴繋計両(

The Dairy Adjustment Program以下D. A. P. )が発足し,承認件数5千69 1作に

対し総領3千890万豪ドル, 1件当たり4万9千豪[')lの援助がなきれた｡ D. A. P.

でtま農場規模拡大促進だけでなく小規模層の生産性向上のため,よりきめの細かい施策が

打ち出きれた｡例えば承認きれた件数の約半数は,クリーム出荷から原乳形態での出荷へ

の転授のためのバルククーラー設置に対する援助であり,また3割は運転資金援助であっ

･た｡
1 977年には,他部門の構造改善政策である農村再建計画(Rural Reconstruction

Scheme)とともに農村調繋計画(Rura一 Adjustment Scheme )として統合されわ｡このよ

うに7 0年代以降,低所得問掛こ対する認識の深まりとともに,構造改善政策が牢備きれ

ていったが,全体としてその効果がどれほどあったかは疑問視せざるをえない｡例えば1

970年から74年までの問にNSW州内で3千244の酪農中止農場があったが,その

うちM. D. F. R. S.によったものはわずかに80にすぎなかった(注26)｡ある

いは政策の徹底という面でも, V i c.州で1 976年においても依然略農場の新設が認

められているというチゲハグきも指摘きれている(注27)
｡むしろ多くの鞍農民は市Lit35･-

条件の悪化の中で,政府の揺助なしに白.i.附こ価格の良好であった肉牛部門に転検してい

ったのであり,その結果は前述したように肉牛価格愚滞による一層の締済的岡窮であった｡

また離農部門にとどまった農場も決して所得問題を解決したと乙ま言えない状況にある｡蓑

4- 1 2に見るように, 1 974･年においても2千葛['Jし以下暦が依然2()%存存すること

で,このことば首肯できよう(注28) ｡

｣.R.Bellerbyは『農業と工業-一相対所得』の中で,誘関所待比率が例外的に高い同と

してオーストラリアとニュージーランドをあげている(注29)
｡この高比率の押巾とし

てr農芋が競争力と市場支配力とにすぐれていて,拡大を続けている国において乙.t労働力

需要が農業の什事に特に魅力を感じている人々をすべて吸収するに充分なものと'なるjと

述べ,農箕の高い年産件に注目している｡しかしこれまで見てきたようにオーストラリア

においてもすべての農業部門が高い競争力を弔しているわけではない｡大規模,粗放的な

土地利用型部門一典型的には北部地方の肉牛芹β門一にむしろ限られていると言えよう｡低

所得農場を多くかかえている帝農部門はニュージーランドに比べ埠岸件の面でかなり令-I)

ており,またバナナなどの果実生存者は熱帯地方の7'ランチーションと比べれば国際競争

力を持っておらず,内需車体巧!-?.産業への専云授を迫られているか,その柵付孝枝け汁'.せずに
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蓑4-1 1 幣農業における構造改善政策

_ __ _ー______.__単位(件,子安[')i

___._応募件数
帯奄件数

._/承認件数H

限界帝農場再建計両

農調繋計両

(A)バルククーラー導入

(B)合併

(C)練習改善

(D)経常転按

(E)工場援助

(ド)緊急資金援助

(G)職業訓練等援助

_.,,令__ __∴.___"計"

1, 136 1, 129 576 lLl-,
(qf38

3, 033 3, 029 2, 514 14･, 591

554 547 331 1(), 657

1, 201 1, 172 765 4, 874

120 1 I 9
.103

407

17 16 1::3 2, 192

2, 938 2, 888
.1,
961 6, 15壬‡

I.__i+7ユ=
8_ 6≡

5 4 2()

+7ユ
868 7, 776_I___I)_1 6131 38,至i99

(揺) 数伸ば1970年から197r;年までのもの.

(資料) P.ThreTfaH
,"Government

Reconstruction and Ad､il.JS七menl,Assistance Measure

in七he Australian Rural Sect,or'',a.R.A.F:..1977,No.3, p.1日4より引用.
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蓑4- 1 2 所得階層別慌農場割合

ー農場所得_
-

0豪[')i

-1, 000

-2, 0()0

-3, 000

-4, 000

-5, 000

(5, 000←)

-6, 000

-8, 000

-10, 000

000-

. _ …_ _ _､"____単怖く%) . .

1964年
.
1971年 1.974ff.

14

19

22

14

10

7

14

13

14

l朽

(注) 各年度とも表記年度を最終年とする3ヶ年平均の数怖を蒜にしている｡

(資料) RAE,.Th.ey加Stralfan
TDairyfarmin.q _Ind_ustry,1975,

p.38より作成｡
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いる｡急激な階層分化にもかかわらず,なお特定部門,
･地域に低所得が存在するという事

実は,資本と労働力の部門間移動が,掛ヂられていることであり,構造的問題であると言

えよう｡

囲4-3に見るように農場数の減少は緩慢である反面,農業労働力乙ま 急激に減少して

いる｡これは雇用労働力の排除を某国としているが(注30)
,機械類等を中心とする技

.fd

術進歩を媒介とした大型家族農の形成過程と言いかえることもできよう｡そうした動きの

中で,農村部における低所得世帯(非農業)の割合は14. 4%と,シドニーやメルボル

ンといった大都市の7-9%に比べ､格段の高きとなっている(蓑4-1 3) ｡

確かに他の先進国に比べ,オーストラリア茂澄における低所得間男は,低所得の得度と

割合において軽く,過大視すべきではないと言えるかもしれない｡しかし歴史的な七地制

度のくびきから自由であるオース･トラリア農業も,先進tJ#.本手義同に共通も見られる構造

閉講から決して日由ではないという事実は,農業問是頁の発生を考える上で,考居きれるべ

きことであろう｡低所得農場問題の革靴ま,茶本的には農業部門における過剰労働力の存

在であり,農外部門の雇用吸収能力が不充分であることと指摘できよう｡しかしオースト

ラリアの場合,農外部門を含めた世界締折への依存度の高きが国外における農業問題を卓)

内在化きせぎるをえなかったと言えるのではないか｡
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囲4-3 農場数と農業従事者数の推移

単相(千農場,千人)

1954-55 1960-61 1966-67 1972-73

(資料) G.Let七e,''Number of Farms and- Farm Work-force in Austra=a",

_qiRiu.,1979,
Vol.1,No.2,.p.149より引用｡
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表4- 1 3 都市部と農村部における低所得層の比較

シドニー

メルボルン

の他の大都市

間柵帯

封吉良く非農家)

_一計

世帯数

__I_ー(千世帯).

936

776

853

365

.m _I_｣∋旦旦-"___

__.3,tー..9ー1
6

0二.10_0_ー_%

8. 8

7. 3

9. 4

1(). 4

.1.4.."Ll ‥

._1
_ Ou...,
qー_2,_._.A

(哲料) 蓑41-3に同じ｡ p.26より引用｡
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0. f3

_____.7.._.8
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86. f3

83. 5

f31. 4

.ー_7_.4
±.__

_8.

β
_I2_.,...IO___
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注1) D.H.Mckay,''The Small Farm Problem in Australia,''阜,_J.A..E.,Vol.2,No.2,

1967

2)当時の統計では経常単位として農場(Rural Holdings)が用いられており,日

本における｢農家｣とは概念ヒ異なっている｡しかしほとんどの農場は,いわ

ゆる家族農場であるので,近似的に用いることば許きれるであろう｡

3) D.H.Mckay,Op.°it., p.16

4) B.R.Davidson,''uelfare and Economic Aspects of Farm Size Adjustment in

Austral ian A8r icu 1ture,''嵐旦ユ_回オニ.A.上う__t]_ア農業鮮演学会報告更意19(37

･p.143

5) J.B.Standen,''The Confl ic上 between the Papers by Mckay and Davidson,''

策_I.1.回オ..TT_ス_トラーリア農業経済学会報告要旨,1967, p.1_58

6 ) M.ド.Musgrave 良 others,.Fi n.a.ロCj_如,__.A【speMCisI._､P.i_Rリr?し_P9V.e.rty,Commission

of Inquiry into Pocerty,1975, p.10

7)アメリカにおける論争については, R.E.Martin拓,.A Survey of AtqricuT.1.u仁al

Ec9.PQ_mRi_cS.⊥i_ter_al,ure_,Vo7.3,Univ.ofMinnesota Press, 1 9 8 1年のPartl

The Economics of RuraT Povertyに要領よくまとめられている｡ Mckayが根拠

としたのは, Gale Johnson,8ale llal,hawayの研究で,それによると農家所得は

58年では非農家所得の65-70%に等しかったが, 63年では88%にま

で格弄が縮小している｡オーストラリアでは,農村部における教育3B.の高き.な

どからNSW州丙部地域や, Ql d州の内陸部でば,むしろ1 00%を越えて

おり,南部の析宵柄民蛾域(C一oser Settled Area)では1 00%を若干下回わ

る水準であると推定している｡

8)グループごとの所得格差を示した岡は,課税対象者をもとに作成されているの

で,以下のような点に注意を払う必要がある.オーストラリアでは納税領串少

なくする目的で,夫婦による名目的な共同締常農場(Partnership)が増加し

ている｡したがってl農場に複数の対象者が市布すると思われる｡このことば

(1)所得を全休として押し下げる｡ (2)低所得層は,偶人経常農場のままなの

で,共同締常制の増大で中間層が増える統果となる｡したがって稀弄ば本来よ

り少なく蓑きれていると推測きれる｡

9) Comml'ssion of fnquiry inl,o Poverty,Op.°it.,pp.13-14
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標準世帯(夫婦と子供2人)の貧岡ラインは, 1 973年i3月現存で全国平均

所得の56. 5%水準(週給62. 7豪ドル)の所得額と定義きれているo

1 0) D.P.Vincent,''Economic Aspects of Farm Poverty'',むJ.A.E.,Vol.20,No.2,

1976, p.105

1 1 )準商業農場(Sub-commercia一 Farm )の定義は,粗収益が2千豪ドル以下の農

場である｡

I 2) Commission of (nquiry I'nto Poverty,Op.cit., ･p.180

I 3'0[CD農業委員会｢OECD諸国の農業低所得問題｣ 『のぴゆく農業』 No. 1 92,

1964, p. 13

14)同上｡ p. 13

I 5) Commission of Inquiry into Poverty,Op.cit.,pp.18卜182

1 6) D.P.Vincent,Op.°it., p.10f3

1 7) U.ド.Musgrave 良others,Op.cit., p.8

1 ‡弓)Commission of Inquiry inl,o Poverl,y,Op.cit.,Vol.2, p.1()2

1 9) u.ド.Musgrave 良others,Op.cit., p.68

Dundas蝿域(V i c.州)の調奄の結果, 1967年から72年までに現金余

乗咋‡(現金収入一倍還金一資本的支.+.)の点で貧困ライン以下の農場が4 8n/o

あったが, 73年1月現在日己曽木が4万寺F)l以下の農場は1 3. f;%にすぎ

ない｡

2O) 'J.ド.‖us.q,rave 良 others, Op.cil,., p.9

2 1)拙稿｢オーストラリアにおける肉牛鞍芹構造｣無芸終済研蒐笥52別早,

1981, pp･ 170-171

22) K.0.Campbell,''Land Policy'', 0.R.Ui=iams,縞ARr_icult,ure in.It,he,

.Au_st｢a7
fan Economy,Sydney Univ. Press,1970,pp.177-179

23)前掲｢()F:Clつ諸岡の農繋低所得問1T･.AJ p. 12

2 4) S.uadham 良 R.K.uilson,.lJand Uti=sat,ion_._in.Austral ia,Melbourne Univ.

Press,1964, p.153

2 5) P.Threlfall.,''Government Reconstruction and Adjust,men七Assistance

Measures in the Ausl,ral 青an Rural Sector'',Q.R.A.E.Jl.977,No.3,pp.l.77--)A()()

幣農部門と.86.んで慢件低所得部門である･果樹部門においても, I 9 7 2年に果

-f!6-



群生産再建計両(The Fruit.growing Reconstruction Scheme)が施行きれ, 1

976年末までに, 394=作に対して45 1万3千733)=*F)iの援助がなされ

た｡

2 6) R.N.Richmond,''Dairy Reconstruction, Some Comments"',R拙A_,.E.
,44(I/2),

pp.44-46

2 7) G.U.Edwards 良 A.S.1N'atson,''Agricultural Pot icy'',F.H.Gruen編.SE_)ry_e.y__Of

Aus七rAl i蔓叩EcQnOmi.c_s"George Al len & Llnwin,1.978, p.192

28)表4- 1 2は所得のみで資産状態ば考居きれていない｡したがって前述したよ

うに一時的低所得農場を含んでいると思われる.しかしこの場令, 3年平均の

所得であること,幣農部門は.郎也条件や価格支持政策の結果,他の部門に比べ

自然的変動や市場変化による所得の年次変化は少ないと思われることから,こ

の数値は構造的な低所得農場の状況をかなり正確に表していると考浸られる｡

29) J.R.BeHerby著,大川-司監修『農業と工業-一相対価格』慶応書房1958年

p.243

3 0) G.Let,te,''Number of Farms and Farm Work-force in ^ustral ia'',a.R.R.E..,

Vol.7
,No2,1979,pp.1471150
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第5章 構造変化の要因と政策対応

第1節 本章の課題

離農業は前述したように,大戦間期に既に農業問題をその内に抱え込んだわけだが,戟

後に至りその全面的な発現をみた｡それは低所得問題を軸とする構造変化であったのだが,

とのことば酪農から肉牛部門への大規模な部門間移動をもたらした｡本章で乙ょその背後に

ある市場と酪農場の動向を中心に概括するとともに,離農業内部における構造変化への政

策的対応を分析したい｡

戦前における過剰生産と価格低落による所得間謂は,戦時需要の創出によって一時的に

隠ぺいきればしたが,当然のことながらことの根本的な解決にはならなかった｡戦時需要

喪失とともに,戦後のしばらくの時期を除いて,退役軍人棉民計画などによって増強きれ.

た生産力は,その発現の場所をむしろ狭められていった.それは一つにはバターに象徴き

れる国内消費の減退であり,きらに決定的であったのは英国の.E C加盟による最大の輪りJ.

市場の喪失によるものであった｡戦後における帝農業の急激な構造変化は,このような需

要面での変化を背景としている｡

第2節 酪農場の動向

ここではまず解農場の動向を肝握し,それをもたらした国内消男の変化を鞍乳牛岸の推

移を軸に見ることにより,オーストラリア幣茂澄の戦後過符をふかんし方ミい｡

オーストラーノアにおける農場数の減少はその仰の先進諸国と比べて概して緩慢で, 7 ()

年代までではほとんど変化がみられない｡それ以降の時期になり初めて減少傾向が現れる

が,それでも戦後40年間で約1 5%程度の減少でしかない｡そのなかにあって,酪農場

数は実に80%以卜の減少をみせている｡すなわち1 948年に1 4･万2千を数えた幣農

場数は, 80年代で乙.tわずか2万に過ぎない｡

こうした激しい減少傾向は,この部門の帯かれた環境の厳しさを如実に表していると言

えよう｡しかしこの酵農場の減少購拝も決して一様なものではなく,次のような3つの特

徴を伴っていた｡ 1つば,前述したような,特薦から辛に肉牛部門への転鞭であり, 2っ

日は,日給型飼養の消滅一商業的幣農場別命の増加である｡これら2つのこと乙tt節男とし

て飼養規模水準の急激なL昇孝幸)たらした｡ 3つRは,酪農場の柵域的隻中化傾向である｡

2つ目については,日家消費用に多くの農場で教頭飼いきれていたのが,農業鮮常の専門

化傾向の進展と,市乳の普及の中で,日給布目的としていた少部数飼養農場での飼養中1I･.
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が相次いだということである｡

例えば1 950年代の状況に言及した''The Australisn Dairy fndustryMによれば,小

規模層は概して大農場に属している傾向にあり,こうした農場にとっては酪農が収aS.の毛

体ではないとしている(注1)
｡このことから,

20頭未満層は本来の簡農場とは言えな

いだろうとしている｡輝かに蓑5-1に見るように20頭未満の小規模層のほうが,どの

州に於いてもそれ以上の中規模層に比べむしろ農場面積が広くなっている｡特にWA州の

ように, 1 -4頭の最小規模層の農場而朽が2
0 0頭以L.の最大飼蔑視輯層の面積を卜阿

っているといった棒端な地域も見られる｡ちなみに締岸牛頭数20頭という某準は,農業

締済局の酪農業調香確常幸に於いても採用されており, 2 0頭以卜層を対象とtJて幣農に

関する辞済調喬が行われている(附し, 70年代の調蚕で乙.i30頭を某準としている｡ ) ｡

2 0頭未満の農場数は, 3 ()年の問に約l/2()と幣農場合体の減少率(約1ノ(; )をは.るかに

凌ぐ減少率を示し,この折果少頭数絹幕規模層の占める位置は低下を続け, 7 ()年代です

でに締済詞奄の某準である3 ()頭未満層まで牟取ってみても,年乳鞍岸のわず-か5%に寄

与するに過ぎなくなっている(注2) ｡

このように少頭数飼養規模層は,必ずしも小農喝ばかりを意味するものでなく,大農場

も含んだ日家消費用飼葉を目的とした屑がかなり含まれていたと言うことはできるであろ

う｡しかしこのこと車)簡農場数の急激な減少を完全に説明しきれる車)のでばないこと乙ま,

明らかである｡仮に20頭未満層キ除いた幣農場教の密化草道ってみても, 5f';年からの

約3 0年の問に1/3にまで減少しており,幣農の収益に依存していた多くの農場が帝農か

ら仰の部門に移って行-つたことば前述した通りである｡乳牛キ飼養tノている茂甥訓介在見

ても, 50年代には50%を担える農場で乳牛が飼われていたのが, 1 f】日0=年代で乙まわ

ずか13%台にまで減少している(蓑5-2) ｡

一方,螺祥拡大も急激に進展し, 1農場平均飼養頭数乙.t1 956年の締岸牛26預,長

姉芹牛1 2頭からf!Ll-年にはそれ･ぞれ7f;頭, 37頭にまで増加している｡ i-･.向下向の!Ji

峠点も60年代までは1 00頭規掠であったのが, 70年代に入ってからt.t200頭に卜

昇しており, 200頭以.卜層の占める即今≠)1 ;-3. :亨%にまで津している.

3番目の形農,q.柵の集中化現象乙.i,日給,巧'j.?.可希農場の減少ヰ1貫?,響を与えていると考凍ら

れるが,幣農の収益件の低きが某木的な賛閃と言えよう｡一つにば,矧疾的に得度に適す

る降雨車の曽冨な紳帯以外は低い価格水準に対応できズなかったということである｡また

都市部への集中化の原河は,後述するように7 0年代まで乙ま加T.用原料乳孝幸)､つばらT.堤
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蓑5- 1解毒頭数規模別醇農場面積(州別)

(1955-56年)

単位(エーカー■)

NSWVic.QldSAW-ATas.
州

-4頭 336.8659.0437.2955.71,729.2307.

--9 328.3.777.6621.l1,159.3l,972.643l.

一-14 272.R622.0676.畠986.61,402.0436.

--19 226.3445.3446.9824.1982.9379.

--29 207.5345.0368.9656.1575.1270.

-39 223.l273.0328.6480.7433.2262.

--49 229.1232.8347.1426.9J394.426O.1

--59 271.l220.0389.9386.R433.5260.

一-69 311.8223.6441.0385.3487.6343.

--79 350.0230.0502.0383.95l().2423.

--89 374.0261.7605.7488.4569.9427.1

--99 449.328l.4656.2637.2616.9380.

--149 538.7352.0896.8708.5745.3583.

--199 836.5527.01,269.6872.51,047.1857.

200-- i,379.4896.71,899.32,220.01,511.01,loo.

(資料) N･T･Drane 良 H･R･Edvards,_T_短軸｣幽,F.V.Cheshi re,1961.

p.86より引用｡
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蓑5
- 2 飼養頭数規模別離農場指数及び構成比の推移

ー19頭 -49 -99 -199 200-

(1956-100)

乳牛飼養 農場合計

農場数

1956

1960

1966

1971

1974

1976

1980

1984

100.0

83.1

35.1

22.3

16.7

13.3

6.6

5.9

100.0 100.0

84.9 96.1

56.2 81.7

30.7 53.4

18.6 37.2

13.7 29.6

9.0 21.4

7.3 16.5

100.0 100.

lo†.3 110.

136.6 164.

144.9 268.

139.4 332.

135.0 378. 1

108.1 317.

103.4 383.

1956

1960

1966

1971

1974

1976

1980

1984

50.0

47.1

38.4

27.1

25.8

23.8

16.9

16.7

19.8

19.0

19.3

14.7

ll.4

9.7

9.1

8.l

22.5

24.5

31.9

29.2

25.9

23.9

24.8

20.9

7.1 0.

8.6 0.

16.7 l.

24.9 4.

30.5 6.

34.2 8.

39.2 10.

41.1 13.

100.0 100.

88.3 99.

57.7 99.

4l.2 98.

32.3 95.1

27.9 86.

19.5 75.

17.8 70.

単位(%)

loo.0(52.8) (loo.0)

100.0(46.7) (100.0)

loo.0(30.6) (100.0)

100.0(22.0) (100.0)

100.0(17.9) (100.0)

100.0(17.0) (100.0)

100.0(13.6) (100.0)

100.0(13.3) (100.0)

(資料) BAE,地主血』蜘he Dai ry ln地,1980

BAE , D_aicyjBglnd._迦山ツ}仁Qd_uc垣.A_uqsWa19B_Oq18_ 1_, 1982

BAE
,L地地k-Pr9d蜘吐出!旦7ia19.83116年,

1985より作成｡
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に出荷する原料乳供給農場と,契約に基づいて一部を飲用向け原料乳としてL+.荷する飲用

乳供給農場とに酪農場がわかれていたことによる｡つまり一般的に都市部に近い地域にサ

地している飲用原料乳供給農場は,加工用原料乳供給農場より高い乳価を受け取っており,

その分有利性をもっていたのである｡以上のように酪農の*.地は,気候的に特薦に遵tノて

いる沿岸部多雨地帯や,市場を間近にかかえる大都市,地方部市周辺部へと集中していっ

た｡それでは次に,こうした厳しい対応を幣農業に迫った背景を,需要の動向から探って

みることにしたい｡

第3節 生産,消-～ef.動向

酪農場の急激な減少にともなって,乳牛頭数や牡乳生産革も減少傾向にあり,現在でt.i

それぞれピーク時の1/2,3/4にまでになっている.参考に日本の場合をみると,幣農家数

では1/4となっているが,頭数では1 4･倍,生存革で20倍にまで増加しており,対,RE的

な状況を見せている｡特に鞍乳牛.岸葛はすでに1 977年に日本はオーストラリアを卜阿

るまでになっている｡それはともかくとして,頭数と生産黄ばともに減少を見せながら,

それぞれのピークは約1 0年のズレをもっていることに注目したい｡つまり頭数では, I

957年の5 1 2万頭がピークであるのに対して,年産革で乙.t1 969-70年の752

万キt/L克カi最高となっている｡このズレの賛同は,乳牛l頭当たり泌乳母の増加である｡ 5

0年代にば1千700-1千800.,).岸にすぎなかった.1頭当たり泌乱費は, 70年代には

2千700-2千f3()01L)'Lと乙諾ば1千tt花の増加を津成しているのである(蓑5-;i)
｡日

本に比べればいまだに低い水準ではあるが,完全碍夜放牧で,ほとんど濃厚飼料有給与し

ない条件でのことキ考漂する必雫がある｡

こうした泌乱費の増加をもたらした要田は, 1.ジャージー秤や汗挿からフt)-ジャン

挿への移行が進んだこと, 2.苧帥改良による良質粗飼料給与があげられよう｡こうした

生産件の向上にもかかわらず頭数の減少の紡果,現存の生乳年産黄ば5 ()年代水準にまで

滞ち込んでおり,鞍岸の停滞状況ば否&tt-I.来ない｡

このような牛黄の減少は,消.'e!動向に密接な関連があるとかんが凍られるo年利こ.+.乳利

用苛の過半を占めていた)†タ-消jI!.の大幅減少が大草な賛同となっている(珂5- 1 ) ｡

例えば50年代初めに.1 /lキr冶であっかバターの1.人当かり消費黄ば, 80年代ではわず

か41㌔糾こまで城主j引ノてしまっている｡

バター消費の減少をもたらした要田はバターからマーガリンへの消讃斉し好の変化があ

げられる｡この傾向(ま叶界共演の≠)のであるが,オーストラ[)アに特徴的な11h'.買としては,
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蓑5-3 締岸牛頭数とl頭当たり泌乳苛の推移

(1956-100)

一腰産牛頭数ー.(A)I

._…

_(頭)_I__
く括数)

3,403,507 100

3,243,472 95

2,90日,372 85

2,601
,308

76

2,37l
,327

7O

2,344,592 69

1
,92】 ,467

56

1
,829,891

54

J) 80Q
,.00O【_,

53

_1頭豊たり泌乳革(B)

(了;I./守) (指数)

1
,87訂

100

1
,97】

】05

2,236 】19

2,640 141

2,710 145

2,534 135

2,954 15日

2,848 152

_3tl些1 .._J_6_8"_I___

(資料) B.A.F:.St,ai,isJ,i,calHandbook of i,he.D_airy lndusl,ry.,19亨弓0より作成.
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囲5-1生乳の生産と利用の手尉多

千トン
8888

78匂8

6888

5切88

48白田

3田切8

2匂8切

18切8

8

先決1945-46 195日-51 1955-56 1968-61 1965-66 1978-71 1975-76

その他の加工品
チーズ

∈ヨバター
飲用乳

(資料) B･A･ E･蜘LBiaBg/bg_Q虹幽LD蔓j.,rLLnAu～Siry, 1980より作成｡
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生国においてマーガリンを多く使っていた移民家族の増加が考えられる｡また年齢構成に

占める若年層の増大や,価格の安きも-般的な要因としてあげられる.

5 0年代初めにおけるマーガリンの主な利用形態は料押用であったが,徐々にテーブル

マーガリンとしての用途が増え,現在では約70%がテープ)L,用に使われている｡例えば

シドニーの家廃を対象とした調奄によると, 1 957年には1 0%の寄席がマーガリンを

テーブル用として使っていたのみであったが, 67年には35%, 74年には74%へと

高まっている｡これは60年代に登場したソフトタイ7.の新製品の普及や, 7r)年以降で

∈まテーブルマーガリンに対する生産割り当て制の廃止といった要素も大きく作用している｡

ともかく,マーガリンの1人当たり消男尊は80年代に入って9キロ台を突破しており,バ

ターと完全に代替きれたと言える｡しかしそれでもバターの1人当たり消費養4. 3キ,.は

日本の7倍以Lであり,また卑乳利用におけるバターの蔓草恨も依然として高い｡

一方バター消費の減退に伴って,飲用乳の生乳処坪竜に占める割合は高まってきている

が,絶対苛ではイ申び悩みを見せている｡このため1 977年にはMilk instead l't (代わ

りに牛乳を!)キャンペーン, 78年にはVi c.州でBig M (チョコレートやバナナ喋

の7レーバー牛乳)キャンペーンを大々的に行い,牛乳消費拡大をはかろうとした｡キャ

ンペーンは評判をあつめ,牛乳消費を7%増加きせる効果があったときれている｡しかし

1人当たり消費黄ば,約1 0 0't)7で停滞を続けており,給電では人口増加!)',(研当の増加に

とどまっている｡

飲用乳,バターなどの消費が減退,停滞しているなかで消費畢を拡大きせているのがチ

ーズである. 1人当たり消費竜こま3キ､,台から7()年台に入って急増し,現存では約7キ､_.ど

2倍以Lになっている｡しかし最近で乙ま,ヨ一口､ソバ,ニュージーランドからの輸入が増

加しており,河内消費竜の約20%までを占めるに雫っている｡こうしたチーズ輸入の増

加の背景には,ヨーロッパからの移民の増大があると言われている｡ヨーロッパでの食習

慣やし好牟身につけた移民が,オーストラ()アでも絶同の喋串求めるというわけであるo

また移民以外の人々の,本物指向,肺来品好み車)輸入増加に一役買っていると見られる｡

例えばオーストラリア同内で単産きれているチーズは,チェダー,チーダム,コルビー,

ユダム,ゴーダといったセミハードタイ7.が全体の!‡0%を占めているが,ヨーロッパか

らの輸入物は,カマンベール,ブルーペインなど､ノ7トタイ7.が比較的多くな-)ているこ

とも,上記のことを幕付けている｡政府や業界もこうした消讃者ニーズに答える舟めに,

加工技術の向ヒが必要であると認めている｡
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しかし輸入の増加は,味や質の問題だけでもまない｡つまり価格面でも,輸入物に比べて

国産品は割高になっている｡輪人価格は為替相場の変動などの影響を受けるが,例えば1

983年ではゴーダチーズは1キt,当たり20ヤ,ユダムチーズtま1 F)120ti3'も小売り価格

で国産品が高かった｡ただ輸入品の価格の安きは必ずしも生産真の低きを反映したもので

はない｡確かに隣のニュージーランドは,酪農の生産惟が高く,生産費も約20%乙まど低

いと言われている｡しかしヨーロッパの場合は, ECの共通農業政策による輸出焚肋金の

存在が低価格での輸出を支えている｡

E Cは域内農業の保護の結果,過剰となった乳製品を,補助金を付けて安く輸出してい

るわけだが, 73年のイギリスのF:C加照でヨーロッパという最大の市場を失ったオース

トラリアにとって, ECからの輸入車の増加は二幸のダメージとなっている｡

第4:節 イギリスのF:C加W.と輸.Lh多角化

軽乳生産を減少きせている要剛ま,以上のような国内市場における消費の減退もあるが,

それ以L.に輪.+.の減少を忘れるわけにはいかない｡牛乳処叩苛栂帯で,矧H.の占める割合

は60年代のピークには40%近かったが,現在では20%如こまで落ちこんでいる(蓑

5-4)
｡生乳処押竜は,

19641-65年から1974-75年の10年間に約1 17

万一ン減少したが,このうち実に97o/oが輪.LP,の減少に負っている｡減少率を見ても,国内

消費萄ミま64:-f3 5年水準とほぼ同t)であるのに対して,輪,Lt-i竜で亡ま5 5%となっているo

輪,Lii革減退は, 1 973年のイギリスの.F:C加照に,tる影響が大きい｡イギT)ス加照の影

響を見る前に,まず乳製品の世界市場の特徴について概祝してみたい｡

隼乳の鞍岸はFC,ソ連,北アメリれオセアニアで全体の約2/3を占めている｡さら

に貿易に関してみればこの割合は格段に高くなり,例えばバターの輪汁iではt-･: (二,オセア

ニアで実に9 0%以上を占めている｡幣農は小農の農業部門として円本の米作に比肩きれ

るほど車帝な付帯を占めている. tノかし米と遭い,一般的に北懲‡世.野卑中心にIP'i屈しT:き

ており,商品としての牛乳は乳製品という形で乙.iあれ,世界商品としての件格を強く持っ

ている｡このことば,先進同における農業保譜政策とそれがIt.みだす｢河.剰Ⅰ問題が,世

界市場において｢解決｣きれようとする傾向が礁く,またそのための矛盾垂)激烈に1[,FT.れや

すいことを意味している｡

前述したように, F,Cは世界長大の乳製品の隼芹圏であるが,年産コスト乙まアメリカと

同様に高く,支持価格を意味する介入価格は阿5-2のように国際価格ち大幅に卜阿り,

2-3倍に達することが多い｡例えば78年で乙.iJ†クーで国際価格の4-. 3倍,脱脂粉乳
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表5-4 年乳の国内消費黄と輸出車の推移

ー_単位(千ナン)

ー.__.___.霞内消畏畢____._.wI_,ー._輸出革.___.__",_ー,～_合計.

M_裏毛_～..___指数__._ー"___M真星__.._ _指数 .ー._実費
指数

年 度_

1964-65

1969-7()

1974-75

】9日O-8]

4,625 1OO

(65苫)

4,834 1()5

(E;覗)

4,5日6 99

(77Ⅹ)

3,813 82

i75Ⅹ)

2,524 100

(35Ⅹ)

2,732 10日

(36Ⅹ)

.1,39日
55

(23Ⅹ)

I
,2日7

51

(25%)

7,I49 IOO

(100苫)

7,566 】06

(100苫)

5,984 日4

(100苫)

5,】00 7】

(100Ⅹ)

(資料) BAR,S.t如isl,ical Handbook of l,he Dairy lndusl,ry.,19耶より作成｡
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国5-2 乳製品価格の推移

76 77 78 7g 80 81年次1970 71 72 73 74 75

(資料) BAピ,5tatis七ij;?1Handbo.ok_of
,th_e
Dairy_1ndustry,1980

BAE,Dai｢yin(i and.Dairy Prod_ucts ^us七ra7 i串1979-('3Q,柑Rlより作成｡
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で4. 6倍にもなっている｡こうした高水準の支持価格を背景に, ECの農産物超剰乙Li:共

同市場成屯とともに始まったとさえ言われている｡実際1 958-68年の線行期間中に,

元来俄価格国であったオランダ,フランスの滞在生産力が刺激きれ増岸に向かい, 1 96

8年にはバター在庫は6ケ同の年間消_-a.竜の約6ケ月分にも達した｡また1 973年には

現在の9ケ国ベースで初めて純輸出柵域になり, 7 6年以降8.t師常的な輪汁周として碍☆

した｡したがってイギリスの加照以前から, F:Cを中心とした過剰斥力が世界市場を覆っ

ていたと言える｡ 1 973年のイギリスのRC加照乙.tECにとって見れば,世界最大の乳

製品輸入市場の独占的確保を意味し,それ(ま域内-H?.潮間l?:Bの緩和に貢献tノた｡ I.Jかし早く

も7 5年に乙ま景気後退に.i:即肖讃の減退にあって,脱脂粉乳の存寝が急増し6 0年代のピ

ークの2倍以卜の在庫水準に達した｡また7f･')年にはバターの過剰も郡市化し, 79年に

は在庫費8ま6 0万トンー消費貴の4ケ月分となり,イギt)ス加門による過剰緩和作用ば完全

に消え去った. 50, 60年代にはiq.界の.バター輸入の約70%を一同で占めていたイギ

リスば,加入後肖らも日給率を高め,域内輸入車日休も減らしてきている｡つまり7()守

から8 0年までの1 0年間に国内消費は価格のI-I.昇やマーガリンへの移行などで6万トンの

輸入減少となっており,むしろ過剰発鞍の一端を.P.いっつある｡

安定した輸入市場イギリスのシェア締小は国隈市場の狭あい化と不安定化鞍rt:.み,乳製

品貿易の構造に大きなインパクトを与克たo阿5-3にみるように,加照前の乳製品買{P}

の辛な流れは,最大の輸入同であるイギリスへオセアニア2同在中心とした輸,.-;I,が■な辛れ

ており,かなり単純な流れとなっている｡しかし1 9i!0年ではECが最大の輪汁偶に転

I:;
,同時にオセアニアが最大の賢P1相手を失っLf7.ため,市場が多角化し流れも複雑に錯綜

している｡貿易の流れは一応ECはアラブ,アフリカ市場,ニュージーランドは南米,オ

ーストラリアミま東南アジアといった色分けがでこきるが,各市場での競争は激化している.

F: Cの輪,LilばiF5剰処分であり,輪.'T,焚鰍金付きのいわばダンピング輪tHで同町価格を低

帯革せ,そのことによってニュージーランド,オーストラリアなどの輸:I-.同の何度慧によ

り一層のダメージを与える結果となっている｡例別.ill 974年の脱脂粉乳年産責の約2

0%が補断金なしで販売され如こすぎず, 1 5%が補軌条イ寸津の輸.llJ,や食料揺靴に向けら

れた｡ 78年では補助金なしでの売却乙,t1 3%にすぎない(揺:3) o

イギリスのF:C加照以前においては,オーストラリアにとってのイギリス市場の窮み(.i

決定的で,蓑5-5に見るように1 970年でば対英依存率乙.tチーズで25%,バターで

は80%に達している｡子れが加照後はニュージーランドのように特別割り当てキ碓保す
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r阿5 -

r‡乳矧Wllt_t.那71.易の流れ

1)バター 195fl-()2

摺料)松尾幹之職歴と乱筆の経済分梅東洋抑新和汁19f;6.p.
2!11

B^E,Statistical =andboo.k.Qf.the I)airy lndりS小､y.,l粥O

BAE,.Rural.._E.e.Qn_Om_y,VoI.8,No.2,19艶たり作成｡
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3)脱脂粉乳
195f)-62

I

(N

C

I-■
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ることもできず完全に皆無となった｡最大で決定的なイギリス市場の喪失に直面し,オー

ストラリアのとった対応己まl.輸出先の転櫓,多角化であり, 2.国内酪)e/:業の体質礁化

一棟道政善,それにあわせた耕織と政策の変更であった｡ 1.の輸出先の多角化について

は,蓑5-5のように乗南アジア,日本,アラブなどを中心に積荷的な屈問を見せている｡

特に乗南アジアに対しては1 975年にアジアデイリーインダストリー社を設☆し,それ

を通してタイ,インドネシア,フィリッピン,ホンコンに還元乳の合弁工場を取得した｡

それらの工場へ脱勝粉乳と無水乳脂肪の輪.+,を行っているが,ここでもECなどとの競争

にさらされ,脱脂粉乳では1 979年の2万2千トンからf30年1万f!千トン, f3 1年には1

万6千トン,乳脂肪でも4千900トンから5千300トン, 4千300Iンへと減少を見せてい

る.またL T.,牛乳の販売では一時日本からの軸汁J.eこおきれたこときえあった｡

オーストラリアの対応はこうしたECなどの積荷的な市場獲得行動の影響もあって,輪

.1_J.先の多角化よりむしろ岸要目休の輸..!J.･依存qLl.から内需車体Tt'1.への専云授に,看きがま)'かれ

ていると考えられる｡前述したように,輪.I+.依存度は低下傾向にあり,最終的には.*.岸皐

の約2 0%得度にすることで不安定で低価格な世界市場からの影響を削減しようという刀

向にある｡しかし前にみたように,バターを中心として国内消畏貴酬本が減少を続けて串

り,そのことば結果として輸汁'.依存度キ高める方向に働くことになり,必ずしも目標通り

にばいっていない｡

第5節 幣農政帯の変化と新乳価政策

輸出市場の喪失と低所得問罪の発牛という事熊に両面し,オーストラリア政府乙,i7 0年

代に入って本格的な政策率云鞭に乗り汁-.した.その手な卓)のは, 1.禰掛金政笥から構摂政

善政欝への転操, 2.幣農ボードの再編と新乳価制度の醗&.である｡

I.についてほ, I 973年にこれまで行っていた牛斉補執念,特別償却の承認,学校

給食援助計画などの補掛金打ち切りと,その分を構造改-#･-政帯に対する予界として所用し

たことである｡この政策の内零ほ,前述しれ七うにバルククーラー導入の'f,.めの樗軌～てい

った幣農近代化計両や,小農甥の合併,小現輯居のリタイヤーの促進などであった｡政府

による構造改軍政等の軌劉ま疑問視きれるが,厳いヽ環境の中であえて補抑キ打ち-り川構

造政欝への転按を明言した結果,部門間移動を促#Lすることになったと思われる｡

幣農ボードの耕識再編については, 1 f〕7 5年に幣)T,.製品ボードを改編し特薦公祇に耕

紙背えしたことがあげられる｡オーストラリアの鞍乳の流通は,飲用乳謂門と乳製品部門

とに明輝にF.分きれており,各部門毎にボードが幣背するという形になっている(阿5-
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表5-5 乳製品の輪.LH先別輸出奇

_,__i)3_クー) .._.__M __単位上千トン)_
_,_

_.._

イギリス

ホンコン

サウジアラビア

日 本
_

._,.令_
】
計__仙…

_

イギリス

日 本

フィリッピン

サウジアラビア

A

_工1.

A,963-164_
_..__1970-71

1_97317_4___1976I二77.___J_978- T9 198卜82

75.6 55.6 0.0 0.R

l.5 2.1 2.3 2.7

0.4 2.0 1.5 3.5

0..0 0.O 13.1 l_._1

__.-_.89_i2___
70.5

.37.9ー_..VJ_2_.I4

__‥"
_

‥く干ニズ)
13.3 9.3 0.0 0.0

2.8
.1].2

17.4 26.3

1.3 3.9 2.8 0.5

1.0 2.8
_"_i.9 .__.._.__7L土7__I

2日.3 36.5 3日.】 4R.7

0.0 0.0

2.2 - 1.3

3.8 】.2

～_0.0
0..0

_ー⊥26.5 ___与.6

0.0 3.:ち

26.6 20.5

3.1 3.5

7._9 )4.1

52.2 6】.1

(資料) B^E,Statistica一 Handbook of the Dairy Industry.,19ROより作成｡
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4)
｡飲用乳部門においては各州にボードが置かれ,例えばV

i c.州で(まヴィクトリア

酪農産業庁が生乳から市乳までを監督し,生産,処坪,販売各段階の価格の決定と締持に

権限を持っている｡これに対して乳製品部門は合同単一のオーストラリア鴨居庁というボ

ードが一元的に統轄している｡このボード乙.t原料乳自体の価格決定練は保持しておらず,

乳製品製造工場以降の過群に責任を持っている点が飲用乳部門と異なっている｡しかし乳

製品ごとに輪,+J価格と国内価格とのプール価格,つまり均衡価格制度を実施することによ

って,この部門を統制している｡このボードは,
1 925年に設q.きれたボードの中では

最も古いものの一つだが, 1 975年の紳識改編によってボードの力は強化きれ,例えば

日本,イギリスへの独占的な輪.Ii!.,仰市場についてば輸出許可樟の保持および市場間柿,

販売促進機能の強化などがなきれた｡価格面についても,それまで乳業幕間の日某的プー

ル制度が同による戦利7'-ル価格制熱.こ変更きれ't7_｡従来の日手駒プール制は,乳製品の

高い国内価格と安い輪州而格をプールして手取り価格を決定するという方法であ`らたが,

乳業会71.が加入するかどうかば日向であった｡ NSW州やQ 1 d州もまヰ.荷電が少なく,大

半を州内に高価格で販売していた｡一方単産怖が高く,生存革も多いV i
c.州では輪.I-P.

割合が高く,合同プールはNSW州やQ 1. d州の農民にとっては受け取り価格の低下を意

味し,不満が鞍じていたo NSW州やQ
,I
d州の乳業会計がプール利から脱退したのを磯

に, V i c.州からの安価な飲用乳,乳矧Pnの州間移送が行われ,州問抗争にまで穴居t/

た｡この抗争に連邦政府が乗りL'nJ決定ぎれたのが,全国一律の輯制プール価格制で,乳

製品の品目も任意プール制下では,バター,チーズ,カゼイ.ン,脱脂粉乳の4品目が対象

であったのに対して,これにバターオイル,バターミルクバウダー,令脂粉乳を加え7品

目とし,同時にそれまであまりに≠)低く設定されていたため一度も横紙したことがなか､っ

た最低保証価格をひきあげた｡

一方飲用乳については,従来飲用乳供給農場は州ボードとの契約(供給割り当て)に茶

づいて,年間安定した卑再,.Li!.荷をする義務串負うかわりに,牲乳価格は加T.用原料乳価

格の2-3倍にセットきれていた(蓑5-6)
｡また飲用乳.*.岸者を保諾するために,班

給樺キ日南に譲増することを禁l=ノていた'f,.め,これが号Tf韓化tJていた｡また先に見れよ

うに,加.T.田原料乳供給農場の低所得問題が顕在化していたため,まずV i c.州でこの

割り当て制度の解消に若手した｡これは飲用乳供給)T,;場の割り当て樺キー--曙仝で買い卜げ,

乳価は加工用原料乳とのプール静㍑こしようという垂)のであった｡ 1 977-78年には契

約農場の約R ()%から1 t!.完当たり55ドルで柿利が買いあげられた｡この一喝企乙ま旬年5

-105-



阿5-4･ 生乳の流通締打とボードの機能(Vic.州･ 19fミ1年現存)

[涜通経蹄]

離農場

生乳処押工場

小売業

(宅配,小売店,スーパー,仰)

202: 60Ⅹ
.1哨

6Ⅹ

(飲用乳部門)

各州帝農芹繋庁

(Dairy Jndust,ry Aut,horit.y)

I.乳価決定(生産,処押,販売

各段階の耐分割合)

2.プール価格案撫

3.販売促進

[ボードの機能]

乳製品製造T.局

同内市場

57苫

(乳製品部門)

豪州幣農庁

(^ustral fan r)airy Corporal,ion)

I.均衡化価格実施(乳製-Pn7品目の円

内,棉.I+,1朽格の7'-ル

2.帯同,日本への乳製品輪川

3.輪.'r!,許可

4.市喝問拓,販売促進

(資料) V i c.州政府および幣農務業庁へのインタビューにより作成｡
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表5-6 乳価の推移

飲用原料乳

加工用原料乳

クリーム

平
_
均
_

1963年

7. 9

3. 9

3. 5

_
4_,"4

_-_._ー.-単位,
(幣/.I)7)

1.9_6_9

9. 1

3.●9

3. 5

1_.973

王0. 3

4.メ 1

3. 7

_4.
8
_

5.
.2

(注) 数悼は,表記年度を最終年とする3ケ年平均｡

(資料) BAR,Th_e Austrafilan_.Dai_ryfarmi,岨_Industr_h!,1975,p.10より引用｡
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T{11づつ引ききげられ, 1 0年間で契約制度の解消を目指している｡ちなみにこれまで供給

契約によって,極端に鞍乳鞍岸の減少する冬季も安定的に飲用原料乳を碍保できた点.につ

いては,冬季生産奨励金を支払うことで代替するという考えである｡奨励金は4月から6

月にかけて支払われ,例えば1982年では4･月に1㍑当たり8曾, 5月101菅, 6月1

2㌣であった｡

契約農場の廃止によって,従来の非契約農場は州平均の市乳化率を基準とした,これま

でより高い7'-ル乳価を受け取ることができるようになった｡また飲用乳供給農場である

契約農場にとっては,手取り乳価の低下になったものの,年間を通じた安定的な,I-!1荷とい

う義務から解放された｡ 7.-ル乳価利発足以降契約農場の押消は願調に進み, 1 9妄言5年

6月末現在合計で5千883農場が契約を解消し,その代価として約3千70 0万豪[')l (

1農場平均で6千2 7 213y')l)･の支払いをうけた.契約を解消しない農場数は4･4･/l･で全

体の7%,契約数費で乙.t1 9%になっている｡このように新乳価制は,州内統一価格を実

現することキ通して割り当て梼の利韓化を防ぎ,同時に旧制度での乳価に不満をもち,低

所得間辞に南面していた加工用原料乳供給者である非契約農場の締済的地ti7.を高い手取り

乳価によってひきあげるという意義をもっていた｡つまり報謝プール価格制や飲用乳の州

内統一価格は,特棒を廃.1卜し日由な競争条件を繋偏することで,国内精農の体質を瑞化し

ようとするための政策であったと考えられる｡

しかし接目すべきことば,海外にたいして乙まむしろその窄を高くし,最低保証価格の引

きLげや,飲用乳の貰特価格制に見られるように,産業全体としては保譜を職めているこ

とである｡例えば隣国ニュージーランドの特薦の牛岸件はオーストラリアより高く,乳脂

肪の年岸費で1977-78年で16%, 79-80年で25%車)i拭かっ穀(措4) ｡こ

のためニュージーランドの乳製品が日由にオーストラリアに輸入きれた場令,約1 0%の

オーストラリア冊農場が危横約状況に陥ると見られる｡しかし実際には,両国の貿.g,は協

定によって秩序づけられており,チーズにしても割り当て制によって抑えられている｡ま

たF: Cからのチーズ軸人については, F: Cが矧tJ.補助金付辛の矧を絹おこなっていること

もあって,通常のキ,,当たり約1 0㌣の同税の∈諾かに1 F)lにのぽる相殺問椀をかけ,国損保

語草亡まかっている(抹5) ｡

以.L.のように,オーストラリアは,国境保譜や最低保証価格制度などで産業全体の保諾

をはかりながら,棉,I-IJ.依存巧l･1.から内需車体荷票への怒鞭キみすえつつ,円内では競Jp･を損

じた年産件の向上をはかる方向に政竿的誘導をはかっていると言えよう｡

-108-



注1 ) N.T.Drane 良 H.R.Eduards,.The Australian..,Dai仁yー..Indu.st仁y,ド.U.Cheshire,

196l, p.88

2) Industries Assistance Commission,.Dairy fndust仁y_,1976, p.4

3) N.Samuel
,ComparatiーVe.

Efficiency.between Austral ia

_and

New,.Zealand

r)airy lndust｢ies and lmpl ical.ions for Trans-Tasm?n_ Trade,B^F.

Occasional Paper No.60,198l, ,p.2

4)松浦利明rF:Cにおける牛乳･乳製品過剰問題｣ F農業総合研究』 VoJ,36

日o.1,1982., p.39

5 ) S.別ank a D.CampbeH
,.Re.cen_t

Qeve,7_QPme畦S.｣旦.1heA.us吐蔓1ねrL__Ch_e_es_e

Marke七: Imptき_ca.七i,on.sfor Protection"8^F: Occasional Paper No.69,l粥2,

p.16
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第6章 むすび

従来その規模の大ききと生産性の高きで,小農が主体である先進諸国の農業のなかで例

外的な存在として考えられてきたオーストラリア農業も,以fI.見てきたように低所得閏謂

を拝とする構造問題を抱え,その対応に迫られてきた｡そうした中でこれまで肉牛部門と

ともに高い輸出競争力を誇ってきた米作部門までが,現在国際価格の暴滞とアメリカの補

助金付き輸出の影響で苦境に立ち入っており,政府の助成を受けようとする動きが見られ

る｡

農産物は生産車に対する貿易貴の割合が1 ()%以下と低く,需要の価格弾力性も低いこ

とから,価格変動が大きくなりやすく,しかも近年では中国やソ連などの社会辛義諸岡の

不定期的な大貴買い付けがその変動をきらに大きくするといった要素もある｡しかし基本

的には先進諸国の農業保讃政策が,世界市場の混乱をもたらしていることば, F, Cやアメ

リカの補助金付き輸出問罪が示している通りである｡この結果,世界市場に深く依存して

いる伝統的輪t+.国であるオーストラリアは,構造問題をみずからの問題として抱え込まぎ

るをえなくなった｡しかしこのことを以って,安易に農業保護政策を非難することば事態

の解決にはならない｡前述したように,戦後世界は河内均衡牟達成するために国際均衡を

犠牲にする体質をヰ)つているのであり,特に7 ()年代以降は国際的な不均衡を調繋する制

度キ内蔵しておらず,先進諸岡首筋による｢詳し令い!でかろうじて調繋をおこなってい

るにすぎない｡したがって国際間の緊張を引き起こす問E･#は,とりもなをきず国内におけ

る矛盾の大きい事柄であるといえよう｡農業がこれだけ貿易摩擦の賛同になること日休,

先#･諸国において農草間題が解決岡津な課H,.5であることの評煮でもある｡

円本のよ･うに高度に発達した.T.業･71.会で,しか卓)T.業製品の輸.L[-.によって詐折が成&.tノ
｢

ている国においては農工間の単岸件格弄が大きく,そのために工業部門の特産件を反映し

良.為替レートによる固持比較では,農産物価格は高めに評価きれることになる｡このこと

幸)農業過保護論を助長することになっているが, R本の.T.菜を以ってしても農業を完全に

外部化するこ七は不可能であろう｡す丁しろ円本こそが工繋の発展のために農業部門牟二貴

様造的に利用してきたと言えよう｡その利用情婦が現存すでに無くなったか布かはここで

ミま言及tノないが,現存でも日米賢P,1帝の約半分を2 071.のみで占めているという･n}TT.軍

部門に傾斜している芹業構造は,農業を蘇/j､した場合その否みが決定的になるとおもわれ

る｡

過度に輪,'ilに依存した締防が,いかに世界市場の影響を激烈に受けるかという事実を我
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々はオーストラリアの例で見てきた｡農業部門に強い国際競争力を持ち,その一方工業は

手厚く保護するという日本とは｢あべこべの国_jにあっても,世界市場の影響を受けて問

題化してきた離農部門などの農業部門にたいしては,その効率化を誘導しながらも岸業と

しての保護はむしろより礁化する方向にある｡産業の雫洞化現象とミまとりもなおきず労ImJ

力商品の国際競争力喪失を意味しているのであり,このことば資本に主ょ国境がないという

ことの端的な表明である｡しかし同時に国民詐済としてのq.場にq.った場合,効率のみが

締済調繋の妙案ではないことを示すものでもあろう｡労働力に国境がある限り,国境保護

による岸業政策は社会政策としても不可欠であり,そのことをむしろ前提とした同際的な

協調体制が必要ときれる｡農産物貿易のルールもそれを踏まえたものとなるべきであろう｡

-i
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田寅 吉守
也.ヒ

I.申守L

l.地 名

Qld州

NSW州

Vic.州

Ta s.刺

SA州

WA州

N T

2.機関名

I)AE

ABS

C SIRO

AMlー′ C

3.雑誌名

A.､トA.ド.

a.R.A.F:.

Q.R.R.E.

R.M.A.E.

QUEFNSLAND

NF:W SOUTH WAY,fTS

VICTORIA

TASMANIA

SOtJTH AtJSTRAI.′IA

WlミSTERN AUSTRAT. I A

NORTHERN T戸:RRITORY

RUFF:At) OF AGR!CULTし)RAL F:CONOMjCS

Al)STRAl.1AN BUREAU OF STATISTICS

THE COMMONUF:ALTH SCIENTfFIC ANT)

7Nf)USTRl^1. RF:SF:ARCH ()RG^N IS^Tけ)N

AUSTRAHAN MEAT 良 l,JVF:-STOCK

CORPr)RAT ION

^USTRAf,IAN JOURNAL OF AGRICU‡.Tし｣RAI.

F:CONOM ICS

QUARTF:RJ,Y RF:VほU OF AGR(Cし)LTL)RAL

F:CONOM ICS

QUARTF:Rl.Y RF:VJEU OF RURAl. F:CONOMY

RF:VfF:W OF MARKETING 良 AGRICUl.TUR〈L

ECnNOM ICS
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クイーンズランド州

ニューサウスウエー)i,ズ州

ヴィクトリア州

タスマニア州

南オーストラリア州

丙オーストラリア州

北部特別地域

農業締済局

オーストラリア統計局

連邦科学産業研究概括

オーストラリア食肉畜産公許

オーストラリア農苦節済学会

機関誌

農業締済季報(R∧F:)

RUR^1. l･7CONOMYの前身

同上｡ 1 978年_fT称変更

N SW州農背部故問詰



同乗-一一軍完

国表名

園2
-

1 年平均降雨重

囲2
-

2 農業地帯区分

図3
-

1 牛及び肉牛飼養頭数の推移

図3 - 2 農業地帯別肉牛飼養頭数の推移

囲3 - 3 主要農産物の生産者受け取り価格,支払い価格比率の推移

国4 - 1 職業別平均所得の推移

阿4 - 2 職業別所得分布状況

図4 - 3 農場数と農業従事者数の推移

固5
-

1 生乳の鞍岸と利用の推移

図5
-

2 乳製品価格の推移

同5
-

3 乳製品世界貿易の涜れ

囲5 14 生乳の流通経路とボードの横紙

表1 - 1 日本の牛肉輸入量の推移

表1 -2 日本の対オーストラリア貿易の推移

表1
- 3 国内絵4=.産と輪.LP.に占める農業の割合

表1 -4 品目別輸出割合の推移

表2 - 1 大陸別降雨苛と蒸散訓令

表2-2 イギリスの羊毛輸入に占めるオーストラリアの割合

表3
-

1 農業的帯別肉牛頭数の増加率

表3 - 2 農業地帯別肉牛頭数の増加寄与率

表3-3 1人当たり年間食肉消費尋の推移

表3-4 牛肉の生産と輸出

表3 - 5 牛肉の輸出先別輪.+.竜の推移

表3
-

6 タイプ別農場数の推移

表3
-

7 農場数の推移
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表3 - 8 農場規模別肉牛飼養農場数の推移

表3-9 N SW州における肉牛と羊の頭数比の推移

表41 - 1 農業者の平均所得の㈹の職業に掛ナる平均所得に対する比率

表4 - 2 部門別低所得農場数

表41 - 3 低所得世帯の割合(非農業部門)

表4 - 4 俄所得農場の割合

蓑4 - 5 日己資本額別低所得農場糾合

表4 - 6 州別低所得農場の年次的変動

蓑4-7 低所得農場の､移動マトリックス

表4 - 8 農業地帯別平均農場の財務･経常状況

蓑4:
-

9 部門別低所得･低自己資本農場数

表4- 1 0 飼養頭数規模別酪農場数の推移

表4-I 1簡農菜における構造改善政笥

表4-1 2 所得階層別解農場割合

表4- I 3 都市部と農村部における低所得層の比較

乗5 - 1 飼葉頭数規模別冊農場両横

蓑5 - 2 飼養頭数規模別幣農場指数および構成比の推移

表5-3 締岸牛頭数と1頭当たり泌乳革の推移

蓑5 - 4こ 生乳の国内消費畢と輪汁'.尋の推移

表5 - 5 乳製品の輪.+,先別輪,lil奉

蓑5-6 乳価の推移
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言射 吉事

本論文を完成きせるにあたって,指導教官の名市尾大学松尾幹之教授からは一方ならぬ

お世話をいただいた｡また児モ守二助教授をはt)め, Pl-吉尾大学農学部食碍牡鹿管押学講

座のスタッフの方々からのご指導,ご叱曙は本論文の完成に大いに寄与するものであった｡

きらに幣学究のシドニー大学K･P･CAMPRELl｣教授や8･R･DAV川SO帽十をばt)め[:するスタ､ソ

フの方々からはオーストラリア農業や締済に関する懇切なご指導をいただいた｡新井撃博

士から乙ま公私にわたってのご助言,ご叱喝鞍部ナた｡勤務先の今岡農芸協同連合会畜再,W.

常対策書からは,研究上の様々の慣官を阿っていただいた｡世界農草間題に関する視点や

方怯については,宇部胃大学教育学部の小林市旅助教授,法政大学の千葉英明講師に,漢

たオーストラリア経済については,城帝大学琴野草教授ほかオーストラリア研究会のメン

バーのみなきんに,日雇貿易閏l?:.6についてuN SW大学の^.GF,1()R(;i;:博十,モ･+ッシュ大学

のD.BUT‡..ER氏に多くを負っている｡そのほか多くの方々からご指導いただLいかo記して襟

帯なる謝意を表すものである.

最後に,貴重な休日を清書や阿表作成に費やしてくれた妻重責子に心から感謝したい｡
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